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図1  InGaP/GaAs太陽電池を用いた水素生成 

1.はじめに

地球温暖化対策として化石燃料に頼らない「脱炭素

化」に向けた重要な技術として人工光合成による水素

生成技術が注目されている.この技術を実用化する為

には太陽光エネルギーの少なくとも 10 %以上を水素

エネルギーに変換する必要があるとされている.現状

では,水が太陽光の赤外成分を吸収してしまう事,そ

して水を透過した太陽光を効率よく吸収するセルの

開発が必要な事,水の電気分解反応によって光吸収セ

ル表面が劣化してしまうなどの課題がある.本研究で

は,先行研究で実績のあるInGaP/GaAs/Geの3接合太

陽電池の表面電極上の光触媒材料としてプラチナに

注目し,その触媒電極の成膜条件による水素生成反応

への影響を調べたのでこれを報告する.

２．研究の内容

（１）研究の背景

地球温暖化抑制に効果があるとして人工光合成技

術が注目を浴びており,太陽光エネルギーを用いた水

の電気分解による酸素と水素の生成技術は水素エネ

ルギー社会実現へのキーテクノロジーとして期待さ

れている.古くは,1998 年に米国の NREL から

InGaP/GaAsの2接合セルを用いて水素生成効率12.4 %

が報告され[1],2015 年にはドイツのフラウンホーフ

ァー研究所よりInGaP/InGaAsの2接合セルを用いて

水素生成効率 14 % が報告されている[2].但し,これ

らは硫酸[1]や過塩素酸[2]などの強酸中での水素生

成反応であり,実用化には改善が必要であった.

これに対し,2017年にPanasonicが表面電極上に光

触媒として白金黒を電解めっきしたInGaP/GaAs/Geの

3接合太陽電池を用いて,ほぼ中性の3.0 mol/L KHCO3

溶媒中での太陽光水素エネルギー変換効率11.2 ％の

報告をしている[3].

（２）蒸着Ptを触媒電極に用いたInGaP/GaAsセル

先行研究から多接合太陽電池に白金(Pt)が水素生

成反応の触媒作用があるという事実を基に,その Pt

の成膜方法として広く利用されている電子ビーム蒸

着方式を選択し,InGaP/GaAs-2接合太陽電池上にこれ

を成膜した.その際,Pt 電極を十字型模様にメタルマ

スクを用いてパターン形成した.実際の実験に用いた

太陽電池の構造,及び反応システムの概要を図１に示

す.
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（３）無電解白金黒めっきを用いた3接合セル                           

前記の水素生成効率を高める為に,めっき溶液に浸す

だけで容易にめっきが実現できる無電解方式で

InGaP/GaAs/Ge-3 接合太陽電池の縞状のグリッド電極上

に白金黒をめっきし,これを触媒として光電極セルを作

製した.めっき前のグリッド電極は約7.9μmで,3分間の

無電解によるめっき成膜後はその幅が10.0μmに拡大し,

メッキ後の白金黒が鱗模様に製膜されているのが観察

された（図２）. 

 

 

図2 めっき前後のグリッド電極のSEM像,（左）めっ

き前のAg電極,（右）3分間の無電解めっき後 

な値であると考えている.     

                                                 

   図3  無電解白金黒触媒太陽電池を用いた 

水素生成反応での発生起電流の時間変化 

                           

３．まとめ 

 多接合太陽電池にプラチナを触媒電極として用いる

事で太陽光を照射するだけで水素生成が実現可能であ

ることが確認された.しかしながら,触媒の成膜方法に

よってその生成効率や反応安定性が大きく影響を受け

る事が判った.本実験では,簡便なプロセスで実現可能

な無電解方式による白金黒めっき触媒でも電界めっき

方式と同様の水素生成が可能である事を示した.今後

は,Pt 触媒の反応効率の改善,および,反応劣化のメカニ

ズムを明らかにして,化石燃料社会から水素社会への移

行への一助に貢献してゆきたい. 

                           

                         

本研究に関する主な発表論文 

(1) 仲村他,2017秋季応用物理学会 6a-A401-2  
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太陽電池は,p 型 GaAs 基板上に p-GaAs ベース

層,p-GaAsエミッタ層,トンネル接合層,p-InGaPベー

ス層,n-InGaPエミッタ層,n-AlInP窓層の順に結晶成

長されており,再表面の AlInP層は表面を酸化させて

AlInPOx層として溶媒に溶出しないような構造を用い

た.また,AlInPOx層上には十字型模様のパターンを周

期的に配列させたメタルマスクを用いて,Ptを直接蒸

着した.

この Pt蒸着膜を触媒として用いた太陽電池セルを

ほぼ中性の3.0 mol/L KHCO3溶媒中で対向電極にIrO2

を用いて水素生成反応を行ったところ,図 1の写真に

示すように水素の泡が酸素の泡よりも多く発生する

様子を観察できた.しかしながら,図1のI-Vメーター

で測定した反応初期の発生起電流値はわずか 1 分程

度でその値が半減した.また,実際に擬似太陽光を 1

時間照射し生成反応によって採取した水素の濃度は

極めて低く,ガスクロマトグラフィーの検出限界以下

であった.

この3接合太陽電池セルを用いて図１と同様のシステ

ムで水素生成反応実験を実施した.図 2 にその反応時の

生成起電流の経時変化を示す.同じく,60 分間の水素生

成反応を試みたが,起電流値は初期に多少の変動がみら

れたものの,その後安定した値が得られた.初期の変動

は,発生した水素の泡によって擬似太陽光の太陽電池セ

ルへの照射が遮蔽されたのではないかと推測している.

また,60分間の光照射時間で採取された水素の量は22.1

μmolであり,太陽光―水素生成反感効率は約 3.0 %と見

積もられた.この値は先行研究のPanasonicの11.2 %と比

較すると低いが,Panasonic が用いたセルの電解めっき

のよるめっき幅が約45μmであった事を考慮すると妥当
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１．はじめに

磁気光学効果とは光と磁気の相互作用であり、古くか

ら様々な分野に応用されている。一方、社会的な要求

としてセンサの需要が非常に高まっており、我々は磁

気光学効果を利用した新規センサ材料の開発を目指

している。磁気光学効果を利用したセンサの実現によ

り、既存のセンサ類と比較してセンシング時間の短縮

に期待が持てる。

２．研究の内容

（１）磁気光学効果測定装置の構築 
当研究室では直流電源／高周波電源の切り替えが可能

な高機能マグネトロンスパッタリング装置を複数台現

有しており、これを利用して磁性積層膜およびナノ磁性

体の試料を作製している。また作製した試料の基本的な

磁気特性測定装置も現有している。磁気光学効果を測定

するための磁気 Kerr 効果測定装置は共同研究者が現有

しており、これまでは共同研究者のご厚意により試料の

磁気光学効果を測定させて頂いていた。 
しかし研究の進捗に伴い、当研究室に磁気Kerr効果測定

装置を現有することが不可欠となった。そこで共同研究

者の協力を仰ぎ、当研究室に磁気Kerr効果測定装置を構

築した。図１に構築した磁気Kerr 効果測定装置を示す。

図１には載っていないが、他にバイポーラ電源とA-Dコ

ンバータも組み込まれた測定系である。波長660 nm、出

力51 m Wのシングルドット仕様のレーザを入射光源と

し、このレーザ光を試料に照射する。またバイポーラ電

源によって試料への印加電圧の極性切り替えを可能と

した。この印加電圧は試料に印加する外部磁場に相当す

る。従って印加磁場の極性が可変である。さらに試料に

対する入射光の入射角度を可変できるようにした。PC
によりこのシステムの印加電圧すなわち印加磁場を制

御し、得られた磁気Kerr回転角に相当する電圧信号を取

り込んでいる。PC制御用ソフトウェアにはLabVIEWを

用いた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）構築した装置を用いた磁性積層膜の評価

構築した磁気Kerr効果測定装置を用いて、我々が実際に

作製したFeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd (2 nm) / FeCo-Al2O3 (50 
nm) / Pd (10 nm) / ガラス基板試料の磁気Kerr効果の外部

磁場依存性を図２に示す。図２より、印加磁場強度によ

る試料の磁気 Kerr 回転角変化の検出を確認することが

できた。また図２からFeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd (2 nm) / 
FeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd (10 nm) / ガラス基板試料は外部

磁場の強度によって磁気 Kerr 回転角が変化することが

明らかとなった。 
同様に図３にはPd (5.3 nm) / ZnO (90 nm) / FeCo-Al2O3 (50 
nm) / Pd (2 nm) / FeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd (10 nm) / ガラス

基板試料の外部磁場と Kerr 回転角のヒステリシス曲線

を示す。FeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd (2 nm) / FeCo-Al2O3 (50 
nm) / Pd (10 nm) / ガラス基板試料とPd (5.3 nm) / ZnO (90 
nm) / FeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd (2 nm) / FeCo-Al2O3 (50 nm) / 
Pd (10 nm) / ガラス基板試料では、基本的な積層構造は等

しいが、最上層にPd (5.3 nm) / ZnO (90 nm)の有無が異な

る。この差異が顕著にヒステリシス曲線の差異となって

図１ 当研究室に構築した磁気Kerr効果測定装置 
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検出されている。このことからも、今回構築した装置の

信頼性を実験的に検証することができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．まとめ 
 
本研究では磁気光学効果に立脚した新規センサ材料の

開発を目指し、磁気Kerr効果装置を構築した。大気中・

室温下でこの装置を用いて磁性膜積層構造の磁気 Kerr
回転角を測定した。その結果 Pd (5.3 nm)/ZnO (90 
nm)/FeCo-Al2O3 (50 nm)/Pd (2 nm)/FeCo-Al2O3 (50 nm)/Pd 
(10 nm)/ガラス基板構造において、反射光量変化率が約

25%に及ぶことを見出した。反射光変化率は磁気Kerr回
転角に相当する。従ってこの試料には十分大きな磁気

Kerr回転角を期待できる。また試料の積層構造の差異に

よる鋭敏な反射光変化率の差異の検出にも成功した。 

図２ FeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd (2 nm) / FeCo-Al2O3 (50 nm) 

/ Pd (10 nm) / ガラス基板試料の磁気Kerr回転角の外部磁

場依存性 

図３ Pd (5.3 nm) / ZnO (90 nm) / FeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd 

(2 nm) / FeCo-Al2O3 (50 nm) / Pd (10 nm) / ガラス基板試料

の磁気Kerr回転角の外部磁場依存性 
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１． はじめに 

 哺乳類では遺伝的に系統の違う個体を交配すると

その仔（F1）の遺伝子発現が乱れることがある。我々

は、ゲノム刷り込み現象の解析の為、標準的実験室マ

ウス近交系 C57BL/6(B6)と日本産野生マウス由来近

交系MSM/Ms(MSM)を交配したF1個体、もしくは

F1 胚盤胞から樹立したES 細胞を用いて実験を行っ

てきた。ゲノム刷り込み現象とは、個体において母親

由来の染色体、もしくは父親由来の染色体のどちらか

片方の染色体からしか対立遺伝子が発現しない現象

である。100〜200遺伝子が知られており、遺伝子に

よって、発現する親（母親か父親）の由来の染色体が

決まっている。哺乳類特有の現象である。 
 

 我々はゲノム刷り込みの解析を行っている時に、親

由来でモノアレル発現になるのではなく、近交系由来

でモノアレル発現になる遺伝子の方が多いことに気

付いた。F1個体やES細胞において、近交系特異的に

モノアレル発現となった理由の1つは、近交系特異的

なシスエレメントにあると考え、研究を行っている。 

 

２． 研究の内容 

（１）今回の研究を開始するまでの準備 

 MSMとB6を交配したF1から作製したES細胞

を in vitro で神経細胞へ分化させたサンプルから

RNA を採取し、次世代シーケンサーで RNA-seq を

行った。その際、MSM が母親の ES 細胞（MB-ES

細胞）とB6 が母親のES細胞（BM-ES 細胞）の両

方を用いて解析した。これらの実験でF1で系統特異

的なモノアレル発現となる遺伝子のリストを作成し

た。 
  

 次にこれらの系統特異的なモノアレル発現が、親で

あるMSMもしくはB6でどのような発現になってい

るかの検証を行った。すなわち、そもそもどちらかの

親の近交系で発現がないのか、もしくは交配すること

によって、F1 において発現がモノアレルになったの

かの検証を行った。 
 

（２）モノアレル発現の検証 

 今年度は、次世代シーケンシングデータにおいて、

MSM/B6 間の F1 で、モノアレル発現が見られる遺

伝子をいくつか選定し、cDNA配列をサンガー法によ

って配列決定することにより、モノアレル発現の検証

を行った。 

 

 モノアレル発現の確認は、次世代シーケンサーの

データをビューワーである Integrated Genome 
Browser （IGB）によって可視化し、ビューワー上

で目視でモノアレル発現を確認し、遺伝子の選定を行

った。データ解析はF1のES細胞のデータを用いた。                 
                          
                           
                           

Comprehensive analysis of cis-elements for controlling gene expression by mating 
two sub-species of mouse strains

清澤  秀孔○

KIYOSAWA Hidenori

千葉工業大学

先進工学部 生命科学科 教授

近藤  伸二

KONDO Shinji

情報・システム機構，

データサイエンス共同利用基盤施設 特任准教授

栄徳  勝光

EITOKU Masamitsu

高知大学

教育研究部医療学系 連携医学部門 助教

52019　千葉工業大学附属研究所　プロジェクト研究年報 　　   　　　                  Project Report of Research Institute of C.I.T 2019



                         

  
上図はある遺伝子座の発現である。 
 
1段目：B6のES細胞での発現 
2段目：MSMのES細胞での発現 
3段目：BM-ES細胞でのB6由来染色体からの発現 
4段目：BM-ES細胞でのMSM由来染色体からの発

現 
5段目：MB-ES細胞でのMSM由来染色体からの発

現 
6段目：MB-ES細胞でのB6由来染色体からの発現 
 
 親である、MSM や B6 ではほぼ等量の発現が見

られるが、F1 では B6 由来の染色体からしか発現し

ていない様子がわかる。 
 
 いくつかこのような遺伝子座を選定し、ES 細胞

からRNA を抽出し、cDNAを作製し、MSM/B6間

においてSNPが存在する領域を選んでRT-PCRを行

い、サンガー法によって、モノアレル発現の確認を行

った。 
 
３．まとめ 
 上記のようなモノアレル発現となる遺伝子を選定

し、いくつかにおいて検証を行い、モノアレル発現と

なる仕組みのモデルを考察した。 
 
 
 
本研究に関する主な学会、研究会発表 
 
（１） 栄徳勝光、近藤伸二、 鈴木穣、高田豊行、加

藤英政、城石俊彦、菅沼成文、清澤秀孔：デ

フォルト神経分化に伴う亜種特異的モノアレ

ル発現の動的変化、第 41 回日本分子生物学

会年会、横浜、2018年11月. 
 
（２） 齋藤彩圭、栄徳勝光、近藤伸二、鈴木穣、高

田豊行、加藤英政、城石俊彦、菅沼成文、清

澤秀孔：マウス亜種間 F1 由来 ES 細胞にお

けるハウスキーピング遺伝子の亜種間特異的

遺伝子発現と親亜種間における遺伝的影響の

考察、第41回日本分子生物学会年会、横浜、

2018年11月. 
 
（３） 清澤秀孔：MSM/Ms を用いた遺伝子発現解

析、「千葉シンポジウム」第32回モロシヌス

研究会、千葉市、2019年6月. 
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研究項目 ： 先端研究推進プロジェクト助成金（Ⅱ）

研究期間 ： ２０１８／６／１５ ～ ２０１９／３／３１

研究課題名（和文） ： ファシリテーター介入型の地域コミュニティ活動が児童の心理社会的健康ならびに日常生活行動に

及ぼす影響（パイロット調査）

研究課題名（英文） ：

研究者 ： 引原 有輝 千葉工業大学

創造工学部 教育センター 教授

１．研究背景

近年の核家族や共働き世帯の増加に伴う家庭の教育

力の低下や地域連携の希薄化などにより，子どもの健全

育成環境を見直す声が高まっている．具体的には，地域

の大人の協力を得て，学校等を活用し，緊急かつ計画的

に子ども達の活動拠点（居場所）を確保し，放課後や週

末等における様々な体験活動や地域住民との交流活動

等を支援する機会の創造である．それを受けて，平成

年に策定された文部科学省の「放課後子ども教室推進事

業」と厚生労働省の「放課後児童健全育成事業」を一体

型とした「放課後子どもプラン」がスタートしている．

この事業を推進する上で，児童厚生施設（以下，児童

館）や放課後児童クラブを拠点する児童の地域コミュニ

ティ活動は，ファシリテーター（児童厚生員や放課後児

童支援員）が関わり合いを持ちながら，児童の主体的活

動（主に運動遊び）を支援するという点からも中核的な

役割を担う．特に，子どもの主体的活動を重んじるとい

う点では，民間スポーツクラブや学校部活動などの放課

後活動の概念とは一線を画していると思われる．児童館

や放課後児童クラブでの主体性を重んじた「遊び」を柱

とする放課後活動は，児童の心身の健康や日常生活のア

クティブ化が期待されるだけでなく，ライフスキルの獲

得など社会性の発達も強く期待されるが，これまでに

「遊び」を柱とした放課後活動の効果（恩恵）について

は明らかにされてない．そのため「遊び」を柱としたフ

ァシリテーター支援型の地域コミュニティ活動の効果

を客観的に評価しておくことは，今後，健全育成を支援

する環境を創造していく上で重要であると考えられる．

そこで本研究は，将来的に介入研究を用いて児童館や

放課後児童クラブにおける「遊び」の活動の効果を明ら

かにするにあたり，児童館と放課後児童クラブを利用す

る子どもの基本属性を評価するためのパイロット調査

を実施した．

２．調査方法

１）対象者

対象コミュニティは，東京都墨田区にある つ（ ，，

）の児童館（放課後児童クラブ）とした．対象者は，

それらの児童館（放課後児童クラブ）のいずれかに通う

低学年（ ～ 年）児童 名であった．調査を実施する

に先立ち，保護者への事前説明を行った上で同意が得ら

れた児童を本調査の対象とした．

２）調査項目

本調査では，保護者に児童の生活習慣状況調査ならび

に社会的責任目標尺度評価（以下， ）について回答

を依頼した．なお には，規範遵守目標と向社会的目

標の つの下位尺度が設定されている（中谷， ）．

また，各施設に勤務する児童厚生員ならび放課後児童支

援員に各児童の日常的な行動（ふるまい）を踏まえなが

ら，児童の自己主張および自己抑制評価（以下， ）

ならびに児童の社会的スキル尺度評価（以下， ）に

ついて回答を依頼した．なお には，自己主張と自己

抑制の つの下位尺度（首藤， ）が，また に

は，主張スキル，自己統制スキル，協調性スキル，不注

意・多動行動および引っ込み思案行動の つの下位尺度

が設定されている（中台・金山， ）．

３．結果

生活習慣状況調査の項目のうち，放課後活動の実態に

ついて報告する（図 ～ ）．図 には，週当たりの習い

事の回数を示す．習い事をしていないと回答した割合が

施設においてやや高い（ ％）ものの，いずれの施設

でも ～ 回が ～ 程度を占めた．また図 には習い

事の種類についての結果を示すが，いずれの施設でも運

動系と文化学習系の両方の習い事をしている者が ～

いた． ， 施設ではいずれか一方の習い事をしてい

る者が約 であったが，わずかに運動系の習い事の方

が多い傾向にあった．

【A】 【B】 【C】

0回
17%

1回
26%

2回
20%

3回
17%

4回
7%

5回
5%

6回
4%

7回
2%

8回以上
2%

0回
10%

1回
20%

2回
27%

3回
15%

4回
7%

5回
17%

6回
2%

7回
2%

0回
30%

1回
3%

2回
20%3回

11%

4回
20%

5回
8%

7回
3%

8回以上
5%

図１：施設別の週当たりの習い事の回数
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運動系

のみ

32%

学習・

文化系

のみ

20%

両方
31%

してい

ない

17%
運動系

のみ
24%

学習・

文化系

のみ
22%

両方
44%

して

いない

10%運動系

のみ

16%
学習・

文化系のみ

8%

両方
46%

していない

30%

【A】 【B】 【C】

図２：施設別の習い事の種類

図 には，座位行動時間の推定指標にもなる 視聴

およびゲーム実施時間の結果を示す．， 施設と比較し

て， 施設では 日 分程度と回答した者が多く，また

時間以上と回答した者が少ない点が特徴的である．い

ずれの施設においても 時間と回答した割合が ～

を占めており，最も多い割合であった．概して， 施設

．

30分くらい
11%

1時間
くらい
32%

1時間30分
くらい
28%

2時間
くらい
20%

2時間以上
9%

見ない

しない
2% 30分くらい

5%

1時間
くらい
39%1時間30分

くらい
27%

2時間
くらい
17%

2時間以上
10%

見ない
2%

30分
くらい
27%

1時間
くらい
35%

1時間30
分くらい
17%

2時間
以上
19%

【A】 【B】 【C】

図３：施設別の 日のＴＶ視聴とゲーム実施時間（平日）

図 では，運動・スポーツへの有能感について聞いて

おり，いずれの施設においても得意と答える割合が最も

多かった．どちらかと言えば得意と答えた割合を含める

と， ， 施設では を超えているが， 施設では

でやや少ない傾向にあった．また 施設ではどちらかと

言えば苦手と答えた割合が であり， ， 施設のそれ

ぞれ ％ ％よりも多い傾向にあった．

得意

48%
どちらかと

言えば得意

34%

どちらでもない
9%

どちらかと

言えば苦手
9%

得意

29%

どちらかと

言えば得意

27%

どちらでもない
17%

どちらかと

言えば苦手
22%

苦手
5%

得意
42%

どちらかと

言えば得意

33%

どちらでもない
15%

どちらかと

言えば苦手
8%

苦手
2%

【A】 【B】 【C】

図４：施設別にみる運動・スポーツへの有能感

図 ～ には，保護者ならびに児童厚生員（もしくは

放課後児童支援員）が児童の社会的スキルを評価した結

果を示す．図 の社会的責任目標尺度では施設間に顕著

な差はみられないが，図 の社会的スキル尺度では 施

設が良好な結果を示す傾向にあった．また図 の自己主

張および自己抑制においても，自己主張で 施設が最も

高値を示しているものの，自己抑制では 施設が最も高

値を示した．因果関係は明らかではないが，施設間での

社会的スキルの差は，児童館や放課後児童クラブでの取

組み（活動プログラム）が影響している可能性もあるた

め，今後，改めて地域コミュニティ活動のプログラム効

果を検証する必要があると考えられる．

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

向社会的目標

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

規範遵守目標

A B C A B C

図５：社会的責任目標尺度評価の比較
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引っ込み思案行動
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図６：社会的スキル尺度評価の比較

15.00

20.00
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30.00

自己主張

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

自己抑制
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図７：自己主張および自己抑制評価の比較

４．今後の検討課題

将来的に，ファシリテーター支援型の「遊び」を柱

とした地域コミュニティ活動の客観的な効果を明ら

かにするためには以下に示す検討課題を設定する必

要がある．

 ファシリテーター支援型の「遊び」を柱とした

地域コミュニティ活動のプログラムとその方略

の開発

 開発したプログラムの客観的評価

 開発した一連の放課後活動の方略の効果につい

てクラスター無作為化比較試験を用い検証

５．参考文献

中谷素之（ ）児童の社会的責任目標が学業達成に

影響を及ぼすプロセス，教育心理学研究， ，

．

首藤敏元（ ）幼児の向社会的行動と自己主張－自

己抑制，筑波大学発達臨床心理学研究， ， ．

中台佐喜子，金山元春（ ）幼児の社会的スキルと

孤独感，カウンセリング研究， ， ．

においてやや短い傾向がみられた．
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研究項目 ： 先端研究推進プロジェクト助成金（Ⅱ） 

研究期間 ： ２０１８／６／１５ ～ ２０１９／３／３１ 

研究課題名（和文） ： 深層学習による非一様カイラル凝縮構造の導出 

 

 

研究課題名（英文） ： Inhomogeneous chiral phase transition with Deep learning 

 

 

研究者 ： ○  安武 伸俊     千葉工業大学 

      YASUTAKE Nobutoshi  情報科学部 教育センター 准教授 

 

   巽 敏隆      京都大学 物理学科 元助教 

        TATSUMI Toshitaka    

 

       丸山 敏毅     日本原子力研究開発機構 
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１．はじめに

近年の電子デバイスの高集積化・高性能化に伴い発

熱密度の上昇が続いており，単位面積当たりの発熱量

は1000 W/cm2を超えることが見込まれているが，現

在有効な冷却能力は 550 W/cm2 程度にとどまってお

り，冷却技術のさらなる向上が求められている(1)．こ

のような高い熱負荷の条件下で冷却を行う熱輸送デ

バイスとして，液体が蒸発するときに周囲から奪う気

化熱（潜熱）による除熱効果を効率的に活用できる“薄
膜型熱輸送デバイス”が有望視されている． 
微細加工技術の進展により，固体表面にμmオーダ

の構造を容易に形成できるようになったが，液体が流

通可能な細孔構造をもつ表面は液体運動を駆動する

毛管力を生じさせるため，この作用を利用した薄膜型

熱輸送デバイスの研究が活発に進められている(2)．作

動液は毛管力により表面に供給され，蒸発する際に熱

を表面から奪う．このとき，微細な表面構造は“薄膜

状の多孔質媒体”として機能しており，液体運動を駆

動する毛管力と，多孔質体内での液体の流動しやすさ

を表す“浸透率”とを，ともに向上させることが望まし

い．しかし，単一サイズの細孔からなる多孔質構造で

は，細孔サイズを小さくすると高い毛管力が得られる

一方で，浸透率の低下が避けられず，得られる液体輸

送性能に関して従来の表面構造では限界がある．液体

輸送が制約を受けると，高い熱負荷の際に急速な蒸発

に液体供給が追い付かず表面が乾いてしまい，熱輸送

についても限界が生じてしまう． 

 
 
２．実験方法 
使用した酸化チタンナノ粒子の粒径および分散状態

を評価した結果を図1に示す．動的光散乱（DLS）とTEM
観察から得られた平均粒子径はそれぞれ3.7 nmと3.6 nm

であった．TEMの乾燥状態と同等の粒径が，溶媒分散状

態の粒子に対して計測された DLS からも得られたこと

より，粒子が単分散状態を保っていることが確認できた． 
この酸化チタンコロイドを用いて実施した試料作製プ

ロセスの概要を図 2に示す．微細表面構造の例としてマ

イクロピラー構造を作製することとし，フォトリソグラ

フィにより準備したフォトレジストパターンを使用し

た．酸化チタンコロイドをガラス基板上に滴下し，PDMS
を液滴の上に乗せた．溶媒のメタノールが蒸発するとと

もに，粒子層が形成された．乾燥後，PDMSを基板から

剥離し，電気炉にて焼結処理を行った．酸化チタンは，

高温下で結晶状態が変化することが知られており，光触

媒としての性能が低いとされるルチル型へ変化してし

まう．そこで，焼結温度の検討を行うこととし，処理温

度ごとにラマン分光計測を実施した．その結果，600℃
における処理で，アナターゼ型の結晶構造が保たれるこ

とが確認できた．
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図1. (a) ナノコロイド外観，(b) ナノ粒子のTEM像，(c) 
ナノ粒子のサイズ分布計測結果 

 
 

本研究は，高負荷電子機器の局所発熱を緩和させる

“ヒートスプレッダ”を提案し，その独自の製作プロセ

スとして，ナノコロイド相界面制御を用いたマルチス

ケール構造粒子層の形成   を目指すこととした.ナノ

コロイドの溶媒蒸発過程を制御することにより，ナ

ノコロイドを用いてμmスケールの表面構造が付与さ

れた薄膜状ナノ粒子層の形成を行い,その応用に向け

ての基礎特性となる超親水性を評価した.

(3)
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図 ナノコロイドの相界面制御を用いた微細表面構造

の形成プロセス

３．実験結果

ここで作製された表面構造の例を図3に示す．ナノ粒

子が積層されることによりマイクロメートルスケール

の構造が形成されていることが確認できる．焼結処理に

おいて，粒子同士の間隔，すなわち粒子層における空隙

率が変化する．空隙率変化の程度を知るため，平坦な粒

子層を用いて，その膜厚の焼結処理前後での変化を計測

した．膜厚計測の際には，粒子層の屈折率に関して空隙

率への依存性を考慮した．球形粒子のランダム充填によ

る空隙率を仮定した．データ解析により焼結処理後の空

隙率は0.33と見積もられた． 
得られた表面に関して，水滴の接触による濡れ性評価

を実施した結果の概要を図4に示す．極めて強い毛管力

が発現することにより，超親水性が得られることが確認

された． 

Pillar parameters
Height: 6.6 μm
Diameter:  3.0 μm
Pitch: 7.8 μm

50 μm

図 形成されたナノ粒子からなるマイクロ表面構造

Water
drop
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TiO2 surface
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Water
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Eject

 
図 4. ヒットスプレッダとしての基礎特性の評価：表面

が示す超親水性

４．まとめ

本研究で提案する層状ヒートスプレッダの実現のた

めの初期検討として，ナノコロイド乾燥プロセス制御に

よるヒートスプレッダ機能の発現が期待される膜構造

の形成，およびヒートスプレッダ表面における作動液膜

の輸送において重要となる超親水性の確認を行った．こ

の結果をもとに，製作された表面における伝熱特性の計

測を実施し，層状ヒートスプレッダとしての性能の検証

が望まれる．

参考文献
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(3) Kameya, “Kinetic Monte Carlo simulation of 
nanoparticle filmformation via nanocolloid drying”, J. 
Nanopart. Res.19 (2017), 214.
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 はじめに

病院では，医療の質向上のため，医療事故の再発防

止に取り組んでいる．その中でも，一歩間違えれば大

きな事故につながるインシデントの低減は重要な課

題である．患者へ薬を投与する際の事故である与薬業

務は，件数がもっとも多いため，さまざまな分析がさ

れてきている．しかし，与薬業務の次に多い検査にお

いては，分析している事例は少なく，与薬事故と同様

に分析可能かどうかも定かではない．

以下， では，与薬事故の段階を

つに分類し，プロセスに着目した分析および対策を

立案する．蓮井ら は，さらに詳細な分析手法を明

らかにすることで，事故状況の可視化にも桁検討を行

い，エラー要因の特定を行っている．

 研究の内容

本研究のアプローチ

本研究では，実際に発生した事故事例を対象として，

病院におけるインシデント報告を対象として，モデ

ル図の作成を試みる．その際に発生した分析の課題を

整理し，検査業務における分析手法として提案する．

インシデントの概要

病院からのインシデント報告には，とり忘れや

患者間違い等の間違いの種類，日時，検査の種類，事

故状況報告，申告レベルが含まれている． 年

月から 年 月までの報告があった．日時と報告

内容から，重複と思われる報告，検査で起こってはい

ない報告を除いて，全体で 件であった．

インシデントを間違いの種類にわけ，さらに検査の

種類で細分化した．間違いの種類は，同じ行動で事故

要因が類似し，検査の種類によって間違いの多い検査

を特定できると考えたからである．

分析結果

分析した結果を検査の種類に分け，エラー箇所の件

数を表 に示す． 病院の検査は血液・生化学検査，

血糖検査，採血，細菌検査，生理機能検査，内視鏡，

病理検査，輸血検査の 検査である．表では，事故が

多い上位 つの検査の件数を出し，その他の つの検

査はその他としてまとめた．エラー箇所は情報，モノ，

作業となるが，分析ができなかったものは不可と示し

てある．

表 分析結果（件）

   検

エ
血・生 血糖 採血 その他 合計

情報 51 24 7 21 103

モノ 18 4 10 6 38

作業 30 27 8 11 76

不可 4 1 5 5 15

合計 103 56 30 43 232

分析できた 件を，情報，モノ，作業がそれぞれ

何件あるかを出した．情報が 件，モノが 件，

作業が 件となった．

SANO Masataka 社会システム科学部 経営情報科学科 准教授

本研究では， を実際の検査事故に適用し，事

故状況を可視化できるかを検証することを目的とする．

POAM
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血液・生化学検査と血糖の件数を見てみると，モノ

が極端に少ないと感じた．さらに，合計の件数でも一

番少ないのはモノであった．

 分析に基づく問題点の整理

分析の結果，作業の件数が多くなってしまったのが

問題であるといえる．この結果から， 病院は作業の

エラーが多い病院であることも考えられる．しかし，

作業のエラーは対策を立てにくい．なぜなら，

は情報，モノ，作業に分けるが，作業の間違いは気を

つけて作業をするなどの対策が中心となってしまい，

エラープルーフ化 ， の対象とすることは難しい．

すなわち，作業の件数を少なくして，それまでの過程

で起きたエラーであるととらえることができればよ

いと考えた．そこで，分析の際に用いるモノの定義の

範囲を拡張すれば，モデル図が変更されると考え，定

義を変更することとした．

従来研究のモノの定義は，薬剤や器具といった手に

取るようなモノである．色々な検査がある病院では，

患者名や数値といった手に取らないモノがありそれ

らを可視化すると基本的に作業の間違いとなる． 
そこで，手に取らない患者名や数値もモノとする．

以降では，提案法におけるモノの指し示す範囲が変わ

ったことを区別しやすいように「モノ」と表現する．

表2にこれまでの定義と，表3に新旧のモノがあらわ

す範囲を示す．

表2 情報・モノ・作業の従来の定義 
プロセス 定義

情報
カルテやWS，口頭といった情報を伝達する情報源を介して，与薬の情報
が，与薬を施行する看護師に伝達されるまで
（頭の中で情報の内容が変化するところまで含む）

モノ 薬剤や器具など，患者に施行するモノを取って，施行すべき患者のもとに
運べる状態にするまで

作業 準備されたモノを患者のもとへ運び，患者に施行し，その後の管理まで  
 

表3 モノと「モノ」の範囲 

モノの範囲 「モノ」の範囲

・薬剤
・器具

・薬剤　・患者(名)
・器具　・数値

 

「モノ」に含まれる対象が広くなったため，表 の

モノの合計の件数が変わると考える．モノを拡張する

理由は，情報は作業者に入ってくる情報なので変える

箇所がないためであり，作業は準備したモノを使い実

施をするので，準備の範囲を変えることによって対応

するのがよいと考えたためである．

 考察

検査のインシデントの特徴と調査すべきこと

がら

本研究では，与薬事故分析手法の のモノの範

囲を拡張した．それにより，作業のエラーをモノのエ

ラーと可視化できるように改善された．

可視化が的確にできれば，事故要因の特定がしやす

くなると考える．

分析ができなかったプロセスの記載のない報告は，

病院へ行き，事故が起きた前後を知ることにより，事

故要因を特定し対策案を出せるのではないかと考え

る．

検査業務に を用いることの意義

分析時間に制約がある中で，すべての事故を分析す

るには，視点を絞って効率的に解析することが必要で

ある．また，業務手順が定まっている事故に対して

を用いることで，業務の改善に絞っても十分効

果が期待できる．

さらに，網羅的に要因を挙げることのできる他手法

を活用しても，注意不足などの要因のみにとどまると，

改善に結び付けにくい． は，強制的に業務の要

因に着目させるため，作業方法の改善に役立てること

ができる．

 結論と今後の課題

本研究では， を臨床検査のインシデント分析

に活用できるようにモノの範囲を拡張することを提

案した．それにより，臨床検査のインシデントを可視

化でき，エラー内容から事故要因を特定できると考え

られる．

今後の課題として，プロセスの記載がない事故の分

析と，エラー要因や事故要因を特定し対策案を出すこ

とが挙げられる．

謝辞

本研究の推進にあたっては， 病院の方々に，イン

シデント事例の共有から不明点に関するヒアリング

にわたり，対応いただきました．

参考文献

佐野雅隆 ：“プロセスに着目した与薬事故

分析手法の導入・推進”，「品質」， ， ，

佐野雅隆ら ：“業務プロセスに着目した与

薬事故分析手法の提案”，「品質」， ， ，

蓮井涼祐，棟近雅彦，梶原千里 ：“

を用いた与薬事故の系統的分析方法の提案”，日本品

質管理学会第 回年年次大会

尾崎郁雄ら ：“エラープルーフを活用した

与薬事故低減に関する研究”，「病院管理」， ， ，

金海哲ら ：“与薬事故に対するエラープル

ーフ化に関する研究 改善対象要素に着目した対策立

案方法の提案 ”，「品質」， ， ，

研究項目 ： 先端研究推進プロジェクト助成金（Ⅲ）

研究期間 ： ２０１８／６／１５ ～ ２０１９／３／３１

研究課題名（和文） ： 臨床検査業務における事故再発防止のための対策立案方法に関する研究

研究課題名（英文） ：

研究者 ： 佐野 雅隆 千葉工業大学

 はじめに

病院では，医療の質向上のため，医療事故の再発防

止に取り組んでいる．その中でも，一歩間違えれば大

きな事故につながるインシデントの低減は重要な課

題である．患者へ薬を投与する際の事故である与薬業

務は，件数がもっとも多いため，さまざまな分析がさ

れてきている．しかし，与薬業務の次に多い検査にお

いては，分析している事例は少なく，与薬事故と同様

に分析可能かどうかも定かではない．

以下， では，与薬事故の段階を

つに分類し，プロセスに着目した分析および対策を

立案する．蓮井ら は，さらに詳細な分析手法を明

らかにすることで，事故状況の可視化にも桁検討を行

い，エラー要因の特定を行っている．

 研究の内容

本研究のアプローチ

本研究では，実際に発生した事故事例を対象として，

病院におけるインシデント報告を対象として，モデ

ル図の作成を試みる．その際に発生した分析の課題を

整理し，検査業務における分析手法として提案する．

インシデントの概要

病院からのインシデント報告には，とり忘れや

患者間違い等の間違いの種類，日時，検査の種類，事

故状況報告，申告レベルが含まれている． 年

月から 年 月までの報告があった．日時と報告

内容から，重複と思われる報告，検査で起こってはい

ない報告を除いて，全体で 件であった．

インシデントを間違いの種類にわけ，さらに検査の

種類で細分化した．間違いの種類は，同じ行動で事故

要因が類似し，検査の種類によって間違いの多い検査

を特定できると考えたからである．

分析結果

分析した結果を検査の種類に分け，エラー箇所の件

数を表 に示す． 病院の検査は血液・生化学検査，

血糖検査，採血，細菌検査，生理機能検査，内視鏡，

病理検査，輸血検査の 検査である．表では，事故が

多い上位 つの検査の件数を出し，その他の つの検

査はその他としてまとめた．エラー箇所は情報，モノ，

作業となるが，分析ができなかったものは不可と示し

てある．

表 分析結果（件）

   検

エ
血・生 血糖 採血 その他 合計

情報 51 24 7 21 103

モノ 18 4 10 6 38

作業 30 27 8 11 76

不可 4 1 5 5 15

合計 103 56 30 43 232

分析できた 件を，情報，モノ，作業がそれぞれ

何件あるかを出した．情報が 件，モノが 件，

作業が 件となった．

SANO Masataka 社会システム科学部 経営情報科学科 准教授

本研究では， を実際の検査事故に適用し，事

故状況を可視化できるかを検証することを目的とする．

POAM
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１．はじめに 
近年，日本の製造業は深刻な人材不足という問題に直面

しており，経済産業省等が2017年12月に実施した調査に
よると，94%の企業が人材確保に課題があると回答してお
り，熟練者から非熟練者への早期の技能伝承が求められて

いる[1]．他方，現在では，科学技術および情報技術の発展
に伴い，働く人々の生産性向上を支援する目的でデジタル

機器やコンピュータ制御された機器が導入されている現場

は少なくないが，従来よりも時間がかかる事例も生じてお

り，デジタル機器およびコンピュータ制御された機器を効

率的に使用できる技能が求められている[2]．以上より，科
学技術および情報技術の進む現代における人材育成のため

の効果的な技能伝承方法を明らかにし，実施する必要があ

る． 

そこで本研究では，コンピュータ制御によるNC旋盤や
デジタル表示を有する普通旋盤も普及している旋盤加工作

業を対象とし，工作物の加工状況をデジタル表示で示すこ

とのできる，デジタル位置表示装置を有する普通旋盤を用

いて加工作業を行う熟練者と非熟練者の眼球運動を分析す

ることにより，普通旋盤の経験の差による眼球運動の違い

を明らかにすることを試みた．さらに，ものづくり技能の

中でも，工作物を「測る」技能は全ての技能に共通する要

素を持っていることから，旋盤加工における工作物に対す

る測定時の注視範囲を分析することにより作業者間の違い

についても考察した． 

 

２．実験方法および分析方法 

本研究の被験者は，工作センターで勤務する男性を熟練

者Aとして，旋盤加工の経験が浅い男子学生 3名（以下，
学生B，C，D）を非熟練者とした．被験者の詳細を表1に
示す． 
被験者には，眼球運動を測定するための眼球運動計測装

置（竹井機器工業（株）製のTalk Eye Lite）を装着した上で，
デジタル位置表示装置を取り付けた普通旋盤を使用して，

図 1に示す支給材料を指定通りに加工してもらった．支給
材料はS45C(60×90)として，制限時間30分以内で制作して
もらった．実験の様子を図2に示す． 
また，本研究の実験結果の分析のため，作業動作の細分

化には作業分析ソフトウェア（（株）日本生工技研製のTime 

Prism）を使用した． 
 

表1 被験者情報 

被験者 身長 年齢 経験年数 利き手 
A 167cm 63歳 45年 右 
B 175cm 24歳 3年 左 

C 168cm 26歳 5年 左 
D 174cm 23歳 3年 右 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 制作課題 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2 実験の様子 
 

３．結果および考察 
実験結果より，旋盤作業時のデジタル位置表示装置の合

計注視時間と合計注視回数を図 3に，1回あたりの平均注
視時間を図4に示す．図3および図4より，熟練者Aは非
熟練者（被験者B，C，D）に比べて，作業中の合計注視時
間は最も短いが，1 回あたりの平均注視時間は長いという
結果になった．1 回あたりの平均注視時間で検定（有意水
準5％）を行ったところ，熟練者Aと被験者B，熟練者A
と被験者Cで統計的有意差が認められた． 
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図 5に，各被験者の各加工段階別の注視時間の割合を示
す．図 5より，すべての被験者がデジタル位置表示装置を
最も長い時間注視していた加工段階は，微調整段階であっ

たが，その割合は被験者間で異なっていた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3 合計注視時間と注視回数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4 平均注視時間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図5 各加工段階別の注視時間の割合 
 
次に，マイクロメータで工作物の測定を始めてから，工

作物から離すまでの注視範囲を分析した結果として，注視

範囲の標準偏差を表 2に，マイクロメータ測定時の各被験
者の注視範囲の平均を図6に示す．図 6の左側には左眼の
座標系を，右側には右眼の値を示している．図 6より，熟
練者Aは原点付近を中心に注視し，X軸からほぼ離れずに

注視していたが，非熟練者である被験者B，C，Dは原点付
近を注視せずに，X軸とY軸付近に注視範囲が広がってい
た． 
 

表2 マイクロメータ測定時の標準偏差 

  左眼 右眼 

被験者 X角度 Y角度 X角度 Y角度 
A 5.60 2.75 5.72 3.61 
B 6.87 22.26 12.81 7.12 

C 2.27 7.84 5.54 6.85 
D 9.64 8.89 13.36 6.00 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6 マイクロメータの注視範囲（左：左眼，右：右眼） 
 
４．まとめと今後の課題 
本研究では，デジタル位置表示装置を用いた普通旋盤作

業時の作業者の眼球運動の分析を行った． 
(1) デジタル位置表示装置の注視では，熟練者は合計注視
時間が短いが 1 回あたりの注視時間が長く，非熟練
者は合計注視時間が長いが注視回数が多いため 1 回
あたりの注視時間が短い傾向であった． 

(2) マイクロメータ使用時は，熟練者は X軸からほぼ離
れずに注視していたのに対し，非熟練者はX軸とY
軸に注視範囲が広がっている傾向であった． 

今後は，今回と同一の被験者でデジタル位置表示装置を

使用しない場合の旋盤加工作業時の眼球運動についても分

析し，デジタル位置表示装置の有無による作業の違いを明

らかにしたいと考えている．さらに，作業者の身体動作と

眼球運動の関係も明らかにしたいと考えている．そして，

熟練者と非熟練者を判別する手法を開発し，具体的な教育

方法を検討したいと考えている． 

 最後に，本研究の実施にあたり，ご協力いただいた千葉

工業大学工作センターおよび被験者の皆様に感謝する． 
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１．はじめに 
近年，日本の製造業は深刻な人材不足という問題に直面

しており，経済産業省等が2017年12月に実施した調査に
よると，94%の企業が人材確保に課題があると回答してお
り，熟練者から非熟練者への早期の技能伝承が求められて

いる[1]．他方，現在では，科学技術および情報技術の発展
に伴い，働く人々の生産性向上を支援する目的でデジタル

機器やコンピュータ制御された機器が導入されている現場

は少なくないが，従来よりも時間がかかる事例も生じてお

り，デジタル機器およびコンピュータ制御された機器を効

率的に使用できる技能が求められている[2]．以上より，科
学技術および情報技術の進む現代における人材育成のため

の効果的な技能伝承方法を明らかにし，実施する必要があ

る． 

そこで本研究では，コンピュータ制御によるNC旋盤や
デジタル表示を有する普通旋盤も普及している旋盤加工作

業を対象とし，工作物の加工状況をデジタル表示で示すこ

とのできる，デジタル位置表示装置を有する普通旋盤を用

いて加工作業を行う熟練者と非熟練者の眼球運動を分析す

ることにより，普通旋盤の経験の差による眼球運動の違い

を明らかにすることを試みた．さらに，ものづくり技能の

中でも，工作物を「測る」技能は全ての技能に共通する要

素を持っていることから，旋盤加工における工作物に対す

る測定時の注視範囲を分析することにより作業者間の違い

についても考察した． 

 

２．実験方法および分析方法 

本研究の被験者は，工作センターで勤務する男性を熟練

者Aとして，旋盤加工の経験が浅い男子学生 3名（以下，
学生B，C，D）を非熟練者とした．被験者の詳細を表1に
示す． 
被験者には，眼球運動を測定するための眼球運動計測装

置（竹井機器工業（株）製のTalk Eye Lite）を装着した上で，
デジタル位置表示装置を取り付けた普通旋盤を使用して，

図 1に示す支給材料を指定通りに加工してもらった．支給
材料はS45C(60×90)として，制限時間30分以内で制作して
もらった．実験の様子を図2に示す． 
また，本研究の実験結果の分析のため，作業動作の細分

化には作業分析ソフトウェア（（株）日本生工技研製のTime 

Prism）を使用した． 
 

表1 被験者情報 

被験者 身長 年齢 経験年数 利き手 
A 167cm 63歳 45年 右 
B 175cm 24歳 3年 左 

C 168cm 26歳 5年 左 
D 174cm 23歳 3年 右 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 制作課題 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2 実験の様子 
 

３．結果および考察 
実験結果より，旋盤作業時のデジタル位置表示装置の合

計注視時間と合計注視回数を図 3に，1回あたりの平均注
視時間を図4に示す．図3および図4より，熟練者Aは非
熟練者（被験者B，C，D）に比べて，作業中の合計注視時
間は最も短いが，1 回あたりの平均注視時間は長いという
結果になった．1 回あたりの平均注視時間で検定（有意水
準5％）を行ったところ，熟練者Aと被験者B，熟練者A
と被験者Cで統計的有意差が認められた． 
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１． 研究の背景と目的 

 健康増進やリハビリテーションに対する効果的な取

り組みは多く紹介されているが，水中環境を用いたも

のもその一つである (Becker2009)．これは，水の物

理的特性が呼吸・循環機能や筋・骨格系に対して作用

するためであるが，特に浮力や抵抗は水中環境での動

作に直接的に影響する．これまで，歩行を中心に水中

環境での動作や筋活動，床半力などが調査され，空気

環境との違いについて報告されてきた (Kaneda et 

al., 2012)．水中環境で運動する利点として日常生活

環境で困難な動作を行うことができる，目的の動作そ

のものをトレーニングできる，といったことが挙げら

れる．しかし，ヒトは自らがイメージした動作を水中

環境で「どの程度」再現できるのかは明らかではな

い．水中環境を用いた健康増進やリハビリテーション

の効果を高めるためには，動作に関する教示方法や注

意点に対する情報を得ることは非常に重要である．特

に，水の密度は空気の約 800 倍であり，動作に伴い

身体が受ける抵抗力は動作速度の 2 乗に比例して大

きくなるほか，浸水した身体には浮力が働く 

(Becker2009)．従って，水の抵抗力や浮力は動作を行

う際の筋や関節の感覚受容器へ影響をおよぼす．つま

り，水中環境での動作に関わる筋や関節の感覚は空気

環境と異なる．よって，水中環境では空気環境での動

作を「どの程度」再現できるのか，は一つの重要な知

見である．水中環境での健康増進やリハビリテーショ

ンにおける動作のトレーニングでは「再現の程度」を

認識し，動作の修正を繰り返すことで，その効果を高

めることが可能となる．一般者では大きく屈曲角度を

過小評価すると予想され，水中環境での健康増進やリ

ハビリテーションでは空気環境の動作を再現するため

に大きな動作を行う必要がある．  

 そこで本研究では，水中環境での身体動作が陸上環

境を再現できているかどうかについて検討するため，

ヒトを対象に両環境での肘関節の屈曲動作を行なった

際の関節動作・関節角度・動作に関わる筋活動を調査

し，両環境間でそれぞれのパラメーターを比較するこ

とを目的とする．また，慣性センサを用いて関節動作

と関節角度を簡便に測定できる方法論の確立を行う． 

 以上を踏まえ，本報告書では本助成による研究期間

において実施した研究環境の整備の内容について報告

する． 

２． 想定される研究方法 

 本研究は，千葉工業大学の新習志野キャンパスに設

置されている実験用環境制御室で実施することを想定

して進めている． 

 本研究では想定する対象者は，一般の成人男女 30 名で

ある．実験の試技として，座位姿勢における肘関節の屈曲

動作 (肘関節の角度が 180 度の伸展姿勢から， 30 度，

60 度，90 度分まで屈曲していく) を予定している (図 

1)．実験時の環境として，陸上環境は気温 22 度〜27 度，

水中環境は水温 30 度程度とし，水中環境としては対象の

上肢のみを浸水可能な小型の実験用水槽を用いる予定で

ある．上記の肘関節の屈曲動作を行った際の，関節動作と

筋活動を測定する．関節動作は，光学式モーションキャプ

チャーシステム (VENUS3D，株式会社ノビテック) を用い，

筋活動の測定には防水型ワイヤレス筋電計 (Mini Wave 

infinity UnderWater，COMETA Systems) を使用する．測

定結果について，目標角度と実測との誤差および試技間の

KANEDA Koichi 先進工学部　教育センター　准教授
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ばらつきを算出し，再現性の指標とする．また，筋活動量

と同時収縮比を算出し，再現動作の制御機能について検討

する．これらを水中環境とり陸上環境での比較を行うこと

で，水中環境で自らがイメージした動作を「どの程度」再

現できるのか，について，運動制御と絡めた考察を行うこ

とで検討していく予定である． 
 さらに，本研究では，光学式モーションキャプチャーシ

ステムと比較して環境の制約を受けにくい慣性センサを

用いた関節動作の測定方法の確立を目指し，光学式モーシ

ョンキャプチャーシステムで測定した関節動作との比較

による妥当性の検証を実施する予定である． 
 実験はアイマスクと耳栓で視覚と聴覚の感覚入力を遮

断する．両環境は異なる2日間で行う． 

 

図 1．肘関節の屈曲試技のイメージ 

 

３． 研究環境の整備 

 本研究での実験に使用する予定である千葉工業大学

の新習志野キャンパスに設置されている実験用環境制

御室は，環境温度と湿度，酸素濃度が調整できるが，

このうち，環境温度と湿度の調節機能を使用する (図 

2)．また，水中環境としては対象の上肢のみを浸水可

能な小型の実験用水槽を用いる (図 3)．本助成では 

(株) ジャパンアクアテックに小型の実験用水槽を特

注し，購入した．この水槽は，一側面がガラス素材と

なっており，側面から水中映像を光学式モーションキ

ャプチャーシステムによって撮影可能であるため，二

次元平面における関節動作の測定および解析が可能で

ある． 
 本研究に関係する研究分担者として，信州大学の速

水達也准教授および新潟医療福祉大学の佐藤大輔教授

を迎え，それぞれ本研究に対する筋—神経生理学的側

面および脳—神経生理学的側面からの協力，さらには

健康・リハビリテーションに関連する示唆および協力

を得る．  
 

４． 外部資金の獲得 

 本助成を受け，これまでの研究環境の整備をもと

に，日本学術振興会の研究科学研究費助成事業のH31 

年度基盤研究 (C) に応募し，採択された． 

 

 
図 2．千葉工業大学実験用環境制御室 

 

図 3．小型実験用水槽 

 

５． 本研究の将来． 

 本研究は将来，視覚や聴覚フィードバックの影響，

多関節の複合動作への応用，浸水による中枢神経系 

(脳) への影響との関連，といった次なるステップへ

繋がると考えられ，水を用いた健康増進やリハビリテ

ーションのさらなる発展への貢献が期待できる． 
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研究課題名（英文） ：

研究者 ：

はじめに

我が国は、東京への人口の一極集中に伴い地方部にお

ける人口減少と少子高齢化が深刻化しており、持続的な

地域運営が困難な状況にある。そのような中で、地方創

生施策の一つとして移住施策と医療福祉施策を組み合

わせた日本版ＣＣＲＣが推進されている。

日本版ＣＣＲＣは、アメリカ発祥の「継続的なケアの

ある高齢者の共同体（以下、米国ＣＣＲＣ）」の考えが

基となっている。米国ＣＣＲＣは、高所得の高齢者を対

象とした広大な土地をリゾート施設として民間主導に

より開発する事業である。その一方で、日本版ＣＣＲＣ

は低所得者を対象とした自治体主導による新たな地域

運営を検討するまちづくりとして位置づけられている。

そのような中で、日本版ＣＣＲＣに関する既往研究は未

だに乏しいのが現状である。我が国は導入直後のため未

だ運用実態や地域特性に関する知見が十分でないと言

えよう。以上のことから、本研究では日本版ＣＣＲＣの

全国動向を明らかにすることを目的とする。

研究の方法

本研究は、以下の手順により進める。３章では、日本

版ＣＣＲＣの実施状況を把握し実施自治体の地域特性

を捉えるとともに、事業対象範囲の視点から事業内容の

全国的な動向を捉え対象事例を選定する。日本版ＣＣＲ

Ｃの自治体の実施状況は、各自治体が取り組む地域再生

計画の計画名称と計画内容から捉える。日本版ＣＣＲＣ

の実施自治体の地域特性は、人口規模と人口増減率、老

齢化指数に基づき全国的な傾向を捉える。そして、人口

増減率と老齢化指数の傾向から実施自治体を つのタイ

プに区分し、自然増減率と社会増減率、県庁所在地及び

大都市制度と過疎地域の指定状況を捉える。都市住民が

移住を検討する際に求める立地特性は、高速道路ＩＣと

鉄道駅の立地状況から交通アクセス及び、安心して良好

な医療福祉サービスが担保されるための医療施設と日

常生活を豊かにするレジャー施設の立地状況を捉える。

そして、４章では各章の結果を横断的に捉え日本版ＣＣ

ＲＣの全国動向を明らかにする。

日本版ＣＣＲＣの全国動向と地域特性

老齢化指数と人口増減率によるタイプ類型

日本版ＣＣＲＣは、地域再生計画により全国の 自

治体により の計画が認定されている。そして、同一

エリアを対象にした計画は一つの計画として集計する

と の日本版ＣＣＲＣに関する計画が全国で実施され

ている。実施自治体の内訳は、県が１自治体（兵庫県）

と市が 自治体と町が 自治体と村が１自治体である。

日本版ＣＣＲＣに取り組む基礎自治体の人口増減率は、

大半が少子高齢化や人口減少に陥っており、老齢化指数

が高く人口増減率が低い傾向がみられ、人口規模が小さ

い自治体ほど顕著である。全国平均の老齢化指数（ ）

より低く、かつ人口増減率（－ ％）を上回っている自

治体は数少なく、愛知県知立市、兵庫県加古川市、東京

都日野市、茨城県阿見町、山口県山口市の 自治体であ

り人口規模の大きい自治体が多くを占める。実施自治体

を老齢化指数（中央値： ）及び人口増加率（中央値：

－ ％）を基とした４区分は、タイプ１（老齢化指数

が高く人口増減率が低い）が 自治体（ ％）、タイプ

３（老齢化指数が低く人口増減率が高い）が 自治体

（ ％）該当し、全体の大半を占める。

タイプ区分ごとの地域特性

全国的に少子高齢化及び人口減少が進行するなかで

日本版ＣＣＲＣを実施する自治体は、タイプ の自治体

とタイプ の自治体が大半を占める。タイプ１は、大半

が社会増及び自然増とも全国平均を下回っている自治

体が該当し、今後ますます少子高齢化や人口減少の進行

が懸念される。その一方で、タイプ３は一部に老齢化指

数が全国平均を下回る自治体や社会増を保っている自

治体が該当し、少子高齢化及び人口減少が未だ顕著でな

いものの、今後緩やかに進行する可能性が伺える。なお、

少子高齢化傾向にあるが未だ人口減少に至っていない。

タイプ２（老齢化指数及び人口増減率が高い）が 自治

体（ ％）、少子高齢化は顕著でないものの人口減少傾向

にあるタイプ４（老齢化指数及び人口増減率が低い）が

自治体（ ％）と少ない。

タイプ の自治体は、 自治体の内の 自治体

（ ％）が過疎化指定を受けており、老齢化指数が高

い自治体ほど比較的多く指定されている。また、タイプ

の自治体は県庁所在地又は政令指定都市、中核市に

自治体（ ％）が該当している。そして、タイプ に

該当しながらも 自治体が過疎指定を受けており、全て

青木
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和也 千葉工業大学

附属研究所　共同研究員
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が一部過疎による指定である。中でも、秋田県秋田市と

山口県山口市、鹿児島県鹿児島市は県庁所在地又は中核

市の指定を受けながらも一部過疎に指定されている。

立地特性

日本版ＣＣＲＣに取り組む兵庫県を除く 自治体は、

割以上が行政圏域内に鉄道駅や高速道路ＩＣ（ 自治

体・ ％）や、レジャー施設（ 自治体・ ％）を

有するなか、医療施設は 自治体（ ％）に留まる。

そのなかで、タイプ１は 自治体（ ％）が行政圏

域内に鉄道駅及び高速道路ＩＣを有するが、 自治体

（ ％）がそのいずれも有しておらず交通アクセスに

乏しい状況にある。また、レジャー施設は 自治体

（ ％）が有するが、地域医療支援病院が立地するの

は２自治体（ ％）に留まる。タイプ３は、全ての自

治体で鉄道駅及び高速道路ＩＣを有している。また、

自治体（ ％）でレジャー施設、 自治体（ ％）

で地域医療支援病院が立地し、うち 自治体（ ％）

が複数の病院を有する。タイプ３及びタイプ２は、交通

アクセスがよく医療施設を有するなど立地条件がよく、

一方タイプ１及びタイプ４は交通アクセスに乏しく、医

療施設が少ないことが伺える。

まとめ

本研究では、日本版ＣＣＲＣの全国動向を明らかにし

た。地方創生施策である日本版ＣＣＲＣは、自治体の制

度運営上の特性として人口減少に直面する自治体だけ

でなく、未だ人口を保っている自治体でも運用されてい

ることが分かった。人口を保っている自治体は、比較的

交通アクセスが良く医療施設を保有し県庁所在地や大

都市制度に該当されている自治体が比較的多い。

図１ 日本版ＣＣＲＣ実施自治体の人口増減率

京都府 笠置町 1万人未満 ○ タウン
千葉県 御宿町 1万人未満 有 タウン
広島県 安芸太田町 1万人未満 ○ タウン
埼玉県 鳩山町 1万人以上～5万人未満 エリア
徳島県 三好市 1万人以上～5万人未満 ○ 有 エリア
高知県 土佐町 1万人未満 ○ タウン
静岡県 南伊豆町 1万人未満 ○ 有 タウン
千葉県 長柄町 1万人未満 タウン
北海道 遠別町 1万人未満 ○ 有 タウン
北海道 余市町 1万人以上～5万人未満 ○ 有 タウン
北海道 厚沢部町 1万人未満 ○ 有 タウン
秋田県 大館市 5万人以上～10万人未満 ○ タウン
長野県 飯綱町 1万人以上～5万人未満 有 タウン
岡山県 玉野市 5万人以上～10万人未満 有 タウン
埼玉県 長瀞町 1万人未満 タウン
北海道 黒松内町 1万人未満 ○ 有 タウン
岩手県 雫石町 1万人以上～5万人未満 有 タウン
北海道 上士幌町 1万人未満 ○ 有 タウン
奈良県 上牧町 1万人以上～5万人未満 タウン
福島県 伊達市 5万人以上～10万人未満 ○ エリア
千葉県 匝瑳市 1万人以上～5万人未満 有 エリア
石川県 加賀市 5万人以上～10万人未満 ○ 有 タウン
鳥取県 南部町 1万人以上～5万人未満 ○ タウン
北海道 函館市 10万人以上 ○ ○ 有 エリア
佐賀県 みやき町 1万人以上～5万人未満 タウン
秋田県 秋田市 10万人以上 ○ ○ ○ タウン
山口県 宇部市 10万人以上 ○ 有 タウン
静岡県 静岡市 10万人以上 ○ ○ タウン
茨城県 笠間市 5万人以上～10万人未満 タウン
北海道 網走市 1万人以上～5万人未満 タウン
愛媛県 新居浜市 10万人以上 ○ 有 タウン
福岡県 北九州市 10万人以上 ○ タウン
千葉県 旭市 5万人以上～10万人未満 有 エリア
山梨県 都留市 1万人以上～5万人未満 有 エリア
長野県 佐久市 5万人以上～10万人未満 ○ 有 エリア
群馬県 前橋市 10万人以上 ○ 有 タウン
鳥取県 湯梨浜町 1万人以上～5万人未満 ○ 有 タウン
兵庫県 兵庫県 タウン
栃木県 大田原市 5万人以上～10万人未満 有 タウン
山口県 山口市 10万人以上 ○ ○ 有 タウン
茨城県 阿見町 1万人以上～5万人未満 エリア
福島県 本宮市 1万人以上～5万人未満 エリア
東京都 日野市 10万人以上 タウン
兵庫県 加古川市 10万人以上 タウン
鹿児島県 鹿児島市 10万人以上 ○ ○ ○ タウン
北海道 芽室町 1万人以上～5万人未満 有 タウン
愛知県 知立市 5万人以上～10万人未満 タウン
埼玉県 秩父市 5万人以上～10万人未満 ○ 有 タウン
鹿児島県 伊仙町 1万人未満 ○ タウン
北海道 更別村 1万人未満 ○ タウン
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表１ 日本版ＣＣＲＣ実施自治体の地域特性 
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研究課題名（和文） ：地方創生施策である日本版 の全国動向

研究課題名（英文） ：

研究者 ：

はじめに

我が国は、東京への人口の一極集中に伴い地方部にお

ける人口減少と少子高齢化が深刻化しており、持続的な

地域運営が困難な状況にある。そのような中で、地方創

生施策の一つとして移住施策と医療福祉施策を組み合

わせた日本版ＣＣＲＣが推進されている。

日本版ＣＣＲＣは、アメリカ発祥の「継続的なケアの

ある高齢者の共同体（以下、米国ＣＣＲＣ）」の考えが

基となっている。米国ＣＣＲＣは、高所得の高齢者を対

象とした広大な土地をリゾート施設として民間主導に

より開発する事業である。その一方で、日本版ＣＣＲＣ

は低所得者を対象とした自治体主導による新たな地域

運営を検討するまちづくりとして位置づけられている。

そのような中で、日本版ＣＣＲＣに関する既往研究は未

だに乏しいのが現状である。我が国は導入直後のため未

だ運用実態や地域特性に関する知見が十分でないと言

えよう。以上のことから、本研究では日本版ＣＣＲＣの

全国動向を明らかにすることを目的とする。

研究の方法

本研究は、以下の手順により進める。３章では、日本

版ＣＣＲＣの実施状況を把握し実施自治体の地域特性

を捉えるとともに、事業対象範囲の視点から事業内容の

全国的な動向を捉え対象事例を選定する。日本版ＣＣＲ

Ｃの自治体の実施状況は、各自治体が取り組む地域再生

計画の計画名称と計画内容から捉える。日本版ＣＣＲＣ

の実施自治体の地域特性は、人口規模と人口増減率、老

齢化指数に基づき全国的な傾向を捉える。そして、人口

増減率と老齢化指数の傾向から実施自治体を つのタイ

プに区分し、自然増減率と社会増減率、県庁所在地及び

大都市制度と過疎地域の指定状況を捉える。都市住民が

移住を検討する際に求める立地特性は、高速道路ＩＣと

鉄道駅の立地状況から交通アクセス及び、安心して良好

な医療福祉サービスが担保されるための医療施設と日

常生活を豊かにするレジャー施設の立地状況を捉える。

そして、４章では各章の結果を横断的に捉え日本版ＣＣ

ＲＣの全国動向を明らかにする。

日本版ＣＣＲＣの全国動向と地域特性

老齢化指数と人口増減率によるタイプ類型

日本版ＣＣＲＣは、地域再生計画により全国の 自

治体により の計画が認定されている。そして、同一

エリアを対象にした計画は一つの計画として集計する

と の日本版ＣＣＲＣに関する計画が全国で実施され

ている。実施自治体の内訳は、県が１自治体（兵庫県）

と市が 自治体と町が 自治体と村が１自治体である。

日本版ＣＣＲＣに取り組む基礎自治体の人口増減率は、

大半が少子高齢化や人口減少に陥っており、老齢化指数

が高く人口増減率が低い傾向がみられ、人口規模が小さ

い自治体ほど顕著である。全国平均の老齢化指数（ ）

より低く、かつ人口増減率（－ ％）を上回っている自

治体は数少なく、愛知県知立市、兵庫県加古川市、東京

都日野市、茨城県阿見町、山口県山口市の 自治体であ

り人口規模の大きい自治体が多くを占める。実施自治体

を老齢化指数（中央値： ）及び人口増加率（中央値：

－ ％）を基とした４区分は、タイプ１（老齢化指数

が高く人口増減率が低い）が 自治体（ ％）、タイプ

３（老齢化指数が低く人口増減率が高い）が 自治体

（ ％）該当し、全体の大半を占める。

タイプ区分ごとの地域特性

全国的に少子高齢化及び人口減少が進行するなかで

日本版ＣＣＲＣを実施する自治体は、タイプ の自治体

とタイプ の自治体が大半を占める。タイプ１は、大半

が社会増及び自然増とも全国平均を下回っている自治

体が該当し、今後ますます少子高齢化や人口減少の進行

が懸念される。その一方で、タイプ３は一部に老齢化指

数が全国平均を下回る自治体や社会増を保っている自

治体が該当し、少子高齢化及び人口減少が未だ顕著でな

いものの、今後緩やかに進行する可能性が伺える。なお、

少子高齢化傾向にあるが未だ人口減少に至っていない。

タイプ２（老齢化指数及び人口増減率が高い）が 自治

体（ ％）、少子高齢化は顕著でないものの人口減少傾向

にあるタイプ４（老齢化指数及び人口増減率が低い）が

自治体（ ％）と少ない。

タイプ の自治体は、 自治体の内の 自治体

（ ％）が過疎化指定を受けており、老齢化指数が高

い自治体ほど比較的多く指定されている。また、タイプ

の自治体は県庁所在地又は政令指定都市、中核市に

自治体（ ％）が該当している。そして、タイプ に

該当しながらも 自治体が過疎指定を受けており、全て
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1. 緒言 

近年、細胞を培養するための基板となる足場材料にお

いて, 材料表面の性質が重要とされており, 本研究では, 

生体材料として材料表面にコーティングできる新規の

機能性材料の研究に着目した.  そこで, 材料の最表面層

の物性制御および架橋による材料の安定化として外部

からの光により反応する光反応性基が注目を集めてい

る. 天然物由来の有機物では, シナモンと同じ原料から

成る桂皮酸(シンナモイル)やカルコンなどが知られてい

る。これらは特定の光の波長を照射することにより分子

間で結合して架橋する光二量化反応を伴う物質であり

(Scheme 1), この現象を利用した新しい機能性材料の作

製が考えられている 1). また, 生体への高い親和性とし

て糖類が注目されている. 糖類は分解した後も毒性を示

さず, 生体材料の研究において注目されており, 生体組

織や生体高分子の安定を高める性質から生体材料のベ

ースとして期待できる 2). 当研究室では, 以前, 糖類の一

種であるトレハロースにシンナモイル基を複数結合し, 

紫外光(UV)照射により架橋することで, 薄膜を作製した

3). その細胞評価を行ったところ, シンナモイル基の多い

化合物の架橋薄膜上で, 細胞の増殖活性が高くなること

が見出された 4).  

本課題では, トレハロースの 6, 6’位にシンナモイル基

またはカルコン基を有するトレハロース誘導体を合成

し, UV 照射の二量化により重合した二種類のポリマー

を作製した(Scheme 2). その後, 各薄膜上で細胞培養を行

い, 光反応基の違いによる細胞適合性の調査を行った. 

 

Scheme 2  カルコン基含有トレハロースポリマーの合成 

Scheme 1  UV照射による桂皮酸の二量化 
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2. 研究の内容 
2.1.  光反応基含有トレハロースポリマーの作製 

トレハロースと臭素にトリフェニルホスフィン(PPh3)
を加えて反応させ, トレハロースの 6, 6'位のヒドロキシ

基を臭素で置換することにより, 生成物(Bromo-Treh)を
得た. 合成したBromo-Trehと4-ヒドロキシ桂皮酸メチル

またはヒドロキシカルコン(HXC)を仕込みmol比1 : 1で
混合し, 炭酸カリウム存在下で反応させ, 二種類の光反

応基を有するトレハロース誘導体を得た. 得られた各生

成物の構造解析は, プロトン核磁気共鳴(1H-NMR)測定

を用いて行った.  
Fig. 1に各生成物の 1H-NMRスペクトルの結果を示す. 

1H-NMR スペクトルにおいて, トレハロースユニットお

よび光反応基由来のピークが確認されたことから, 反応

の進行を確認した.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.2. 二量化による光重合 
試料濃度20 mg/mlに調製した各試料のMeOH溶液を

石英板上に滴下し, 薄膜を作製した. この薄膜に対し, 
所定時間の UV 照射を行い, 紫外可視吸収(UV-Vis)スペ

クトルの変化を測定した. また, 重合体の分子量はゲル

侵透クロマトグラフィー(GPC)を用いて測定した. 
各試料はそれぞれUV 照射前に340 nm付近に吸収の

極大が見られた. UV照射時間が増加するにつれ, 340 nm
付近の吸光度の減少が起こり, カルコン基を含むトレハ

ロース誘導体は新たな吸収ピークが300 nm付近に現れ, 
増加した. これより, 光二量化反応の進行を確認した. 
得られた各試料の分子量は, カルコン基含有トレハロ

ースポリマーが数平均分子量(M n)=96000, 重量平均分子

量(M w)=123000,  多分散度(M w/ M n)= 1.3であった. シン

ナモイル基含有トレハロースポリマーは UV 照射後, 有
機溶媒に不溶となってしまったため, 測定することがで

きなかった. 
 

 
 

2.3. 細胞増殖試験 
試料濃度20 mg/mlに調製した各試料のMeOH溶液を

カバーガラス上に滴下し, UV照射を行い, 薄膜を作製し

た. この薄膜上にマウス3T3 Swiss Albino 線維芽細胞を

播種し, 細胞増殖試験を行った.  
Fig. 2 に血球計算板を用いた細胞数測定結果を示す. 

細胞増殖試験において, すべての薄膜上で細胞増殖が見

られたことから毒性はないことが分かった. また, 各試

料を比較したところ大きな差は見られず, 細胞培養用プ

レートと同様の細胞増殖が見られた. これより, 光反応

性基の二量体が細胞接着に関与していることが推測さ

れ, 光反応性基が細胞の分子認識に起因している可能性

が高いことが分かった. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.  まとめ 

Bromo-Treh と 4-ヒドロキシ桂皮酸メチルまたはヒド

ロキシカルコン(HXC)を反応し, 二種類の光反応性トレ

ハロース誘導体を作製した. 各試料に UV 照射を行い, 
二量化反応によって光重合し, 主鎖に光反応基とトレハ

ロースユニットを含むポリマーを作製した.反応はそれ

ぞれUV-visスペクトルにおいて340 nm付近における吸

光度の減少が見られ, 光二量化を確認することができた. 
GPC よりカルコン基含有トレハロースポリマーが数平

均分子量は 96000 となっていた. シンナモイル基含有ト

レハロースポリマーは UV 照射後, 有機溶媒に不溶とな

ってしまったため, 測定することができなかった. 
マウス線維芽細胞を用いて, 各ポリマーの薄膜上で細

胞増殖試験を行った. すべての薄膜上において毒性はな

く, 細胞培養用プレートと同様の増殖が見られていた. 
これより, 光反応性基の二量体が細胞接着に関与してい

ることが推測された. 
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Fig. 1 各生成物の 1H-NMRスペクトル 

Fig. 2  二種類の光反応基含有トレハロースポリマ
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1. 緒言 

近年、細胞を培養するための基板となる足場材料にお

いて, 材料表面の性質が重要とされており, 本研究では, 

生体材料として材料表面にコーティングできる新規の

機能性材料の研究に着目した.  そこで, 材料の最表面層

の物性制御および架橋による材料の安定化として外部

からの光により反応する光反応性基が注目を集めてい

る. 天然物由来の有機物では, シナモンと同じ原料から

成る桂皮酸(シンナモイル)やカルコンなどが知られてい

る。これらは特定の光の波長を照射することにより分子

間で結合して架橋する光二量化反応を伴う物質であり

(Scheme 1), この現象を利用した新しい機能性材料の作

製が考えられている 1). また, 生体への高い親和性とし

て糖類が注目されている. 糖類は分解した後も毒性を示

さず, 生体材料の研究において注目されており, 生体組

織や生体高分子の安定を高める性質から生体材料のベ

ースとして期待できる 2). 当研究室では, 以前, 糖類の一

種であるトレハロースにシンナモイル基を複数結合し, 

紫外光(UV)照射により架橋することで, 薄膜を作製した

3). その細胞評価を行ったところ, シンナモイル基の多い

化合物の架橋薄膜上で, 細胞の増殖活性が高くなること

が見出された 4).  

本課題では, トレハロースの 6, 6’位にシンナモイル基

またはカルコン基を有するトレハロース誘導体を合成

し, UV 照射の二量化により重合した二種類のポリマー

を作製した(Scheme 2). その後, 各薄膜上で細胞培養を行

い, 光反応基の違いによる細胞適合性の調査を行った. 

 

Scheme 2  カルコン基含有トレハロースポリマーの合成 

Scheme 1  UV照射による桂皮酸の二量化 
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1. はじめに 

 近年，インターネットの急激な進展につれ，サイバ

ー犯罪の脅威もより大きなものとなってきている．そ

れに伴い，情報セキュリティの重要性もますます高ま

っている．これに対し，企業などの組織のセキュリテ

ィ指針として有効と考えられるのが ISMS

（Information Security Management System，情報セ

キュリティマネジメントシステム）である．ISMS と

は，個別のセキュリティ対策に加え，組織のマネジメ

ントとしてリスク評価を行い，必要なセキュリティレ

ベルを定めてシステムを運用することである[1]．

ISMS を導入することで，情報セキュリティに関する

リスクを軽減することが可能となるが，日本では，実

際に導入することが難しい企業は少なくない[2]-[3]． 

 ISMS の普及を妨げている主な要因としては，警視

庁が企業に対して行ったアンケートによると，情報セ

キュリティ対策実施上の問題点として，コストに関す

る要因が挙げられている[3(4)]．即ち，ISMS のコス

トに関する問題の解決が重要であると言える． 

 これに対し，IoT（Internet of Things）での利用，

小型化，高精度化，高集積化が近年著しく進展してい

るセンサ技術の活用が考えられ[4(5)]-[5(6)]，これ

までに ISMSにおける人的稼動をセンサによって代替

させる提案を行ってきた[7]．しかしながら，ISMSの

運用にセンサを用いることによって新たに発生する

と考えられるリスクに関する検討はまだ充分に行わ

れていない． 

 本研究では，これらの背景の下，ISMS の運用にセ

ンサを用いることによって新たに発生すると考えら

れるリスクを明らかにすることで，その対策案の検討

や新たに発生するコストの計算を可能とし，センサ技

術による ISMSのコスト削減効果をより現実的なもの

とすることによって，ISMS の普及促進に寄与するこ

とが期待される． 

 

2. センサ活用に基づくISMSの人的稼動の代替 

1. ISMSの現状 

 ISMSは，図1に示すように，組織的人的管理，物理的

技術的管理，組織的管理の3つの管理面から階層的に構

成され，合計114の管理項目が規定されている[1]． 
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開発及び保守
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管理策
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図 1 ISMSの全体構造 

2. 人的稼動の代替 

 これまでに，現状の ISMS の管理策の費用構造を運用

面にフォーカスし，動的な費用を明らかにしてきた[7]．

この動的な費用の算出においては，人的稼動が多くの割

合を占めることから，これら人的稼動を削減することで

大きな効果が得られるとし，センサによってどの程度代

替可能かの検討も行ってきた．

米田 翔一 千葉工業大学

附属研究所 共同研究員YONEDA Shoichi
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表 1 人的稼動の代替における新たなリスク要因（監視カメラ） 

No レベル1 レベル2 レベル3 リスク要因 内容

1 不正アクセス カメラに対しハッキングされ，意図しない挙動をさせられる．
2 なりすまし 他人のふりをして認可を得られる．
3 ウィルスの感染 カメラがウィルスに感染し，意図しない挙動をさせられる．
4 DoS攻撃 システムをフリーズさせられる．
5 操作ミス 間違えて他人になりすましてしまう．
6 バグ コーディングのミス．
7 通信のエラー システムが停電で止まっているなど通信ができない．
8 システムのエラー システムがフリーズしているなど処理ができない．
9 誤検知 正しいのに違うと判定してしまう．
10 見逃し 違うのに正しいと判定してしまう．

11 電源の切断 電源の破壊やコードを抜かれてしまう．
12 通信経路の切断 ケーブルを抜かれたり無線の妨害をされてしまう．
13 破壊 カメラ本体を破壊されてしまう．
14 視界不良 かぶせ物や煙幕などでカメラの視界を塞がれる．
15 盗難 そもそもカメラを盗むことが目的だった．
16 電源の切断 誤ってコードを抜くなどしてしまう．
17 通信経路の切断 誤ってケーブルを抜くなどしてしまう．
18 破壊 誤ってカメラ本体を破壊してしまう．
19 視界不良 誤って障害物を置いてしまうなどカメラの視界を塞いでしまう．
20 停電 停電により電源が落ちてしまう．
21 故障 何かしらの不良により故障してしまう．
22 視界不良 霧や霜など，自然現象によってカメラの視界が塞がれてしまう．

非人為的

情報的

物理的

人為的

人為的

意図的

非意図的

非人為的

意図的

非意図的

 

3. 人的稼動の代替における新たなリスク要因の抽出 

 センサによって人的稼動は代替可能であるが，センサ

を用いることによって新たに発生するリスクに関する

検討は未だ充分ではない． 

 本研究では，センサを用いることによって新たに発生

するリスクについて検討を行った．特に，人間の五感を

基に抽出したセンサのうち，最も多くの作業を代替可能

だとされた監視カメラによって新たに発生するリスク

について検討した．リスク要因の抽出には，リスクマネ

ジメントの代表的な手法である RBS（Risk Breakdown 

Structure）手法を用いた[8]． 

RBS 手法によって，監視カメラでの人的稼動の代替に

おけるリスクを体系的に分割し，最終的に 22 のリスク

要因を抽出した．その一覧を表1に示す． 

多くのリスクは，一般の情報システムにおけるリスク

と類似したものであったが，情報的なやりとりを行うネ

ットワークは人間の手によって作成・利用されるため人

為的なリスクしか存在しなかった点に対し，センサが独

立して稼動することによって，非人為的なリスクが新た

に抽出されている．これらリスクが，特にセンサ活用に

よって新たに発生する固有なリスク要因であると考え

られる． 

今後は，抽出されたこれらリスク要因を基にリスク分

析を行い，リスク対策案の提案を行っていく必要がある．

また，監視カメラ以外のセンサに関しても検討を進める

ことによって，ISMSの人的稼動の代替における新たなリ

スク要因に関する費用の全体像が明らかになっていく

と考えられる． 

 

4. まとめ 

 本研究では，ISMSの普及促進の観点から，費用削減の

ために人的稼動を代替するセンサによって新たに発生

するリスク要因について検討を行い，監視カメラに関す

る22のリスク要因を抽出した． 

これにより，監視カメラによって人的稼動を代替する

際に検討しなければならない新たなリスクが明らかに

なり，センサ技術による ISMS のコスト削減効果をより

現実的に検討することを可能とし，より具体的なコスト

の計算を可能とすることで，ISMSが抱えるコストに関す

る課題解決の一助となることが期待できる． 

今後の課題は，より具体的なコスト計算のため，抽出

されたリスク要因に対する，リスク分析とリスク対策案

の提案及び，その他のセンサに関する検討である． 
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1. はじめに 

 近年，インターネットの急激な進展につれ，サイバ

ー犯罪の脅威もより大きなものとなってきている．そ

れに伴い，情報セキュリティの重要性もますます高ま

っている．これに対し，企業などの組織のセキュリテ

ィ指針として有効と考えられるのが ISMS

（Information Security Management System，情報セ

キュリティマネジメントシステム）である．ISMS と

は，個別のセキュリティ対策に加え，組織のマネジメ

ントとしてリスク評価を行い，必要なセキュリティレ

ベルを定めてシステムを運用することである[1]．

ISMS を導入することで，情報セキュリティに関する

リスクを軽減することが可能となるが，日本では，実

際に導入することが難しい企業は少なくない[2]-[3]． 

 ISMS の普及を妨げている主な要因としては，警視

庁が企業に対して行ったアンケートによると，情報セ

キュリティ対策実施上の問題点として，コストに関す

る要因が挙げられている[3(4)]．即ち，ISMS のコス

トに関する問題の解決が重要であると言える． 

 これに対し，IoT（Internet of Things）での利用，

小型化，高精度化，高集積化が近年著しく進展してい

るセンサ技術の活用が考えられ[4(5)]-[5(6)]，これ

までに ISMSにおける人的稼動をセンサによって代替

させる提案を行ってきた[7]．しかしながら，ISMSの

運用にセンサを用いることによって新たに発生する

と考えられるリスクに関する検討はまだ充分に行わ

れていない． 

 本研究では，これらの背景の下，ISMS の運用にセ

ンサを用いることによって新たに発生すると考えら

れるリスクを明らかにすることで，その対策案の検討

や新たに発生するコストの計算を可能とし，センサ技

術による ISMSのコスト削減効果をより現実的なもの

とすることによって，ISMS の普及促進に寄与するこ

とが期待される． 

 

2. センサ活用に基づくISMSの人的稼動の代替 

1. ISMSの現状 

 ISMSは，図1に示すように，組織的人的管理，物理的

技術的管理，組織的管理の3つの管理面から階層的に構

成され，合計114の管理項目が規定されている[1]． 
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インシデント管理

17. 事業継続マネジメントにお
ける情報セキュリティの側面

25

管理策

65
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7
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図 1 ISMSの全体構造 

2. 人的稼動の代替 

 これまでに，現状の ISMS の管理策の費用構造を運用

面にフォーカスし，動的な費用を明らかにしてきた[7]．

この動的な費用の算出においては，人的稼動が多くの割

合を占めることから，これら人的稼動を削減することで

大きな効果が得られるとし，センサによってどの程度代

替可能かの検討も行ってきた．
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1. Introduction 
In the 21st century, technologies for data-storage fields are 

important factors for Internet services, cloud computing, Big 
Data analytics, and social networking. In the data storage 
systems, the most widely used device is a hard disk drive 
(HDD), and positioning accuracy of magnetic heads in 
HDDs must be improved to meet increasing demands for 
larger storage capacity. To do so, a magnetic-head 
positioning system has to compensate for disturbances in the 
positioning system against plant perturbations. It is known as 
the robust control problem.  

To design the controller for mechatronic systems, we can 
employ notch filters which are designed independently from 
a main controller. In this method, design results of the depth 
or width of notch filters depend on the designer's 
experiences strongly. This means that performances of the 
control system also depend on the designer's experiences 
strongly.  

To design the robust controller systematically, the H∞ 
control theory is widely used because the small gain 
theorem makes the robust stability problem easy to handle. 
However, the H∞ control theory doesn't handle robust 
performance problem. As a result, the designed H∞ 
controllers may not keep nominal control performances 
against plant perturbations. 
On the other hands, a loop-shaping methodology called 

`̀ Robust Controller Bode (RCBode) plot'' is developed for 
the robust control design. The RCBode plot represents 
robust performance criteria as allowable and forbidden areas 
on Bode diagrams for a controller. Using the RCBode plot, 
we can improve an existing controller with visualized 
guidelines in order to keep control performances against 
plant perturbations. Moreover, we can easily consider the 
effects of structured uncertainties in control objects without 
using complicated generalized plants.  

However, we cannot design an initial controller by using 
the RCBode plot because it is a loop-shaping technique. 

This means that the loop-shaping design with the RCBode 
plot requires an initial robust controller, and it is not clear that 
how to remove a conservativeness in the initial controller for 
the RCBode plot. 

In this study, to overcome the above-mentioned problem, 
we propose a design method of a robust controller based on 
the H∞ control theory and the RCBode plot for the 
magnetic-head positioning system in HDDs.  
 
2. Magnetic-head positioning system in HDDs 
  Fig. 1 shows a picture of an HDD without a top cover. The 
HDD is comprised of disks, a spindle motor, magnetic heads, 
and a voice coil motor (VCM). In the magnetic-head 
positioning control systems of the HDD, the control input is an 
input command value to a VCM driver, and the observed 
output is the magnetic-head position. Fig. 2 shows the 
frequency responses of the controlled object Pr (the real plant). 

 
Fig. 1  Primary components of HDD. 

 

Fig. 2  Frequency responses of real plant Pr. 

磁気ヘッド位置決め制御

ontroller
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3. Control system design 
Fig. 3 shows the RCBode plot with the initial H∞ controller 

as an original controller. In the RCBode plot, blue lines show 
the frequency responses of a controller, gray areas show the 
forbidden regions that indicate frequencies at which the 
controller does not meet specific robust performance criteria. 
From this figure, we can see that the original controller has the 
excessive conservativeness around 4 kHz because the 
frequency response of the controller is away from the forbidden 
regions around 4 kHz. Moreover, the original controller does 
not meet the does not meet specific robust performance criteria 
at 120 Hz, 240 Hz, 360 Hz, around 1 kHz, and above 5 kHz.  

In the next step, we iteratively design a modified controller so 
that the frequency response of the modified controller satisfies 
the robust performance criterion on the RCBode plot. To do so, 
we have to modify the notch filters above 2 kHz. This figure 
also showed that we have to add some loop shaping filters 
below 2 kHz. Fig. 4 shows the RCBode plot with the modified 
controller based on the initial H∞ controller. This figure 
indicates the modified controller satisfies the robust 
performance criterion. Fig. 5 shows the comparison results of 
frequency responses between the original controller and the 
modified controller. 
 
4. Performance evaluation 

In this section, we compare the control performance between 
the original H∞ controller and the modified controller by using 
RCBode plot. Fig. 6 shows the amplitude spectrum of position 
error signals of the magnetic-head positioning system. Table 1 
lists H∞ norm of the sensitivity functions, and the positioning 
accuracies (three standard deviations of position error signals) 
for the original controller and the modified controller. From 
these results, we can see that the proposed method enables us to 
improve the positioning accuracy by about 15% from that with 
the original controller without losing stability margins. 

 
Table 1.  Characteristics of control systems. 

 Original Modified 

Positioning accuracy [% of Track pitch] 11.6 9.8 

max ||S||∞ [dB] 19.4 10.9 

 
5. Conclusion 

In this paper, we propose a design method of a robust 
controller for the magnetic-head positioning system in HDDs 
based on the H∞ control theory and the RCBode plot. In the 
proposed method, we employ a loop-shaping methodology 
called `̀ RCBode plot'' that enables us to handle the robust 
performance problems with graphical guidelines. Simulation 
results showed that using the proposed method can improve the 
positioning accuracy by about 15%. 

 
Fig. 3  RCBode plot with original controller. 
 

 

Fig. 4  RCBode plot with modified controller. 
 

 
Fig. 5  Frequency responses of controllers. 
 

 
Fig. 6  Comparison of position error signals. 
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１. はじめに 

 本研究では, 電力増幅部に非線形特性を有する非

線形発振器の結合系を対象として,振動エネルギーの

局在化・伝搬現象のメカニズム解明を目的とする. 一

般に, 振動子が離散的に多数結合された系は多自由

度となり, 自由度の数だけ振動モードが発生する. 

このような系において, 振動の復元項などに非線形

性が関与する場合に, 線形系では現れない振動エネ

ルギーが局在化する現象が現れることが多数報告さ

れている[1]. 

結合振動子系に現れる局在振動モードは, 系の非

線形性により単純な振動モードの重ね合わせとして

考えられずに, 局在振動モードの解析やその応用へ

の障壁の一つとなる. 本研究では, 系の非線形性が

法を適用して, 近似理論解を導出する. 特に, 従来

研究では十分に検討されていなかった振動モード間

の共鳴を, 平均化法を用いる際に考慮することで, 

結合振動子系に現れる局在的な振動エネルギーが集

中し移動する波動現象を記述する近似理論解の導出

を試みる. 本年度は, 系の自由度が小さい場合を対

象に,近似理論解の導出と回路実験による実証を行な

う.  

 

２. 発振器結合系 

 図1は本研究で対象とする単独の発振器O kを示す. 

ここで, LC 並列共振器に接続された電力増幅部の電

圧電流特性は次の特性式で表されるものと仮定する: 

 

このように増幅部の電圧電流特性を５次特性と仮定す

ると, この非線形性によって無発振状態と発振状態が

共に安定となり, 図１の発振回路は双安定となる (た

だし, 電圧電流特性のパラメータg 1 , g 3 ,g 5 の値によ

っては, 発振状態が不安定となる場合がある). この双

安定性により,多数の発振器が結合された場合には,振

動エネルギーが局在し伝搬するような波動現象など, 

様々な振動パターンが生まれることになる.   

本研究では, 図 1 の非線形発振回路を, インダク

タL 0で相互に結合させた結合発振器系を対象とする. 

また, 周期境界条件としたリング型の結合とし, 結

合個数を 5 個とした小数自由度系の近似理論解の導

出, および回路実験による実証を行う.  

回路実験では, 次のように素子値を設定し実験を

行う: L 0 = 10 [m H], L = 2 [m H], C = 14 [n F], 

R

 

1 = 30[Ω], R 2 = 1.2[kΩ], R 3 = 360[Ω], R 4 = R 5 = 

540[Ω]. 図2は式(1)において, g 1 = 1.1126×10-3,  
g 3  = 2.198×10-3, g 5  = 7.836×10-6と設定した特

性曲線に, 上記のように素子値を設定した単独の発

振回路から得られる電力増幅部の電圧電流特性の計

測値を重ね書きしたものである. この図より, 理論

曲線と計測値がほぼ一致した特性を示していると言

える.  

                

                       

 

 

 

 

                                                        

図1. 単独の非線形発振器.    

 

図2. 非線形コンダクタンスの電圧電流特性( 紫線: 実

験値, 緑線: 理論曲線).                

 

３. 近似理論解と安定性 

近似理論解の導出法に関してその概略を説明した

後, 本研究で導出する近似解の新規性に関する要点
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Abstract

In this study, we implement the five-coupled bistable oscilla-
tors which can be implemented using a simple electric circuit.
Four distinctive wave propagation phenomena are observed
experimentally. Moreover, one of the propagating waves is
discussed with the associated numerical result.

1. Introduction

Coupled nonlinear oscillators show rich variety of pat-
tern formation phenomena. In particular, the wave propa-
gation phenomena in coupled bistable (or excitable) oscil-
lators attract significant research interests due to the prop-
erties mimicking a neuronal system [1]. We use simple
bistable oscillator which corresponds to Van der Pol type os-
cillator with higher order nonlinearity. The approximated
theoretical solutions for weakly nonlinear case of the five-
coupled bistable oscillators have been derived in our previous
work [2], whereas no experimental reports of these solutions
have appeared.

In this study, we implement the five-coupled bistable oscil-
lators, and investigate various wave propagation phenomena
experimentally. It is suggested that the multimode oscilla-
tions for M ≥ 3 is difficult to be observed in the literature [4].
To the best of our knowledge, this is first report of the exper-
imental observation of M -multimode oscillation for M = 5
in the coupled bistable oscillators. Moreover, it is confirmed
that the three distinctive quasi-periodic propagating waves,
which have the two dominant frequency peaks, can be exper-
imentally observed with the same parameter set. In addition,
we discuss the experimental results with the associated nu-
merical results of the M -multimode oscillation for M = 5.

2. Circuit setup

A bistable oscillator used in this study (Ok, k =
1, 2, . . . , 5) consists of an inductor (L), a capacitor (C)
and a nonlinear conductance (N.C.). The voltage(vk)–
current(ikN.C.) characteristic is written in the fifth-order poly-

nomial form:

ikN.C. = g1vk − g3v
3
k + g5v

5
k, g1, g3, g5 > 0. (1)

They are mutually coupled by an inductor L0 in a ring struc-
ture as shown in Fig. 1 (a). We set L0 = 10 [mH], L =
2 [mH], and C = 14 [nF]. The implementation of N.C. is
realized by using one operational amplifier, three resistors,
and the series-parallel diodes as shown in Fig. 1 (b). We use
the same values of the resistors with our previous work [3];
R1 = 30 [Ω], R1 = 30 [Ω], R2 = 1.2[kΩ], R3 = 360 [Ω],
and R4 = R5 = 540 [Ω]. Figure 2 shows the implemented
voltage–current characteristic curve superimposed with the
theoretical curve obtained by using Eq.(1). Note that, in order
to pass through the origin in the experimental result, the volt-
age and the current are biased with +0.1 [V] and +0.62 [mA],
respectively. From this curve, we approximate the three coef-
ficients as follows: g1 = 1.1126×10−3, g3 = 2.1977×10−4,
and g5 = 7.8360× 10−6 in Eq.(1).

From Kirchhoff’s law, the circuit equation of Fig. 1 (a) is
written by

d2vk
dt2

+
g1
C

(
1− 3g3

g1
v2k +

5g5
g1

v4k

)
dvk
dt

+

(
1

LC
+

1

L0C

)
vk − 1

L0C
(vk+1 − vk + vk−1) = 0,

k = 1, 2, . . . , 5 (v0 = v5, v6 = v1).
(2)

By substituting the following new variables and the parame-
ters into Eq. (2):

t =
√
LCτ, vk = 4

√
g1/5g5 xk,

ε ≡ g1
√
L/C, α ≡ L/L0, β ≡ 3g3/

√
5g1g5,

(3)

the following normalized equation can be derived

ẋk = yk,
ẏk = −ε(1− βx2

k + x4
k)yk − xk + α(xk−1 − 2xk + xk+1),

(· = d/dτ).
(4)
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(a) Five-coupled bistable oscillators.

(b) Nonlinear conductance.

Figure 1: Five inductively-coupled bistable oscillators.
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Figure 2: Implemented voltage-current characteristic curve
of N.C. superimposed with the theoretical curve obtained by
using Eq. (1) with g1 = 1.1126×10−3, g3 = 2.1977×10−4,
and g5 = 7.8360× 10−6.
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Figure 3: Experimentally-obtained time series of the voltages
for Ok, k = 1, 2, . . . , 5.

The parameters ε and α correspond to the degree of nonlin-
earity, the coupling strength, respectively. The parameter β
determines the amplitude of oscillation. Substituting the val-
ues of the circuit elements in Fig. 1 into Eq. (3), the three
normalized parameters are set to ε ≈ 0.425, α ≈ 0.2, and
β ≈ 3.14, respectively.

In our previous work, by focusing on the case of resonant
case of the eigen frequencies, we are succeeded in deriving
the approximated theoretical solutions, which correspond to
pattern formation phenomena, in five-coupled bistable oscil-
lators [2]. Then, the eigen frequencies fk, k = 1, 2, . . . , 5,
are expressed by

fk =
1

2π
√
LC

√

1 + 2α

(
1− cos

2(k − 1)π

5

)
, (5)

where f2 = f5 and f3 = f4, which are called the degen-
erate frequencies. By using α = 0.2, the theoretical eigen
freuqncies for weakly nonlinear case are calculated as f1 =
30.078 [kHz], f2 = 33.981 [kHz], and f3 = 39.488 [kHz].

3. Propagating waves

First, we report that the propagating wave phenomena are
observed experimentally in the five-coupled bistable oscilla-
tors. Next, we discuss the results with the associated numeri-
cal results.

Figure 3 shows time series of voltages for Ok, k =
1, 2, . . . , 5. From this figure, it is verified that the quasi-
periodic pulse wave propagates in one direction. Moreover,
we observe the spectrum of this waveform for O1 as shown in
Fig. 4, where three dominant frequency peaks near the eigen
frequencies (f1, f2, f3) are observed. Because the frequen-
cies f2 and f3 are the degenerate frequencies, the solution
corresponds to M -multimode oscillation for M = 5 includ-
ing the two degenerate frequencies. It is suggested that the
multimode oscillations for M ≥ 3 is difficult to be observed
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弱い場合に適用できる摂動法の一種である平均化
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を簡潔に説明する.  

5個の発振器結合系は, 次の正規化変数およびパラ

メータを導入すると:  

 

 

 

 

正規化されたベクトル形式で次のように表すことが

できる. 

 

ここで,                     であり,          は電

力増幅部によって決定される非線形関数に相当する. 

また, 行列Bは対角成分が1+2αで, その両隣の列成分

が -α, および残りの行列成分がゼロの結合行列を表

す. したがって, 非線形性の程度を表す正規化パラメ

ータεの値がゼロであれば線形離散格子系となり,振動

モードが調和振動解の重ね合わせとして厳密に導出で

きることになる. さらに, εの値が十分に小さいとす

れば, 線形系の厳密解から出発して, 近似理論解を検

討できることになり, このような代表的な手法の一つ

に平均化法と呼ばれる手法が知られている[2]. 平均化

法では, 元の支配方程式を結合行列Bの固有ベクトルか

ら作られる変換行列を使ってモード座標に置き換え, 

近 似 解 と し て 次 の よ う に 仮 定 す

る:                         . さらに, 振幅と初期

位相を十分に小さいεオーダで時間的に変動する変数

とおく. このような仮定下では, 元々の系のダイナミ

クスと, 近似解の振幅,および初期位相の時間変動の差

が十分大きいとみなせるため, 振幅と位相のダイナミ

クスを次のように平均化して考えればよいことになり, 

次式を平均化方程式と言う: 

 

 

 

 

ここで,                    (k = 1,2,…,5) は, 変換

行列によりx を線形変換した変数であり, 関数 fk は非

線形関数          のk番目の非線形関数に相当し, fk 

の近似解として             を代入し

て,計算を行う. 特に, 上式の微分値をゼロとした平衡

点は元の支配方程式の定常解に相当する. したがって,

平衡点周りで近似した線形化方程式から得られるヤコ

ビ行列の固有値から安定平衡点を厳密に議論でき, 定

常解を得ることができる.  また, 調和振動の周波数が

すべて無理数比であると仮定すれば, 複数の定在波の

存在を容易に検証することができることになり, 様々

な振動モード解析に使われ, 非線形結合発振器系の解

析手法として使われてきた[2].    

その一方で, 近似解のモード周波数は結合行列Bの固

有値の1/2乗となり, 結合行列Bの対称性から, いくつ

かのモード周波数が縮退する. 例えば, ５個の結合系

から得られるモード周波数は元の回路表現を使えば, 

次式で表される: 

  [Hz]. 

したがって, f2 = f5 ,およびf3 = f4となるため, これら

のモード周波数が縮退する.それゆえに, このような周

波数を考慮して平均化方程式を検討する必要があるが, 

従来研究では小規模な発振器結合系を除いて,十分な検

討がなされていないのが実情である[3].  

本研究では, このような縮退されたモード周波数を

考慮に入れた近似定常解の導出を行う. その結果, ５

個の発振器結合系においては, 最大で 21 個の定常解が

共存し, 振動エネルギーが離散格子系を伝搬する波動

解が複数共存する状況を理論的に確認することに成功

した. 特に, 5 個の結合系で得られるモード周波数の異

なる３つの全ての周波数（縮退されたモード周波数を含

む）を成分とした3重モード振動が波動解の一つとして

存在することを確認した.なお, 本稿の内容は, これま

でに公表した我々の研究報告書の内容をまとめたもの

であり, さらなる詳細は, 回路実験に関しては以下の

文献(1), 多数の共存する近似理論解については以下の

文献(2)をそれぞれ参照されたい. 
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４. むすび 

本研究では, ５個の双安定な発振器結合系を対象に

して, 多数の共存する振動モードの近似理論解の導出, 

ならびに回路実験による実証を行なった. その結果, 

これまで導出するのが困難とされた多重モード振動

解[3]を理論的に導くことに成功し, このような解が振

動エネルギーの伝搬現象のメカニズム解明に重要であ

るという知見を得た. また, 大自由度系の結合発振器

系の場合には, 縮退したモード周波数が多数存在する

ことになるため, 縮退したモード周波数の考慮が特に

重要となる. この点を今後精査していく予定である. 
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the normalized circuit equation in a vector form is written in
the following

ẍ +Bx = εG(x, ẋ),
�
·· = d2

dτ2 , · =
d
dτ

�
(3)

where

x = [x1, x2, . . . , x5]T,

B =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

1 + 2α −α 0 0 −α
−α 1 + 2α −α 0 0
0 −α 1 + 2α −α 0
0 0 −α 1 + 2α −α
−α 0 0 −α 1 + 2α

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦
, (4)

G(x, ẋ) =
�
g1(x, ẋ), g2(x, ẋ), . . . , g5(x, ẋ)

�T

= −ẋ + 1
3
βẋc −

1
5
ẋ f ,

and where xc = [x3
1, x

3
2, . . . , x

3
5]T and x f = [x5

1, x
5
2, . . . , x

5
5]T.

The variables xk, k = 1, 2, . . . , 5 and τ represent the voltages
of the oscillators Ok and the normalized time, respectively.
The parameters ε corresponds to the degree of nonlinearity.
The parameters β and α determine the amplitude of limit
cycle oscillation with no coupling, and the coupling strength,
respectively.

III. Approximated theoretical solutions

For the modal analysis of the coupled bistable oscillator sys-
tem, the equation is rewritten by introducing modal coordinate.
By using the transformation matrix P (= [p1,p2, . . . ,p5]T),
which consists of each eigen vector pk of B, the modal
coordinates y(= P Tx) is introduced. Using y, the circuit
equation is rewritten as

ÿ + P TBPy = εP TG(y, ẏ). (5)

Note that the matrix P TBP becomes diagonal matrix, where
the diagonal elements are eigen values of B(= λk, k
1, 2, . . . , 5).

Averaging method is one of the perturbation methods, where
both two time scales and an approximation by power series
of ε are introduced. When ε = 0, the equation of y represents
linear harmonic oscillator. Therefore, each solution of y is
approximately expressed by the sinusoidal wave. In addition,
the amplitude and the initial phase are approximated by the
slowly varying functions of time of O(ε) by assuming a first-
order power series of ε for the variable y. Accordingly, the
approximated solution for yk, k = 1, 2, . . . , 5 is written by
yk = ak(ετ) sin(ωkτ + φk(ετ)), where ωk ≡

√
λk. By ignoring

the secular terms of the Fourier series approximation [8],
the dynamics of this coupled system is represented by the
following time averaged equations:

ȧk = lim
T→∞

ε

Tωk

� T

0
fk(y, ẏ) cos(ωkτ + φk)dτ,

φ̇k = lim
T→∞

−ε
Tωkak

� T

0
fk(y, ẏ) sin(ωkτ + φk)dτ,

(6)

where T corresponds to a time period.
In this study, we concentrate on the results of five-coupled

oscillators. In this case, for α = 0.1, the five eigen frequencies
are explicitly calculated as ω1 = 1, ω2 = ω5 = 1.06686,
and ω3 = ω4 = 1.16696, respectively. Note that ω2 (ω3) is
same with ω5 (ω4). These frequency components are called
degenerate frequencies. On the other hand, ω1 is distinctive
from the other eigen frequencies and is called non-dengerate
frequency.

In this study, we distinguish the resonant terms in the
computation of Eq. (6). We introduce the modified variables
(a1, a2, a3, a4, a5, al1, al2) by defining al1 ≡ φ2 − φ5 and al2 ≡
φ3−φ4 [9]. Although the detailed procedure of the calculation
of the averaged equation is not shown due to the limitation
of space, by assuming the degenerate frequencies, some phase
relationship remains, which is essential difference from the
non-degenerate case.

The steady state solutions correspond to equilibrium point
satisfying the averaged equation. The steady solution xk, k =
1, 2, . . . , 5 can be expressed by the summation of the eigen
modes as follows:

xk

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝=

5�

j=1

pk jy j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠ =

5�

j=1

pk jâ j sin(ω jτ + φ̂ j), (7)

where â j and φ̂ j represent the stable equilibrium points satis-
fying ȧ j = φ̇ j = 0, j = 1, 2, . . . , 5 of Eq. (6). The stability of
the equilibrium points in Eq. (7) (i.e., the steady state solution)
can be clarified by calculating the eigenvalues of the Jacobian
matrix at the equilibrium point of the linearlized system [12].

The number of stable solutions is investigated by using
the averaged equation. Because the parameter β determines
the degree of amplification of the oscillation, the number
of stable solution is changed as a function of β as shown
in Fig. 2. For β = 3.0, no oscillation state, namely ak =

0(xk = 0), k = 1, 2, . . . , 5, is only stable solution. Therefore, no
β, there

exists many coexisting solutions. In the following results, for
simplicity, we concentrate on the case of β = 3.2 for α = 0.1,
where twenty one stable solutions coexist.
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Fig. 2. Number of stable solution as a function of β.

(a) Five-coupled bistable oscillators.

(b) Nonlinear conductance.

Figure 1: Five inductively-coupled bistable oscillators.
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Figure 2: Implemented voltage-current characteristic curve
of N.C. superimposed with the theoretical curve obtained by
using Eq. (1) with g1 = 1.1126×10−3, g3 = 2.1977×10−4,
and g5 = 7.8360× 10−6.
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Figure 3: Experimentally-obtained time series of the voltages
for Ok, k = 1, 2, . . . , 5.

The parameters ε and α correspond to the degree of nonlin-
earity, the coupling strength, respectively. The parameter β
determines the amplitude of oscillation. Substituting the val-
ues of the circuit elements in Fig. 1 into Eq. (3), the three
normalized parameters are set to ε ≈ 0.425, α ≈ 0.2, and
β ≈ 3.14, respectively.

In our previous work, by focusing on the case of resonant
case of the eigen frequencies, we are succeeded in deriving
the approximated theoretical solutions, which correspond to
pattern formation phenomena, in five-coupled bistable oscil-
lators [2]. Then, the eigen frequencies fk, k = 1, 2, . . . , 5,
are expressed by

fk =
1

2π
√
LC

√

1 + 2α

(
1− cos

2(k − 1)π

5

)
, (5)

where f2 = f5 and f3 = f4, which are called the degen-
erate frequencies. By using α = 0.2, the theoretical eigen
freuqncies for weakly nonlinear case are calculated as f1 =
30.078 [kHz], f2 = 33.981 [kHz], and f3 = 39.488 [kHz].

3. Propagating waves

First, we report that the propagating wave phenomena are
observed experimentally in the five-coupled bistable oscilla-
tors. Next, we discuss the results with the associated numeri-
cal results.

Figure 3 shows time series of voltages for Ok, k =
1, 2, . . . , 5. From this figure, it is verified that the quasi-
periodic pulse wave propagates in one direction. Moreover,
we observe the spectrum of this waveform for O1 as shown in
Fig. 4, where three dominant frequency peaks near the eigen
frequencies (f1, f2, f3) are observed. Because the frequen-
cies f2 and f3 are the degenerate frequencies, the solution
corresponds to M -multimode oscillation for M = 5 includ-
ing the two degenerate frequencies. It is suggested that the
multimode oscillations for M ≥ 3 is difficult to be observed
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The variables xk, k = 1, 2, . . . , 5 and τ represent the voltages
of the oscillators Ok and the normalized time, respectively.
The parameters ε corresponds to the degree of nonlinearity.
The parameters β and α determine the amplitude of limit
cycle oscillation with no coupling, and the coupling strength,
respectively.

III. Approximated theoretical solutions

For the modal analysis of the coupled bistable oscillator sys-
tem, the equation is rewritten by introducing modal coordinate.
By using the transformation matrix P (= [p1,p2, . . . ,p5]T),
which consists of each eigen vector pk of B, the modal
coordinates y(= P Tx) is introduced. Using y, the circuit
equation is rewritten as

ÿ + P TBPy = εP TG(y, ẏ). (5)

Note that the matrix P TBP
the diagonal elements are eigen values of B(= λk, k =
1, 2, . . . , 5).

Averaging method is one of the perturbation methods, where
both two time scales and an approximation by power series
of ε are introduced. When ε = 0, the equation of y represents
linear harmonic oscillator. Therefore, each solution of y is
approximately expressed by the sinusoidal wave. In addition,
the amplitude and the initial phase are approximated by the
slowly varying functions of time of O(ε) by assuming a first-
order power series of ε for the variable y. Accordingly, the
approximated solution for yk, k = 1, 2, . . . , 5 is written by
yk = ak(ετ) sin(ωkτ + φk(ετ)), where ωk ≡

√
λk. By ignoring

the secular terms of the Fourier series approximation [8],
the dynamics of this coupled system is represented by the
following time averaged equations:

ȧk = lim
T→∞

ε

Tωk

� T

0
fk(y, ẏ) cos(ωkτ + φk)dτ,

φ̇k = lim
T→∞

−ε
Tωkak

� T

0
fk(y, ẏ) sin(ωkτ + φk)dτ,

(6)

where T corresponds to a time period.
In this study, we concentrate on the results of five-coupled

oscillators. In this case, for α = 0.1, the five eigen frequencies
are explicitly calculated as ω1 = 1, ω2 = ω5 = 1.06686,
and ω3 = ω4 = 1.16696, respectively. Note that ω2 (ω3) is
same with ω5 (ω4). These frequency components are called
degenerate frequencies. On the other hand, ω1 is distinctive
from the other eigen frequencies and is called non-dengerate
frequency.

In this study, we distinguish the resonant terms in the
computation of Eq. (6). We introduce the modified variables
(a1, a2, a3, a4, a5, al1, al2) by defining al1 ≡ φ2 − φ5 and al2 ≡
φ3−φ4 [9]. Although the detailed procedure of the calculation
of the averaged equation is not shown due to the limitation
of space, by assuming the degenerate frequencies, some phase
relationship remains, which is essential difference from the
non-degenerate case.

The steady state solutions correspond to equilibrium point
satisfying the averaged equation. The steady solution xk, k =
1, 2, . . . , 5 can be expressed by the summation of the eigen
modes as follows:

xk

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝=

5�

j=1

pk jy j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠ =

5�

j=1

pk jâ j sin(ω jτ + φ̂ j), (7)

where â j and φ̂ j represent the stable equilibrium points satis-
fying ȧ j = φ̇ j = 0, j = 1, 2, . . . , 5 of Eq. (6). The stability of
the equilibrium points in Eq. (7) (i.e., the steady state solution)
can be clarified by calculating the eigenvalues of the Jacobian
matrix at the equilibrium point of the linearlized system [12].

The number of stable solutions is investigated by using
the averaged equation. Because the parameter β determines
the degree of amplification of the oscillation, the number
of stable solution is changed as a function of β as shown
in Fig. 2. For β = 3.0, no oscillation state, namely ak =

oscillatory behavior is observed. In contrast, for larger β, there
exists many coexisting solutions. In the following results, for
simplicity, we concentrate on the case of β = 3.2 for α = 0.1,
where twenty one stable solutions coexist.
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Fig. 2. Number of stable solution as a function of β.

the normalized circuit equation in a vector form is written in
the following

ẍ +Bx = εG(x, ẋ),
�
·· = d2

dτ2 , · =
d
dτ

�
(3)

where

x = [x1, x2, . . . , x5]T,

B =

⎡
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−α 1 + 2α −α 0 0
0 −α 1 + 2α −α 0
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⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦
, (4)

G(x, ẋ) =
�
g1(x, ẋ), g2(x, ẋ), . . . , g5(x, ẋ)

�T

= −ẋ + 1
3
βẋc −

1
5
ẋ f ,

and where xc = [x3
1, x

3
2, . . . , x

3
5]T and x f = [x5

1, x
5
2, . . . , x

5
5]T.

The variables xk, k = 1, 2, . . . , 5 and τ represent the voltages
of the oscillators Ok and the normalized time, respectively.
The parameters ε corresponds to the degree of nonlinearity.
The parameters β and α determine the amplitude of limit
cycle oscillation with no coupling, and the coupling strength,
respectively.

III. Approximated theoretical solutions

For the modal analysis of the coupled bistable oscillator sys-
tem, the equation is rewritten by introducing modal coordinate.
By using the transformation matrix P (= [p1,p2, . . . ,p5]T),
which consists of each eigen vector pk of B, the modal
coordinates y(= P Tx) is introduced. Using y, the circuit
equation is rewritten as

ÿ + P TBPy = εP TG(y, ẏ). (5)

Note that the matrix P TBP becomes diagonal matrix, where
the diagonal elements are eigen values of B(= λk, k =
1, 2, . . . , 5).

Averaging method is one of the perturbation methods, where
both two time scales and an approximation by power series
of ε are introduced. When ε = 0, the equation of y represents
linear harmonic oscillator. Therefore, each solution of y is
approximately expressed by the sinusoidal wave. In addition,
the amplitude and the initial phase are approximated by the
slowly varying functions of time of O(ε) by assuming a first-
order power series of ε for the variable y. Accordingly, the
approximated solution for yk, k = 1, 2, . . . , 5 is written by
yk = ak(ετ) sin(ωkτ + φk(ετ)), where ωk ≡

√
λk. By ignoring

the secular terms of the Fourier series approximation [8],
the dynamics of this coupled system is represented by the
following time averaged equations:

ȧk = lim
T→∞

ε

Tωk

� T

0
fk(y, ẏ) cos(ωkτ + φk)dτ,

φ̇k = lim
T→∞

−ε
Tωkak

� T

0
fk(y, ẏ) sin(ωkτ + φk)dτ,

(6)

where T corresponds to a time period.
In this study, we concentrate on the results of five-coupled

oscillators. In this case, for α = 0.1, the five eigen frequencies
are explicitly calculated as ω1 = 1, ω2 = ω5 = 1.06686,
and ω3 = ω4 = 1.16696, respectively. Note that ω2 (ω3) is
same with ω5 (ω4). These frequency components are called
degenerate frequencies. On the other hand, ω1 is distinctive
from the other eigen frequencies and is called non-dengerate
frequency.

In this study, we distinguish the resonant terms in the
computation of Eq. (6). We introduce the modified variables
(a1, a2, a3, a4, a5, al1, al2) by defining al1 ≡ φ2 − φ5 and al2 ≡
φ3−φ4 [9]. Although the detailed procedure of the calculation
of the averaged equation is not shown due to the limitation
of space, by assuming the degenerate frequencies, some phase
relationship remains, which is essential difference from the
non-degenerate case.

The steady state solutions correspond to equilibrium point
satisfying the averaged equation. The steady solution xk, k =
1, 2, . . . , 5 can be expressed by the summation of the eigen
modes as follows:

xk
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⎞
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j=1

pk jâ j sin(ω jτ + φ̂ j), (7)

where â j and φ̂ j represent the stable equilibrium points satis-
fying ȧ j = φ̇ j = 0, j = 1, 2, . . . , 5 of Eq. (6). The stability of
the equilibrium points in Eq. (7) (i.e., the steady state solution)
can be clarified by calculating the eigenvalues of the Jacobian
matrix at the equilibrium point of the linearlized system [12].

The number of stable solutions is investigated by using
the averaged equation. Because the parameter β determines
the degree of amplification of the oscillation, the number
of stable solution is changed as a function of β as shown
in Fig. 2. For β = 3.0, no oscillation state, namely ak =

0(xk = 0), k = 1, 2, . . . , 5, is only stable solution. Therefore, no
oscillatory behavior is observed. In contrast, for larger β, there

simplicity, we concentrate on the case of β = 3.2 for α = 0.1,
where twenty one stable solutions coexist.
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Fig. 2. Number of stable solution as a function of β.
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Abstract

In this study, we implement the five-coupled bistable oscilla-
tors which can be implemented using a simple electric circuit.
Four distinctive wave propagation phenomena are observed
experimentally. Moreover, one of the propagating waves is
discussed with the associated numerical result.

1. Introduction

Coupled nonlinear oscillators show rich variety of pat-
tern formation phenomena. In particular, the wave propa-
gation phenomena in coupled bistable (or excitable) oscil-
lators attract significant research interests due to the prop-
erties mimicking a neuronal system [1]. We use simple
bistable oscillator which corresponds to Van der Pol type os-
cillator with higher order nonlinearity. The approximated
theoretical solutions for weakly nonlinear case of the five-
coupled bistable oscillators have been derived in our previous
work [2], whereas no experimental reports of these solutions
have appeared.

In this study, we implement the five-coupled bistable oscil-
lators, and investigate various wave propagation phenomena
experimentally. It is suggested that the multimode oscilla-
tions for M ≥ 3 is difficult to be observed in the literature [4].
To the best of our knowledge, this is first report of the exper-
imental observation of M -multimode oscillation for M = 5
in the coupled bistable oscillators. Moreover, it is confirmed
that the three distinctive quasi-periodic propagating waves,
which have the two dominant frequency peaks, can be exper-
imentally observed with the same parameter set. In addition,
we discuss the experimental results with the associated nu-
merical results of the M -multimode oscillation for M = 5.

2. Circuit setup

A bistable oscillator used in this study (Ok, k =
1, 2, . . . , 5) consists of an inductor (L), a capacitor (C)
and a nonlinear conductance (N.C.). The voltage(vk)–
current(ikN.C.) characteristic is written in the fifth-order poly-

nomial form:

ikN.C. = g1vk − g3v
3
k + g5v

5
k, g1, g3, g5 > 0. (1)

They are mutually coupled by an inductor L0 in a ring struc-
ture as shown in Fig. 1 (a). We set L0 = 10 [mH], L =
2 [mH], and C = 14 [nF]. The implementation of N.C. is
realized by using one operational amplifier, three resistors,
and the series-parallel diodes as shown in Fig. 1 (b). We use
the same values of the resistors with our previous work [3];
R1 = 30 [Ω], R1 = 30 [Ω], R2 = 1.2[kΩ], R3 = 360 [Ω],
and R4 = R5 = 540 [Ω]. Figure 2 shows the implemented
voltage–current characteristic curve superimposed with the
theoretical curve obtained by using Eq.(1). Note that, in order
to pass through the origin in the experimental result, the volt-
age and the current are biased with +0.1 [V] and +0.62 [mA],
respectively. From this curve, we approximate the three coef-
ficients as follows: g1 = 1.1126×10−3, g3 = 2.1977×10−4,
and g5 = 7.8360× 10−6 in Eq.(1).

From Kirchhoff’s law, the circuit equation of Fig. 1 (a) is
written by

d2vk
dt2

+
g1
C

(
1− 3g3

g1
v2k +

5g5
g1

v4k

)
dvk
dt

+

(
1

LC
+

1

L0C

)
vk − 1

L0C
(vk+1 − vk + vk−1) = 0,

k = 1, 2, . . . , 5 (v0 = v5, v6 = v1).
(2)

By substituting the following new variables and the parame-
ters into Eq. (2):

t =
√
LCτ, vk = 4

√
g1/5g5 xk,

ε ≡ g1
√
L/C, α ≡ L/L0, β ≡ 3g3/

√
5g1g5,

(3)

the following normalized equation can be derived

ẋk = yk,
ẏk = −ε(1− βx2

k + x4
k)yk − xk + α(xk−1 − 2xk + xk+1),

(· = d/dτ).
(4)
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It should be noted that the resonant terms in the right-hand side of Eq. (12)

are

(
−2ωk

∂ak(T1)

∂T1

+ ak1

)
cos θk and

(
2ωkak(T1)

∂φ(T1)

∂T1

+ bk1

)
sin θk. Therefore, to

avoid the secular terms of the solutions, we need the following relationships:

∂ak
∂T1

=
ak1
2ωk

,

=
1

2πωk

∫ 2π

0

fk(y, ẏ) cos θkdθ,

∂φk

∂T1

=
−bk1
2ωkak

,

=
−1

2πakωk

∫ 2π

0

fk(y, ẏ) sin θkdθ.

(14)

Substituting T1 = ετ , we get

ȧk =
ε

2πωk

∫ 2π

0

fk(y, ẏ) cos θkdθ,

φ̇k =
−ε

2πωkak

∫ 2π

0

fk(y, ẏ) sin θkdθ.

(15)
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図 2: Two numerically obtained steady states in the hard oscillator for L = 20[mH],

C = 15[nF] with the NC in Fig. 1 (b). The initial voltages of v(0) for the panels (a)

and (b) are 2.85 and 3.07[V], respectively.

2 Weakly nonlinear oscillators [2]

A perturbation method provides important insight into the solutions for this sys-

tem in the weakly nonlinear case. The method of averaging uses the idea of slow and

fast variables to study slow variations of the amplitudes and phases and is a powerful

tool to investigate the oscillation modes of weakly coupled oscillators [6, 3, 4, 5]. In

general, the weakly N -coupled oscillators are described by:

ÿk + λkyk = εfk(y, ẏ) (k = 1, 2, . . . , N)

(
· = d

dτ
, ·· = d2

dτ 2

)
, (2)

where y = [y1, y2, . . . , yk]
T(k = 1, 2, . . . , N) and τ

and a (normalized) time, respectively. We assume that the value of the parameter

ε is sufficiently small. The
√
λk corresponds to the natural frequency of the k-th

individual oscillator when ε = 0.
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the normalized circuit equation in a vector form is written in
the following

ẍ +Bx = εG(x, ẋ),
�
·· = d2

dτ2 , · =
d
dτ

�
(3)

where

x = [x1, x2, . . . , x5]T,

B =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

1 + 2α −α 0 0 −α
−α 1 + 2α −α 0 0
0 −α 1 + 2α −α 0
0 0 −α 1 + 2α −α
−α 0 0 −α 1 + 2α

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦
, (4)

G(x, ẋ) =
�
g1(x, ẋ), g2(x, ẋ), . . . , g5(x, ẋ)

�T

= −ẋ + 1
3
βẋc −

1
5
ẋ f ,

and where xc = [x3
1, x

3
2, . . . , x

3
5]T and x f = [x5

1, x
5
2, . . . , x

5
5]T.

The variables xk, k = 1, 2, . . . , 5 and τ represent the voltages
of the oscillators Ok and the normalized time, respectively.
The parameters ε corresponds to the degree of nonlinearity.
The parameters β and α determine the amplitude of limit
cycle oscillation with no coupling, and the coupling strength,
respectively.

III. Approximated theoretical solutions

For the modal analysis of the coupled bistable oscillator sys-
tem, the equation is rewritten by introducing modal coordinate.
By using the transformation matrix P (= [p1,p2, . . . ,p5]T),
which consists of each eigen vector pk of B, the modal
coordinates y(= P Tx) is introduced. Using y, the circuit
equation is rewritten as

ÿ + P TBPy = εP TG(y, ẏ). (5)

Note that the matrix P TBP becomes diagonal matrix, where
the diagonal elements are eigen values of B(= λk, k =
1, 2, . . . , 5).

Averaging method is one of the perturbation methods, where
both two time scales and an approximation by power series
of ε are introduced. When ε = 0, the equation of y represents
linear harmonic oscillator. Therefore, each solution of y is
approximately expressed by the sinusoidal wave. In addition,
the amplitude and the initial phase are approximated by the
slowly varying functions of time of O(ε) by assuming a first-
order power series of ε for the variable y. Accordingly, the
approximated solution for yk, k = 1, 2, . . . , 5 is written by
yk = ak(ετ) sin(ωkτ + φk(ετ)), where ωk ≡

√
λk. By ignoring

the secular terms of the Fourier series approximation [8],
the dynamics of this coupled system is represented by the
following time averaged equations:

ȧk = lim
T→∞

ε

Tωk

� T

0
fk(y, ẏ) cos(ωkτ + φk)dτ,

φ̇k = lim
T→∞

−ε
Tωkak

� T

0
fk(y, ẏ) sin(ωkτ + φk)dτ,

(6)

where T corresponds to a time period.

.
are explicitly calculated as ω1 = 1, ω2 = ω5 = 1.06686,
and ω3 = ω4 = 1.16696, respectively. Note that ω2 (ω3) is
same with ω5 (ω4). These frequency components are called
degenerate frequencies. On the other hand, ω1 is distinctive
from the other eigen frequencies and is called non-dengerate
frequency.

In this study, we distinguish the resonant terms in the
computation of Eq. (6). We introduce the modified variables
(a1, a2, a3, a4, a5, al1, al2) by defining al1 ≡ φ2 − φ5 and al2 ≡
φ3−φ4 [9]. Although the detailed procedure of the calculation
of the averaged equation is not shown due to the limitation
of space, by assuming the degenerate frequencies, some phase
relationship remains, which is essential difference from the
non-degenerate case.

The steady state solutions correspond to equilibrium point
satisfying the averaged equation. The steady solution xk, k =
1, 2, . . . , 5 can be expressed by the summation of the eigen
modes as follows:

xk

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝=

5�

j=1

pk jy j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠ =

5�

j=1

pk jâ j sin(ω jτ + φ̂ j), (7)

where â j and φ̂ j represent the stable equilibrium points satis-
fying ȧ j = φ̇ j = 0, j = 1, 2, . . . , 5 of Eq. (6). The stability of
the equilibrium points in Eq. (7) (i.e., the steady state solution)
can be clarified by calculating the eigenvalues of the Jacobian
matrix at the equilibrium point of the linearlized system [12].

The number of stable solutions is investigated by using
the averaged equation. Because the parameter β determines
the degree of amplification of the oscillation, the number
of stable solution is changed as a function of β as shown
in Fig. 2. For β = 3.0, no oscillation state, namely ak =

0(xk = 0), k = 1, 2, . . . , 5, is only stable solution. Therefore, no
oscillatory behavior is observed. In contrast, for larger β, there
exists many coexisting solutions. In the following results, for
simplicity, we concentrate on the case of β = 3.2 for α = 0.1,
where twenty one stable solutions coexist.
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Fig. 2. Number of stable solution as a function of β.

the normalized circuit equation in a vector form is written in
the following

ẍ +Bx = εG(x, ẋ),
�
·· = d2

dτ2 , · =
d
dτ

�
(3)

where

x = [x1, x2, . . . , x5]T,

B =

⎡
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1 + 2α −α 0 0 −α
−α 1 + 2α −α 0 0
0 −α 1 + 2α −α 0
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−α 0 0 −α 1 + 2α

⎤
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, (4)

G(x, ẋ) =
�
g1(x, ẋ), g2(x, ẋ), . . . , g5(x, ẋ)

�T

= −ẋ + 1
3
βẋc −
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ẋ f ,

and where xc = [x3
1, x

3
2, . . . , x

3
5]T and x f = [x5

1, x
5
2, . . . , x

5
5]T.

The variables xk, k = 1, 2, . . . , 5 and τ represent the voltages
of the oscillators Ok and the normalized time, respectively.
The parameters ε corresponds to the degree of nonlinearity.
The parameters β and α determine the amplitude of limit
cycle oscillation with no coupling, and the coupling strength,
respectively.

III. Approximated theoretical solutions

For the modal analysis of the coupled bistable oscillator sys-
tem, the equation is rewritten by introducing modal coordinate.
By using the transformation matrix P (= [p1,p2, . . . ,p5]T),
which consists of each eigen vector pk of B, the modal
coordinates y(= P Tx) is introduced. Using y, the circuit
equation is rewritten as

ÿ + P TBPy = εP TG(y, ẏ). (5)

Note that the matrix P TBP becomes diagonal matrix, where
the diagonal elements are eigen values of B(= λk, k =
1, 2, . . . , 5).

Averaging method is one of the perturbation methods, where
both two time scales and an approximation by power series
of ε are introduced. When ε = 0, the equation of y represents
linear harmonic oscillator. Therefore, each solution of y is
approximately expressed by the sinusoidal wave. In addition,

slowly varying functions of time of O(ε) by assuming a first-
order power series of ε for the variable y. Accordingly, the
approximated solution for yk, k = 1, 2, . . . , 5 is written by
yk = ak(ετ) sin(ωkτ + φk(ετ)), where ωk ≡

√
λk. By ignoring

the secular terms of the Fourier series approximation [8],
the dynamics of this coupled system is represented by the
following time averaged equations:

ȧk = lim
T→∞

ε

Tωk

� T

0
fk(y, ẏ) cos(ωkτ + φk)dτ,

φ̇k = lim
T→∞

−ε
Tωkak

� T

0
fk(y, ẏ) sin(ωkτ + φk)dτ,

(6)

where T corresponds to a time period.
In this study, we concentrate on the results of five-coupled

oscillators. In this case, for α = 0.1, the five eigen frequencies
are explicitly calculated as ω1 = 1, ω2 = ω5 = 1.06686,
and ω3 = ω4 = 1.16696, respectively. Note that ω2 (ω3) is
same with ω5 (ω4). These frequency components are called
degenerate frequencies. On the other hand, ω1 is distinctive
from the other eigen frequencies and is called non-dengerate
frequency.

In this study, we distinguish the resonant terms in the
computation of Eq. (6). We introduce the modified variables
(a1, a2, a3, a4, a5, al1, al2) by defining al1 ≡ φ2 − φ5 and al2 ≡
φ3−φ4 [9]. Although the detailed procedure of the calculation
of the averaged equation is not shown due to the limitation
of space, by assuming the degenerate frequencies, some phase
relationship remains, which is essential difference from the
non-degenerate case.

The steady state solutions correspond to equilibrium point
satisfying the averaged equation. The steady solution xk, k =
1, 2, . . . , 5 can be expressed by the summation of the eigen
modes as follows:

xk

⎛
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5�

j=1

pk jy j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠ =

5�

j=1

pk jâ j sin(ω jτ + φ̂ j), (7)

where â j and φ̂ j represent the stable equilibrium points satis-
fying ȧ j = φ̇ j = 0, j = 1, 2, . . . , 5 of Eq. (6). The stability of
the equilibrium points in Eq. (7) (i.e., the steady state solution)
can be clarified by calculating the eigenvalues of the Jacobian
matrix at the equilibrium point of the linearlized system [12].

The number of stable solutions is investigated by using
the averaged equation. Because the parameter β determines
the degree of amplification of the oscillation, the number
of stable solution is changed as a function of β as shown
in Fig. 2. For β = 3.0, no oscillation state, namely ak =

0(xk = 0), k = 1, 2, . . . , 5, is only stable solution. Therefore, no
oscillatory behavior is observed. In contrast, for larger β, there
exists many coexisting solutions. In the following results, for
simplicity, we concentrate on the case of β = 3.2 for α = 0.1,
where twenty one stable solutions coexist.
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the normalized circuit equation in a vector form is written in
the following

ẍ +Bx = εG(x, ẋ),
�
·· = d2

dτ2 , · =
d
dτ

�
(3)

where

x = [x1, x2, . . . , x5]T,

B =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

1 + 2α −α 0 0 −α
−α 1 + 2α −α 0 0
0 −α 1 + 2α −α 0
0 0 −α 1 + 2α −α
−α 0 0 −α 1 + 2α

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦
, (4)

G(x, ẋ) =
�
g1(x, ẋ), g2(x, ẋ), . . . , g5(x, ẋ)

�T

= −ẋ + 1
3
βẋc −

1
5
ẋ f ,

and where xc = [x3
1, x

3
2, . . . , x

3
5]T and x f = [x5

1, x
5
2, . . . , x

5
5]T.

The variables xk, k = 1, 2, . . . , 5 and τ represent the voltages
of the oscillators Ok and the normalized time, respectively.
The parameters ε corresponds to the degree of nonlinearity.
The parameters β and α determine the amplitude of limit
cycle oscillation with no coupling, and the coupling strength,
respectively.

III. Approximated theoretical solutions

For the modal analysis of the coupled bistable oscillator sys-
tem, the equation is rewritten by introducing modal coordinate.
By using the transformation matrix P (= [p1,p2, . . . ,p5]T),
which consists of each eigen vector pk of B, the modal
coordinates y(= P Tx) is introduced. Using y, the circuit
equation is rewritten as

ÿ + P TBPy = εP TG(y, ẏ). (5)

Note that the matrix P TBP becomes diagonal matrix, where
the diagonal elements are eigen values of B(= λk, k =
1, 2, . . . , 5).

Averaging method is one of the perturbation methods, where
both two time scales and an approximation by power series
of ε are introduced. When ε = 0, the equation of y represents
linear harmonic oscillator. Therefore, each solution of y is
approximately expressed by the sinusoidal wave. In addition,
the amplitude and the initial phase are approximated by the
slowly varying functions of time of O(ε) by assuming a first-
order power series of ε for the variable y. Accordingly, the
approximated solution for yk, k = 1, 2, . . . , 5 is written by
yk = ak(ετ) sin(ωkτ + φk(ετ)), where ωk ≡

√
λk. By ignoring

the secular terms of the Fourier series approximation [8],
the dynamics of this coupled system is represented by the
following time averaged equations:

ȧk = lim
T→∞

ε

Tωk

� T

0
fk(y, ẏ) cos(ωkτ + φk)dτ,

φ̇k = lim
T→∞

−ε
Tωkak

� T

0
fk(y, ẏ) sin(ωkτ + φk)dτ,

(6)

where T corresponds to a time period.
In this study, we concentrate on the results of five-coupled

oscillators. In this case, for α = 0.1, the five eigen frequencies
are explicitly calculated as ω1 = 1, ω2 = ω5 = 1.06686,
and ω3 = ω4 = 1.16696, respectively. Note that ω2 (ω3) is
same with ω5 (ω4). These frequency components are called
degenerate frequencies. On the other hand, ω1 is distinctive
from the other eigen frequencies and is called non-dengerate
frequency.

In this study, we distinguish the resonant terms in the
computation of Eq. (6). We introduce the modified variables
(a1, a2, a3, a4, a5, al1, al2) by defining al1 ≡ φ2 − φ5 and al2 ≡
φ3−φ4 [9]. Although the detailed procedure of the calculation
of the averaged equation is not shown due to the limitation
of space, by assuming the degenerate frequencies, some phase
relationship remains, which is essential difference from the
non-degenerate case.

The steady state solutions correspond to equilibrium point
satisfying the averaged equation. The steady solution xk, k =
1, 2, . . . , 5 can be expressed by the summation of the eigen
modes as follows:

xk

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝=

5�

j=1

pk jy j

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠ =

5�

j=1

pk jâ j sin(ω jτ + φ̂ j), (7)

where â j and φ̂ j represent the stable equilibrium points satis-
fying ȧ j = φ̇ j = 0, j = 1, 2, . . . , 5 of Eq. (6). The stability of
the equilibrium points in Eq. (7) (i.e., the steady state solution)
can be clarified by calculating the eigenvalues of the Jacobian
matrix at the equilibrium point of the linearlized system [12].

The number of stable solutions is investigated by using
the averaged equation. Because the parameter β determines
the degree of amplification of the oscillation, the number
of stable solution is changed as a function of β as shown
in Fig. 2. For β = 3.0, no oscillation state, namely ak =

0(xk = 0), k = 1, 2, . . . , 5, is only stable solution. Therefore, no
oscillatory behavior is observed. In contrast, for larger β, there
exists many coexisting solutions. In the following results, for
simplicity, we concentrate on the case of β = 3.2 for α = 0.1,
where twenty one stable solutions coexist.
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１．研究の目的 

高度成長期に建設された構造物の老朽化や，震災によ

る構造物の劣化による事故が相次いでおり，社会的な問

題として顕在化しつつある．これらの事故を未然に防ぐ

ためには，迅速かつ理学的計測による定量評価や時径変

化を評価することが重要である．現在は主に打音による

診断が行われているが，人的および時間的な点でコスト

がかかることや定量性に欠けることから，超音波計測，

電波計測，赤外線計測などの理化学的計測法が開発され

つつある． 

上記のような社会的背景を鑑み，遠隔かつ構造物の検

査技術を確立することは，社会的ニーズにソリューショ

ンを与えると同時に，安心・安全社会の構築に大きく貢

献すると言える．遠隔から非破壊で計測する技術として

は，電磁波の利用が有効である．電波と遠赤外の中間に

位置するテラヘルツ波は，透過性と空間分解能に優位性

があり，構造物表面付近の検査に適している．テラヘル

ツ波を用いた非破壊検査例として，震災後の建造物外壁

のタイル剥離状況の調査などが実施されている．ただし，

一般的に普及しているテラヘルツ時間領域分光装置

（Terahertz-Time Domain Spectrometer: THz-TDS）を

用いた場合，超短パルスを照射して反射パルスの時間か

ら距離情報を得るため，測定距離レンジに対する原理的

な制約があり，対象物から数 cm の位置から計測する必

要がある．また，剥離が壁面から数 cm 以上深い場所に

ある場合も検出が困難になる．さらに，材料の吸収特性

および屈折率に強い周波数依存性がある場合，パルス波

形に大きな変化が生じる．このような状況ではパルス波

形がくずれ，位置測定が困難になる． 

これらの点を解決するために，研究代表者が提案して

いる周波数シフト（Frequency Shifted：FS）テラヘル

ツ波光源を根幹とし，測定距離レンジに物理的な制約の

無い新たな非破壊計測装置を開発する． 

 光領域での計測では，周波数シフト帰還型レーザー

（Frequency Shifted Feedback laser：FSFレーザー）

を用いた周波数領域リフレクトメトリ（Frequency 

Domain Reflectometry： FDR 計測）を実施すること

で，測定器からの距離に大きな幅のある対象の精密距

離計測が実現されている．本研究では，FSFレーザー

のユニークな特性と距離計測における優位性に着目

し，FSF レーザーを励起光源としてFS テラヘルツ波

を発生させ，新たな距離計測法を確立する．FSFレー

ザーを使用した FDR 計測の距離計測法としての優位

性と，種々物質に対するテラヘルツ波の透過性とを融

合することで，建造物等の欠陥検査，誘電体基板の構

造検査，プラスチック欠陥検査など，従来測定が困難

であった対象物の非破壊検査が可能となる． 

本研究の遂行にあたっては，(A）光源/検出系開発，

（B）信号解析，（C）建築資材解析を3つの柱として

研究グループを構成した．電波および超音波解析法を

テラヘルツ波に適用したイメージング高精度化の取

り組みとして，相関合成法，MUSIC 法および POLSAR

法 を発展的に展開させる．かつ，建築物の非破壊診

断に必要な研究者を加えて組織し，科学研究費補助金 

基盤研究（A）にて研究を実施している． 

 

２．光源/検出系開発 

 UTC-PDで発生させたFSテラヘルツ波に対し，増幅器を

2段設けることで出力増強を試みた．当初はSiレンズか

ら出射される FS テラヘルツ波に対し，単レンズによる

カップリングを試みたが，結合効率や安定性において問

題が生じた．そこで，導波管タイプの UTC-PD を新たに

導入し，結合効率および安定性の改善を試みた．結果，

出力の安定したテラヘルツ波増幅が得られた，最大出力
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は74 mWを得ており，当初の目標である40 mWを超える

高出力FSテラヘルツ波発生に成功した（図1）． 

 
図1．FSテラヘルツ波出力特性. 

 

３．信号解析 

 THz-TDS を用いた高分解能イメージング技術におい

て，偏波方向による反射体間の虚像の削減および凹レ

ンズによる有効映像領域の拡大に成功した．高精度距

離測定技術の蓄積として，超音波領域で時間反転波と

感度補正を併用した複数チャンネル送信式の有効性，

及びターゲット移動するダイナミックの条件下での

感度補正信号と自己相関処理の有効性をそれぞれ見

出した．円弧状合成開口アレーの信号を複数の仮想的

な等間隔直線アレー信号に変換して相関低減処理を

適用する位置推定法を考案し，従来識別できなかった

波長間隔程度のターゲットを識別できることを確認

した．THz-TDS に偏波解析を導入し，THz-TDS の持つ

広帯域パルスを生かした新たなターゲット識別手法

を確立した．この際，ターゲットとして金属平板を用

いた校正量を用いることで識別精度が向上すること

を明らかにした．また，THz-TDSに偏波解析だけでな

く合成開口処理を導入（THz-POLSAR）することで，従

来のテラヘルツセンシングで起こる焦点ずれを起こ

すことなく，アジマス方向に構造変化を持つターゲッ

トの識別能力向上を実現した． 

 

４．建築資材解析  

 水分含有率の異なるコンクリートサンプルに対し，

THz-TDSによりエリプソメトリにて複素屈折率測定を

実施した．乾燥過程および応力印加時における屈折率

の変化が確認されたことから，テラヘルツ波によるコ

ンクリート診断の端緒が得られた． 

 紙で覆われたコンクリート表面のサブミリ幅の亀裂

の検知に向けて，近接場散乱を使用した非破壊ミリ波

イメージングを実施した．紙の厚さやアンテナの高さ

が異なる場合に得られる 2 つのミリ波画像の差を計

算することで，ミリ波像におけるひび画像のコントラ

ストを最大3 dB向上することができた． 

 

５．今後の展望 

EO検出によるビート周波数測定を，高強度FSテラ

ヘルツ波により実現する．非線形光学結晶によって，

励起2波長光とFSテラヘルツ波の和周波発生および

差周波発生を行い，FSFレーザー光と同一波長成分の

みを光フィルタにより選別し，光増幅器による増強後

に光領域で用いられるフォトダイオードにて検波す

る．理論的には光領域で実施されているFSFレーザー

を用いた周波数領域リフレクトメトリと全く同じ計

測に持ち込めるため，従来行ってきたショットキーバ

リアダイオードによるFSテラヘルツ波の自己干渉に

よるビート観測で問題であったノイズ対応を抜本的

に解決し，検出系におけるSN比を大幅に向上させる

ことが期待できる． 

 THz-TDSのSN比向上のため，M系列変調信号の有効

性についての実験的検討を行う．層状誘電体を介した

場合での THz イメージングについての実験的検討を

行う．測定データに対する有効性，ターゲットの位置，

仮想アレーの素子数や配置位置などによる推定精度

への影響を検討し，提案手法の適用条件を明らかにす

る．また，相関波検出により有効な圧縮センシングな

どの適用検討も開始する．レンジ方向に構造変化を持

つターゲットの観測を確立するため，レンジ方向に層

状変化を持つターゲットを作成し，ターゲット識別能

力向上のために，どのような偏波信号処理法が効果的

であるか検討を重ねる予定である． 

 コンクリートを対象として，内部空胞密度や乾燥過

程における水分含有量をパラメータとしたテラヘル

ツ波帯における複素誘電率推定，および応力負荷時の

複素誘電率の変化など基礎的な材料評価を継続して

実施する．かつ，コンクリートの水分含有および塩分

含有に対する新たな評価手法として，テラヘルツ波照

射時の誘電緩和の変化を利用し，ケルビンプローブ顕

微鏡による基礎検討を実施する． 

 紙の厚さやアンテナの高さを変えるのではなく周波

数掃引により，紙の上部とコンクリートとの界面での

反射波の位相が反転する周波数を同定してテラヘル

ツ画像を取得し，他の周波数での測定結果で得られた

テラヘルツ画像の差を計算することで，テラエルツ画

像におけるひび画像のコントラストの向上を目指す． 
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1. はじめに 

河川を経由したマイクロプラスチック(MPs)の海洋へ

の輸送量の把握は海洋中特に沿岸域のMPs削減に必須の

情報と考えられる，さらに，輸送量以外の情報，すなわ

ち，ポリマー種別，粒径分布，表面積分布，発生源等の

MPsの存在特性の把握は MPsの製造段階における規制や

MPs に代わる代替物質の選定においても重要と考えられ

る．しかし，国内における河川水中のMPs汚染調査 1）は

ピッキングが可能な 200μm 程度以上の MPs を中心に行

われており，それよりも微細な MPs (以下，微細 MPsと

称す．)の調査は世界的にも稀であるため，詳細な粒径

粒子数分布や表面積分布は明らかになっていない．一方，

本研究室では水中の20μm以上のMPsの調査方法及び自

動分析手法を開発した 2）．この方法により，世界的にも

水中微細MPsの存在特性把握が期待される一方で，従来

の調査方法との差異や微細MPsの測定の意義を把握する

必要がある． 

そこで，まず本年度の研究として，鶴見川水中の微細

MPsを含めた MPsの存在特性を把握するとともに，その

データを基にした従来の調査方法との結果比較及び微

細MPsの調査の必要性について検討した． 

 

2. 調査方法 

2018年8月，基底状態における鶴見川にて源流から下流

にわたり計5地点にて河川水中MPsを採取した(Fig. 1)．

現場にて河川水1m3を10μmのプランクトンネットで濾

過し(Fig. 2)，MPsを含む懸濁態を研究室に持ち帰った，

懸濁態は30％過酸化水素水で酸化後，NaI水溶液で比重

分離を行い，上澄み液を PTFE メンブレンで濾過した．

最 後 に メ ン ブ レ ン 上 の 懸 濁 態 を 顕 微

FTIR(（Thermoscientific社製Nicolet iN 10)にて自動

分析を行った．得られた大量の IR スペクトルデータを

イメージマッピング化し，微細MPsを含むすべてのポリ

マー別MPs粒子数，粒径(長径，短径)を自動で同定定量

を行った．また，各地点の河川水中クロタミトン，カフ

Site C

Site D

Site E

Site A (headwaters)

STP1, 2

STP3

STP4

STP5

STP6

N

Site B

1km

Fig.1 Sampling points and sewage 
treatment plant along Tsurumi river                 

Fig. 2 A developed portable sampling 
system for microplastics in surface  
water 
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ェイン，HHCB，AHTNも測定した． 

 

3. 結果と考察 

(1) 鶴見川河川水中のポリマー別MPs濃度 

 Fig. 3に水中MPsのポリマー別粒子数の流下方向変化

を示す．今回，顕微 FTIR で測定した MPs は，メンブレ

ン上の全面積の 5％しか測定していない．そのため，今

回の結果は精度的にやや不十分であることに注意する

必要がある．実際に顕微」FTIRで測定するメンブレン上

のMPsの分布は不均一であることが現在明らかになって

おり，現在は全面積の25％を測定している． 

鶴見川では，源流では少数のポリエチレン粒子しか検

出されなかった．これは，源流は地下水の湧水がその流

量を多くを占めるためんとも考えられるが，一方で測定

面積の小ささによる測定値の変動の影響も考えられる

実際，A地点のHHCB，AHTN濃度はそれぞれ63.1 ppt及

び 10.6 ppt であり，生活排水の混入が考えられるレベ

ルであった．今後，25％に測定面積を増加させた結果で

評価する予定である．B 地点では下水処理場の排水はな

く，浄化槽排水や無処理の排水が流入しており，それが

排出源と思われる MPsが高濃度で検出された．C,D地点

は下水処理場排水に寄与率が高い地域であり，下水処理

場排水からの MPsが多いと考えられた．さらに，E地点

は1471 p/m3と最も高い濃度であった．しかし，E地点で

は D地点に比較して HHCB濃度が 1/2以下に減少したこ

とから，海水の影響が考慮された．検出されたポリマー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数も 1種(A)<10種(B)<7種(C)<8種(D)<12種(E)であ

り，不十分な処理排水，下水処理水及び海水の寄与が反

映していた．また，E地点に特有な MPsはナイロン，ポ

リビニルアセテート，ABS 樹脂及びポリウレタン樹脂で

あった． 

(2) 鶴見川河川水中の MPs 粒子数粒径分布及び表面積

分布 

 Fig. 4にA地点を除くMPsの粒子数及び表面積の粒径

分布を示す．今回検出されたMPs粒子数は微細MPsの寄

与率が 81.6～95.2%と非常に高く，これが従来よりも高

濃度である原因と考えられた．一方，表面積では微細MPs

は 24.5～41.6%であった．この結果から，表面の微細な

凹凸や内部の微細孔構造を考慮しない場合，河川におい

ては貝類など微細MPsしか摂取できない水生生物に対す

る有害化学物質の溶出影響評価や粒子自体の毒性評価

には微細MPsの調査が必須でることが推測された．一方

で大型魚類など 200μm以上の MPs が摂取可能な大型水

生生物については，従来の大型 MPsのみの調査でも約 7

割程度は把握できることが推測された． 
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Fig. 3 The trends of microplastics concentrations and their polymer profiles along 
Tsurumi river 

Fig. 4 Cumulative size distributions of microplastics concentration and surface 
area in surface water from Tsurumi river  
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1. はじめに 

自身の形状を柔軟に変形するロボットは，従来は不可能

であった形態での動作が可能となり，その効果は大きいと

考えられる．移動体において面状の機体であれば，足場が

崩れるような危険な場所でも機体自体が地面に対する圧力

を分散し，地形を崩さずに移動することができる．先行研

究では 3D プリンタにより造形した屈曲モジュールを開発

し，それらを組み合わせて面状移動体を構成し，進行波に

よる全方向移動動作を実現した．しかし屈曲モジュールの

駆動には高圧の空気圧を必要とするために層間からの空気

漏れが発生し，また空気の供給を行う多数のチューブによ

る移動動作への影響などの問題点も確認された．そこで本

研究では，高軟質素材を用いた低圧での屈曲動作が可能な

屈曲モジュールと，流路となるチューブの本数を減らすた

めに空気圧自励弁の開発を目的とし，本助成では高軟質素

材の射出可能な射出機構の開発と，空気圧自励弁を構成す

る2流路シリコンチューブと排気弁の開発を行った． 

 

２．射出機構の開発 

 FDM方式3Dプリンタで屈曲モジュールの造形を行うため

に，高軟質素材の射出が可能な射出機構の開発を行う．こ

れまでの屈曲モジュールで用いてきた3Dプリンタ用の柔

軟素材である熱可塑性エラストマーは，層間の剥離による

空気漏れや，素材硬度により屈曲動作には0.4～0.6[MPa]

の高圧の空気圧が必要であるといった問題点があった．そ

こで，高軟質素材であるPDMSと呼ばれる2液硬化型シリコ

ンの射出が可能な射出機構の開発を行った．通常の素材で

はノズルから射出された直後から硬化が始まってしまうた

めに層間の結合力が低下し，剥離した箇所から空気漏れが

発生する．しかしシリコンでの硬化は，ノズルから吐出さ

れた後に各層の上に積層されながら硬化を始めるため，層

間の結合力を高くすることができる．また高軟質素材の特

性から，低圧での加圧でも大きく膨らむことができるため，

低圧での動作が可能な屈曲角度を増大させた屈曲モジュー

ルを造形することができる． 

 

２．１．射出機構の構成 

  

図1 射出機構     図2造形装置 

 

   

図3 ノズル機構      図4造形結果 

 

 射出機構は図 1に示すように，空圧シリンジと素材攪拌

のスタティックミキサーとで構成する．2 液硬化シリコン

の素材となる A 剤，B 剤を空圧シリンジにて押し出し，そ

れぞれ同量が流路を通ってスタティックミキサー内部に注

入され，空圧シリンジの圧力によって押し出されながらス

タティックミキサーの内部で静的に攪拌されてノズルの先

から射出される．開発した射出機構を3Dプリンタに実装し

た状態を図 2に示す．空圧で加圧されてスタティックミキ

サーより射出されたシリコンをヒートベッド上に積層し，

造形を行う．さらに図 3に示すようにスタティックミキサ

ーのノズル先にヒートブロアを実装する．これは射出され

た 2液硬化シリコンへ加熱された熱風を当てることで，硬

化を促進するためである． 

 

２．２．射出機構での造形実験 

 開発した射出機構を用いて，2 液硬化シリコンの造形実

験を行った．その結果から0.2[MPa]での加圧時に，スタテ

災害救助活動を目的とした柔軟変形ロボットの開発
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ィックミキサーでの 2液攪拌および，60[℃]で加熱された

ヒートブロアによる硬化促進の影響を確認することができ

た．しかし図 4に示すように正常な造形を行うことができ

なかった．これはスタティックミキサー内での攪拌とヒー

トブロアによる加熱によって，シリコンの硬化の転移点が

ノズル射出よりも前になったことが原因であると考えられ

る．これによりノズルからの射出時には高粘度状態へと変

化し，造形時に周りの層を引張り，造形が崩れてしまった．

また，ヒートブロアによる加熱を行わない場合は，ノズル

から射出され，層を重ねる際には転移点が間に合わず，常

に液硬化状態で垂れてしまい，正常に造形することができ

なかった．このことから 2液硬化シリコンを用いた造形で

は、液体から固体へ変化する際の転移点を温度調節により

緻密にコントロールすることが重要であると考える． 

 

３．空気圧自励弁の開発 

 これまでに開発してきた柔軟変形移動体は多数の空圧供

給チューブによって移動を妨げられていた．そこで移動体

へ内蔵できる自励弁を開発し，使用するチューブの本数を

減らす必要がある．すでに提案されている自励振動バルブ

は，一定圧力供給のみで加圧するチャンバを自励的に切り

替えるバルブとして利用可能であるが，流量が少ないとい

う問題点がある．そこで本研究で開発する自励弁は屈曲モ

ジュールを動作可能な流量を備えた排気弁と，2 流路のシ

リコンチューブを１ユニットとする構成とした． 

 

３．１．2流路シリコンチューブの開発 

 2 流路シリコンチューブは後述する図 5 に示す排気弁と

組み合わせることで１つの流路の給気から屈曲モジュール

の上下の気室に交互に給気を可能とする．動作原理として

は，チューブ内を 2つの流路に分割することで左右の流路

に圧力差が発生し，それにより片側の流路の加圧により他

方の流路が遮断されるので，接続する屈曲モジュールの片

側の気室への加圧が可能となる．2 流路シリコンチューブ

は内部構造が複雑であるため次の方法で製作した．3Dプリ

ンタで造形した PVA(水溶性のフィラメント)製の型にシリ

コンを流し込み，硬化させる．シリコンの硬化後に PVAを

除去し，硬化した2流路シリコンチューブのみを取り出す． 

 

３．２．排気弁の開発 

 圧縮されて座屈した板バネをダイヤフラムとして排気弁

の切り替え動作を行う．屈曲モジュールの片側気室のみに

加圧すると，一定の圧力に達すると板バネの座屈方向が切

り替わる．これにより給気側の 2流路シリコンチューブの

加圧流路も切り替わる．この動作を繰り返すことで自励的

に流路の切り替えが可能となる． 

 

３．３．自励弁の動作実験 

 コンプレッサを用いて製作した自励弁の動作確認を行っ

た．実験の様子を図 6に示す．今回は自励弁のみ単体での

動作実験を行った．実験方法はコンプレッサを用いて1流 

 
図5 自励排気弁 

 

 
図6 試作した自励弁の動作実験 

 

 
図7 排気弁のみの動作実験 

 

路からの加圧を行う．2 流路シリコンチューブ，排気弁の

順番で接続し，自励的に流路の切り替え動作が行われるか

確認した．実験結果としては，2 流路シリコンチューブの

流路切り替え動作は確認されなかった．原因としては流路

を遮断する中央の膜が閉じ切っていなかったためと考える． 

 次に排気弁のみの動作実験を行った．実験の様子を図 7

に示す．実験方法はコンプレッサから手動バルブを取り付

けた 2本のチューブに交互に加圧を行う．排気弁内部の座

屈した板バネが加圧により反対側の空気穴をシールするこ

とで，ダイヤフラムとして機能できるか確認する．実験結

果は0.5[MPa]から板バネの座屈方向の切り替わり動作を確

認できた．しかし，0.1～0.4[MPa]においては切り替わり動

作を確認できなかった． 

 

４．おわりに 

 本研究では，高軟質素材の造形を目的とした射出機構の

開発と空気圧自励弁の開発を行った．今後は 2液硬化シリ

コンでの造形の確立と，確実に動作し，かつ3Dプリンタで

の一体成型が可能な自励弁の開発を進める． 

 

本研究に関する主な発表論文 
[1] 井口，羽田，青木：” 空気圧を用いた柔軟変形移動

体の開発-3D プリンタを用いた高軟質素材で成形された屈

曲モジュールと空気圧自励弁の開発-”， 日本機械学会ロ

ボティクス・メカトロニクス講演会，1P2-G07，2019 
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1 緒言 

分散制御法では群ロボットの活動環境の状況予測や

環境状況に適応性が有利であるが，複雑な群全体の振る

舞いを実現する各ロボットの適切な相互作業関係を設

計するのは一般的に困難である.解決法の一つとして自

然界における個体間での相互作用や, 環境との相互作

用など, 自律分散の形態をとって協調活動をする魚や

鳥などの生物を模倣した制御法が提案されている. 

Reynoldsは3つの単純な相互作業則により鳥の群行動
をBoidアルゴリズムとして提案し,コンピュータ上に再

現した[1]. 本研究グループは，捕食者に対しての魚群の
群逃避行動に注目し, Boidアルゴリズムを応用すること
で, 魚の運動特性と類似した対向二輪型移動ロボット

において, 魚群の行動特性を模倣する力学モデルを定

式化した. このとき, ロボットの運動特性で遷移する 3

つの制御状態(Normalモード, Activeモード, Passiveモー
ド)による制御方式用いて, 群逃避アルゴリズムを提案

し, シミュレーションからその有効性を示した[2]. こ
こで提案した群逃避アルゴリズムは, 1 つの群としての

振る舞いを表現するアルゴリズムである. そのため, 

高速道路のモデルのような群内でもサブグループを有

し, サブグループとの相互作用を分離する必要のある

環境下の場合でも, 同一の相互作用が発生してしまう

(図1). 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 異なるグループ環境での群逃避行動の相互作用 

 本報告では, サブグループを有する環境下である高

速道路のモデルを用いて議論を進めていくため, 従来

の力学モデルを並進運動に限定し, サブグループと分

離した相互作用を用いた力学モデルを示す. また, サ

ブグループとの緊急時に発生する相互作用を記憶して

おくAttentionモードを定義し, サブグループを有する環

境下において利用可能な, 従来の群逃避アルゴリズム

の制御状態にAttentionモードを加えた制御アルゴリズム
を提案する. そして, 有効性をシミュレータによって

検証する.  

2 緊急停止群行動 
2.1 力学モデル 

 本稿では, 進行方向に一定速度で走行しているのを

Schooling, 進行方向に何か問題が発生したことを
Emergency-Event(以下 Emg-Event), それによって引き起
こされた緊急停止群行動を Emergency-Action(以下
Emg-Action)と呼ぶ. また m 個のサブグループで構成さ
れている群を想定し, 個々のサブグループを

と定義する. 特に自身のグループ

を Group_Own(以下 G_own), 他のサブグループを
Group_Other(以下G_oth)と呼ぶことにする.  

 Schooling時と Emg-Action時の力学モデルを, 式(1), 

式(2)に示す. i番目のロボットの並進運動の状態を表現
する変数には, 速度ベクトル , ロボットの進行方向ベ
クトル を用いている. 
 

(1) 
 
 

(2) 
 

 

(3) 
 
式(1)の Schooling したときの力学モデルである. 式(2)は
Emg-Action の相互作用で,  と はそれぞれ

G_ownとG_othからEmg-Actionが伝播してきたときに
働く制動力である. は一番初めにEmg_Eventを発見し
た個体が発生させる制動力である. また は

(a)単一グループの群逃避行動 (b)サブグループ有する環境下での群逃避行動 

A Design of a High Speed Mode Transferring Mechanism in Swarm Robot Systems by Mimicking

Group Reacting Behavior of Bio-Systems

WANG Zhidong

NOGAMI Takumi
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Emg-ActionがG_ownから伝播してきたときに, G_othか
ら受けるEmg-Actionの相互作用にAttention重み関数を
かけることで作用させる制動力である. は式(4)
のように定義される.  
 

(4) 
 

は , 分離された G_oth からの制動力で , 
は式(5)で定義される Attention 重み関数で

ある.  
(5) 

は, Activeモードに遷移した個体 jからの相互作用
を受けて, 個体 iがAttentionモードに遷移したときの時
刻である. a, bは個体のAttention重み関数のパラメータ
である. 4つの制動力は個体が停止するまで発生する. 
 
2.2 サブグループを有する環境下での振る舞い 

 高速道路のモデルを用いたときに, Emg-Eventが発生
する状況と振る舞いは, 次のⅠからⅢに分類することが
できる. また, ⅠからⅢの振る舞いは, 3つの制御状態に
Attentionモード(以下At-MODE)を加え,  4つの制御状態
を遷移させて制御する.At-MODEとは, G_othからの相互
作用を記憶し, G_ownがEmg-Actionに遷移したときのみ, 
記憶した相互作用を作用させるモードである. また, 図
2(a), (b), (c)の各モードと相互作用を示している． 

       
 
 

 
 
 

 
 
 

     
 
 
 

 
 
 

図 2 サブグループを有する環境下での振る舞い 

I.  G_ownのみにEmg-Eventが発生したとき(図2 
(a)), G_othには影響がないので, G_othから伝播し
てくる制動力はない. したがって, 従来のアルゴ
リズムを応用し, 同様に, モードを遷移させてい
く振る舞いをする.  

II.  G_othのみにEmg-Eventが発生したとき(図2 (b)), 
G_ownには影響がない. しかし, 各サブグループ
内のロボットの制御は, 局所的な状況からでしか
判断できないため, Emg-EventのG_ownへの影響
を判断することはできない. よって, At-MODEに
遷移させておくことで, G-ownに影響が及ばされ
たときに, 記憶していたG_othの相互作用も加え

ることで, 強い制動力を発生させることができる. 
この振る舞いのように, 結果的に影響がなかった
場合は, N-MODEからP-MODEに遷移するが, 式
(3)により, 0に収束していき, N-MODEに遷移する
振る舞いをする. 

III.  群全体にEmg-Eventが発生したとき(図2 (c)), 
G_ownとG_othから伝播してくる相互作用が存在
する. (2)で述べたように, 局所的な相互作用だけで
は, G_ownへの影響を判断することはできない. し
たがって, At-MODEに遷移し, G_othの制動力を記
憶しておく. そして, G_ownから相互作用が伝播し
てきたときに, P-MODEに遷移し,  を作用させる
振る舞いをする. 

 
 
 
 
 

 
図 3 アテンションモードを用いない場合の速度応答 

 
 
 
 
 
 
図 4 アテンションモードを用いた場合の速度応答 

3 シミュレーションによる検討 

閔らが作成したシミュレータ[2]を用いて, 提案したア
ルゴリズムの有効性について検討する. 高速道路のモデ
ルにおいて, Emg-Eventが両グループに発生したときに, 
At-MODEを用いなかった場合と, 用いた場合の速度変
化について議論をする. G-ownとG_othはそれぞれ2行3
列の群を構成して走行し, G_own側のAt-MODEに遷移
する個体をRobot1からRobot3とする. At-MODEを用い
なかった場合と用いた場合の結果を図3, 図4に示す. 
At-MODEを用いなかった場合は, Robot2とRobot3の十
分に減速するまでの時間は, 0.73[s]と0.49[s]かかった(図
3)のに対し, At-MODEを用いた場合は, Robot2とRobot3
の十分に減速するまでの時間は, 0.46[s]と0.37[s]に短縮
された(図4). この結果より, 提案したアルゴリズムの有
効性が確認できた.  

4 結言 

本研究では, サブグループを有する複数自律ロボッ

ト の群逃避行動における制御アルゴリズムの提案した. 

そして, 数値シミュレーションを用いた検証を行うこ

とで, 有効性を確認した.  

5 参考文献 
[1] C. W. Reynolds, Flocks, herds, and schools: a distributed 
behavioral model Computer Graphics, Vol.21 No.4, 
pp25-34,1987                 

(a)自身のグループのみが緊急な状況 

(b)他のグループのみが緊急な状況 

(c)両グループが緊急な状況 
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１．はじめに                     

近年の日本の建設産業では，担い手の不足，労働生産性

の低さなどが課題となっている．それを背景に，Information 
and Communication Technology（ICT）を全面的に活用した

建設産業の生産性向上を目指す“i-Construction”が国土交通

省主導のもと2016年から推進されている[1]．具体例として，

マシンコントロール（MC），マシンガイダンス（MG）技

術を搭載した ICT建機のような知能化・自動化された建機

の研究開発，またそれらを用いた ICT施工の推進がある． 
現場における作業で自動化の要求の高い作業の 1 つが，

バックホウとダンプトラックの連携による土砂積み込み

作業の自動化である．土砂積み込み作業の際の作業全体の

効率を改善するには，施工対象の地形を計測し，施工時に

発生する土砂の量を正確に把握することが重要である．こ

れにより施工の進捗管理や必要なダンプトラックの台数

を見積もることが可能になる．また，土砂の積み込みの際

には，ダンプトラックは運転手により積み込み位置まで移

動されるが，バックホウによる積み込み作業を自動化する

ためには，バックホウに対するダンプトラックの相対的な

位置姿勢を正しく獲得する必要がある． 
以上より，本研究課題では，主に土砂積み込み作業にお

けるバックホウとダンプトラックの連携を効率化する目

的で，建設現場（オンサイト）で利用可能な高速かつ精度

の良い 1) 土砂量推定法，および 2) バックホウに対する

ダンプトラックの位置姿勢推定法を構築することを目的

とした． 

２．関連研究 

近年の i-ConstructionではUnmanned aerial vehicle（UAV）
を用いたStructure from Motion（SfM）や，地上設置型レー

ザスキャナから取得した3次元データによる3次元計測が用

いられている[2, 3]．これらの手法は，従来行われてきたトータ

ルステーションなどを用いた計測より短時間で正確に土砂量

の推定を行うことが可能である．しかし，例えば UAV によ

る航空測量では撮像した画像から3次元データを復元し，そ

こから土砂の体積を推定する手法が提案されているが[2]，

UAVによる空撮後の3次元復元作業が必要となる．同様に地

上設置型レーザスキャナにおいても，測量後の処理の作業時

間が必要となる． 

また，対象物の位置姿勢推定を行う研究も数多くなされ

てきている．例えば，距離センサの計測結果とCAD モデ

ルとの照合による３次元物体計測[4]や，あらかじめ対象物

体のあらゆる姿勢の画像を CAD データから生成したもの

を教師データとした学習に基づく推定法[5]などがある．し

かし，実際の現場では様々なメーカーのダンプトラックが

行き交い，また荷台部も現場によって異なるため，事前に

CADデータや教師データを用意するのは難しい． 
以上のように，ダンプへの積み込みの様に時々刻々と変

化する施工現場を効率化するためには，オンサイトで高速

な測定を実現可能な手法が必要である． 

３．提案手法 

本研究では，オンサイトで利用可能な測定するために，

バックホウのキャビン上部に取り付けた距離センサによ

り施工現場のセンシングを行う． 

３．１．土砂推定法 

図1に提案した土砂量推定法の概要を示す．本手法では，

測距データから施工前後の差分を抽出し，ボクセル化した

ものから土砂量を推定する． 
まず，施工前の状態を距離センサによって計測し，施工

現場の地表面の3次元形状を点群として取得する．施工後

に再び施工現場の計測を行い，施工の前後の点群データを

比較することで，施工の前後で取得した土砂形状の差分を

抽出する．抽出には，3 次元空間上の各領域を木構造に分

割することで効率的に点群を扱うことが可能なOctreeを用

いる．具体的には，施工現場の座標系において位置合わせ

を行った測距データに対してOctreeによる領域分割を行い，

点群が存在する領域のみを取得する．この処理を施工前後

 
図1：土砂量推定アルゴリズム 
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の点群に対して行った後，双方を比較し，片方にのみ点群

が存在するOctreeの領域を抽出する．差分として抽出した

測距データからボクセルを構築し体積の推定を行う．地表

面と平行な平面に対するボクセル 1 つあたりの存在範囲

（単位領域）に注目する．図2に示す様に同じ単位領域を

持つボクセルの地表面と垂直な軸における差異を施工に

よって生じた差分hとする．この差分とボクセルの1平面

の面積Sから体積を算出し，全ての単位領域に対して合計

したものを土砂の体積とする．その際，ボクセル化の空間

分解能をパラメータとして点群の密度に応じて任意で調

整し，ボクセルを隙間なく構築する． 

３．２．ダンプトラックの位置姿勢推定法 

ダンプの位置姿勢推定アルゴリズムを図3に示す．まず，

計測した点群データから位置姿勢推定に不要なデータを

除去する．具体的には，作業範囲は現場ごとに既知である

とし，土砂積み込み作業範囲を超えるデータを除去する．

さらに，地面の点群は位置合わせに不要であるため，

RANdom SAmple Consensus（RANSAC）による平面検出を

用いることで，ダンプトラックと地面に分割し除去する．

さらにダンプトラック以外のデータを除去するため，得ら

れた点群の各点に対して近傍点までの距離を求め，基準値

を大きく外れる点をノイズとして除去する．その上で，点

群をボクセルに変換することで平滑化することで微細な

ノイズを除去する． 

位置姿勢推定においては，2 段階の3 次元形状マッチン

グを行う．まず，計測しノイズを除去した3次元点群デー

タの3次元特徴量を求め，3次元特徴量マッチングを行う．

その結果を初期値として，再度精密な位置合わせを行うこ

とで正確な位置姿勢推定を行う．3 次元特徴量としては，

外乱に頑健かつ回転にも強いという利点を持つ Fast Point 
Feature Histogram（FPFH）を用いて，位置合わせには高精

度な位置合わせをする手法である Iterative Closest Point
（ICP）を用いた．ICPは，2つの点群の初期値に強く依存

する課題があるが，本研究ではFPFHにより初期位置姿勢

を求めることで解決した． 

４．検証実験結果 

提案手法の検証を行うために，バックホウとダンプトラ

ックを用いた掘削および土砂積み込み作業の実験を行っ

た（図4, 5）．実験では Intel社製の距離画像センサRealsense 
D435 を用いて測距を行い，精度の評価においては Total 
station SPS930での計測結果を真値として用いた， 
土砂量推定実験においては，盛り土と掘削を行い，その

前後での土砂量の変化を推定した．盛土における精度誤差

は10.60%，掘削における精度誤差は2.07%となった．特に

掘削前後の変化に対して正確な推定を行うことができ，ト

ラックの台数を見積もるための十分な精度を得られた． 
ダンプトラックの位置姿勢推定においては，ダンプトラ

ックの斜め背後からの推定結果は真値との誤差は角度が

0.4 deg，移動量は0.2 mとなった． 

５．おわりに 

本研究では，近年の無人化施工などの現場で自動化が期

待されている，バックホウとダンプトラックの連携作業の

１つである土砂積み込み作業に関して，オンサイトで利用

可能な高速かつ精度の良い 1) 土砂量推定法，および 2) 
バックホウに対するダンプトラックの位置姿勢推定法を

構築し，実機検証によりその有効性を確認した． 
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図4：センサ取付位置  図5：土砂量計測実験    

 
図2：ボクセル化された差分データからの体積推定 

 

 
図3：ダンプの位置姿勢推定アルゴリズム 
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1. はじめに 

 超高齢社会を迎える現代，老年期精神疾患である認

知症に対する予防的介入と，それに続く早期発見と治

療の実現は直近の課題である．そのためには，初期の

認知症や認知症発症前の軽度認知障害の段階におけ

る診断法の構築が必要となる． 

脳は神経細胞やその集団が複雑に結合した神経ネッ

トワークで構成され，脳波はその活動を非侵襲的で且

つ高い時間分解能で捉える脳機能画像法である．これ

までに多くの精神疾患において，神経ネットワークの

機能的障害が報告されており，この脳波を利用したネ

ットワーク障害を捉える手法が考案されている．これ

までに有効とされる手法としては 2 つの代表的なも

のが存在する．1つ目は，脳部位間の同期の程度によ

って定量化した機能的結合のネットワーク構造に着

目したものである(C.J.Stam et al. Human Brain 

Mapping 2007)．2 つ目は，脳活動におけるゆらぎの

存在が脳機能を増進させるという確率共鳴の理論

(M.D. McDonnell & L.M. Ward, Nature Rev. Neurosci. 

2011)に基づき，各部位の脳波のゆらぎのダイナミク

スを複雑性指標により分析するものである

(T.Takahashi, Prog. Neuro-Psychoph. 2013)． 

 近年，機能的結合のダイナミクスが，長時間の平均

によって捉えられた静的なネットワーク構造と比較

して，加齢/精神疾患のメカニズムにおいて，より重

要な役割を担うことが指摘されている(D.S.Bassett 

& O.Sporns, Nature Neurosci. 2017)．また，確率共

鳴の視点からは，機能的結合のダイナミクスにおける

ゆらぎにも脳機能が反映され得るという報告もあり

(J.Zhang, et al., Brain 2016)，このようなゆらぎ

を直接的に捉える手法の考案が望まれている． 

この中で我々は，脳部位間の相互作用によって生成

される脳波の位相差に複雑な時系列パターンを確認

していた．この動的位相差のパターンには，機能的結

合のダイナミクスに関連した詳細な加齢や疾患に伴

う神経ネットワークの変質に起因する情報が含まれ

ると予想された．よって，健常な加齢から認知症への

移行において，この動的位相差にどのようなパターン

変化が生じるかという問いは医用工学への応用的観

点から，極めて重要な課題であると考えられた． 

 このような背景のもとで，本研究は，脳波の各部位

間における動的位相差の複雑性の変化に着目するこ

とで，加齢や認知症における神経ネットワーク変質の

新たな特性を捉えることを目的として実施した．  

 

2. 手法 

脳波データに対して，ヒルベルト変換とアンラップ

処理による動的位相差の作成アルゴリズムに従い脳

波電極の各組合せに対する位相差時系列を作成する．  

 [位相差の時系列を作成する手順] 

① バンドパスフィルタによるdelta波からgamma

波までの帯域毎の脳波成分の抽出． 

② ヒルベルト変換による帯域毎の位相成分の抽出，

更にアンラップ処理による位相の折返し補正． 

③ 脳波電極の各組合せに対する位相差時系列の作

成． 

作成した位相差時系列の例を図1に示す．次に，この

位相差時系列に対して，マルチフラクタル解析とマル

チスケールエントロピー解析の 2 つの複雑性解析を

実施する． 

 
図 1 Alpha帯域における位相差時系列． 

 

3. 結果 

 現在までの成果として，若年者と高齢者のalpha波

帯域における動的位相差に対して，マルチフラクタ

ル・マルチスケールエントロピー解析を実施し，大域

的ヘルダー指数と短い時間スールにおけるサンプル

エントロピーによって，加齢によるネットワークダイ

ナミクスの変質を捉えることに成功した (図2)(本研

究に関する主な発表文献 [1])． 

 

4. おわりに 

本研究では，脳波の動的位相差時系列のパターンの

複雑性に着目することで，加齢による神経ネットワー

ク変質の特徴を捉えることに成功した．認知症におけ

る本提案手法の適用はまだ実施できていないが，準備

段階の研究成果として，アルツハイマー型認知症の脳

波に時間スケール依存性を持った複雑性変質が見ら
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れたことから(本研究に関する主な発表文献 [2])，動

的位相差時系列のパターンにも疾患特異的なパター

ン変質が現れると推測される． 

これまでの機能的結合のダイナミクスに関する研究

では，まず機能的磁気共鳴画像法(fMRI)によって，血

中酸素濃度(BOLD)シグナルを計測する．そして，BOLD

シグナルの各部位における同期の時間的推移から機

能的結合のダイナミクスを捉えるという手法が用い

られてきた(D.S.Bassett & O.Sporns, Nature 

Neurosci. 2017)．しかし，この場合，時間分解能は

数秒程度となるため，発火活動に由来するより高い周

波数帯域における機能的結合のダイナミクスを捉え

ることは困難である．本研究で提案した手法は，脳機

能を直接的に反映した高い時間分解能を持つ脳波に

着目し，更に単なる同期の概念を拡張した脳部位間の

相互作用によって生成される動的位相差を利用する

ことで，この問題を解決しようとした．これによって，

従来の機能的結合の評価では見過ごされてきた脳機

能に関連する神経ネットワーク中の動的なゆらぎの

特徴が，より直接的に抽出できたと考えられる． 

一般に脳波検査は非侵襲的で簡便かつ安価に実施で

きる脳機能検査法であり，臨床の現場における汎用性

は高い．そのため，動的位相差の複雑性による認知機

能の低下や認知症を判別できる診断システムが確立

されれば，早期診断や診断精度の向上，更には治療効

果の判定が期待できることから，個々の症例に応じた

テイラーメイドの治療方針を策定する上で大きく貢

献すると考えられる．また本研究で提案した手法は，

統合失調症や自閉症といった他の精神疾患において

も，疾患特異的な複雑性の特徴を抽出することで広く

適用できると予想される． 

 

 

本研究に関する主な発表文献 

[1] Nobukawa, S., Kikuchi, M., & Takahashi, T. 

(2019). Changes in functional connectivity 

dynamics with aging: A dynamical phase 
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357-368. 

[2] Nobukawa, S., Yamanishi, T., Nishimura, H., 

Wada, Y., Kikuchi, M., & Takahashi, T. (2019). 

Atypical temporal-scale-specific fractal 

changes in Alzheimer’s disease EEG and their 

relevance to cognitive decline. Cognitive 

neurodynamics,13(1),1-11.

 
 

図 2 動的位相差の複雑性解析結果． 
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1. Introduction 
Recently, video traffic on the Internet continues to 

increase due to higher definition of images and 
popularization of SNS, and a lot of video compression 
technologies that have compression performance beyond 
that of HEVC are being studied. One of those approaches 
is to apply machine learning to video coding [1][2]. The 
authors have examined the method of applying CNN to 
bidirectional interframe prediction [2]. However, the 
method has a problem that the prediction efficiency for 
videos with large motion becomes worse than the normal 
HEVC prediction efficiency. In this paper, we introduce a 
method to adaptively switch the CNN-based and the 
HEVC-based bidirectional interframe prediction block by 
block. 
 
2. CNN-based interframe prediction 

In this section, we review our previous work [2], the 
deep CNN based interframe prediction method, briefly. Fig. 
1 shows the configuration of this method. Let us consider 
predicting the intermediate frame  𝐼𝐼  (target frame to be 
predicted) by using its previous frame 𝐹𝐹  and the future 
frame 𝐺𝐺. In the normal motion compensation prediction, 
the encoder searches blocks similar to the current block in 
the target frame from the previous and future frames, and 
transmits the motion vectors to the decoder, and the decoder 
generates predicted values based on the motion vectors. We 
train the geometric transformation matrices instead of 
motion vectors. Now, let 𝐁𝐁��  be a 𝑁𝑁� � 𝑁𝑁�  predicted 
block for a block 𝐁𝐁�  in the intermedeate frame. In this 
study, 𝐁𝐁��  is generated by using transformation matrices 
𝐌𝐌�, 𝐌𝐌�, 𝐌𝐌�, 𝐌𝐌� estimated by CNN, according to 

𝐁𝐁�� �  𝐌𝐌��𝐁𝐁� � 𝜇𝜇��𝐌𝐌� 
                       �𝐌𝐌��𝐁𝐁� � 𝜇𝜇��𝐌𝐌� � 𝜇𝜇�, 

(1) 

where  𝑈𝑈 is a matrix where all elements are equal to one, 
and  𝜇𝜇 is the average of the pixel values in the block. 𝐁𝐁� 

and 𝐁𝐁� are blocks of the previous and future frame that 
are spatially co-located of 𝐵𝐵�, respectively. Four matrices 
are estimated by CNN. The block size of CNN input and 
the size of four output matrices are 𝑁𝑁� � 𝑁𝑁� . The loss 
function when training is defined for 𝑁𝑁� � 𝑁𝑁�. The 𝑁𝑁 �
𝑁𝑁 block at the center of 𝑁𝑁� � 𝑁𝑁� block is extracted as 
the predicted values when encoding. The advantage of this 
method is that parallel movement and scaling of arbitrary 
precision can be represented by using a simple matrix. 
Furthermore, a simple blur compensation can be performed 
since one-dimensional convolution operation can be 
represented by using a matrix. In this way, by changing 
coefficients of the transformation matrix, any combinations 
of parallel translation and scaling with arbitrary accuracy 
are represented by one simple matrix. 
 
3. CNN/HEVC adaptive prediction 

The conventional method can provide higher prediction 
performance than HEVC for video sequences with 
complicated small motion, because the method can realize 
the compensation by any combination of arbitrary accuracy 
parallel movement, scaling and blur change. However, 
there is a problem that the prediction error for the frames 
with large motion becomes larger in comparison with the 
normal HEVC prediction. In order to solve this problem, 
we propose a block adaptive prediction that can switch 

 
Fig.2 Configuration of CNN/HEVC adaptive prediction. 

 
Fig.1 Bidirectional interframe prediction by transformation matrices. 
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between CNN-based prediction and HEVC-based 
prediction based on the mean absolute difference (MAD).  

The prediction configuration is shown in Fig. 2. The 
specific adaptation procedure is described below. A block 
𝐁𝐁�  of the previous frame and a block 𝐁𝐁�  of the 
succeeding frame which are spatially co-located with the 
target block 𝐁𝐁� to be coded are input to the CNN, which 
is designed in advance, and four geometric transformation 
matrices are estimated. Using the obtained geometric 
transformation matrices, the temporally previous and future 
blocks are deformed based on equation (1), and these are 
set as the predicted values 𝐁𝐁��. Simultaneously, 35 kinds of 
intra prediction defined by HEVC and motion 
compensated interframe prediction using previous and 
future frames are performed on the block to be encoded, 
and a prediction value with the smallest prediction error 
among them is set as 𝐁𝐁�� . The switching between 
prediction of 𝐁𝐁��  and 𝐁𝐁��  is performed for each block 
according to the following equation, 

𝐁𝐁�� � �𝐁𝐁��, ����𝐁𝐁� � 𝐁𝐁���� � �𝐁𝐁� � 𝐁𝐁����
𝐁𝐁��, 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 , (2) 

where 𝐿𝐿� -norm of the prediction error is calculated for 
𝑁𝑁 � 𝑁𝑁 region at the center of 𝑁𝑁� � 𝑁𝑁� block. 

 
4. Experimental results 

Simulation experiments were conducted to verify the 
effectiveness of the proposed method. In this study, ResNet 
[3] consisting of 25 layers is utilized. The loss function is 
defined as the mean absolute difference (MAD) between 
the 𝑁𝑁� � 𝑁𝑁� (𝑁𝑁� � 𝑁𝑁�) region in the center of 𝐁𝐁�� and 
the corresponding region in the ground truth block 𝐁𝐁�. In 
the input layer and all hidden layers of the CNN, rectified 
linear unit (ReLU) activation and batch normalization are 
performed. The window size of all convolutional filters is 3 
× 3. We use the adaptive moment estimation (Adam) to 
optimize all network parameters. We use ITE/ARIB 
HDTV Test Materials Second Edition [4] for experiments. 
More than 5 million blocks extracted from twenty video 
sequences are used as the inputs for CNN learning. Five 
video sequences, “Cosmos flower”, “Sunlight through 
leaves”, “Drama set (day)”, “Basket ball”, and “Horse 
racing (dirt)”, other than the training set are used as the test 
set.  

Fig. 3 shows MAD comparison among CNN-based 
prediction, HEVC-based prediction and CNN/HEVC-
adaptive prediction for the sequence “Whale show”. 
Vertical axis is MAD between the predicted frame and 
ground truth frame, while the horizontal axis is frame 
number. Table 1 summarizes the relationship between the 
occurred bits (bit/pixel) and PSNR (dB) of decoded 
sequence for various quantization parameter (QP), and BD-
bitrate[5] for total frames in case of 𝑁𝑁 � ��,𝑁𝑁� �48,𝑁𝑁� � ��. You can see how drastically the proposed 
method can decrease BD-rate for all test images in 
comparison with HEVC-based method. 
 
5. Conclusions 

In this study, we propose a new method to represent the 
local movement of the image by estimating the geometric  

Table 1.  Coding performance 

Test 
image QP 

HEVC Proposed BD 
-rate 
(%) 

Bit- 
rate PSNR Bit- 

rate PSNR 

Cosmos  
flowers 

22 1.620 41.0 1.476 41.0 

-14.04 27 1.185 36.3 1.065 36.4 
32 0.811 31.8 0.704 32.1 
37 0.505 27.7 0.404 28.2 

Sunlight  
through  
leaves 

22 1.630 41.3 1.556 41.4 

-10.43 27 1.138 36.9 1.064 37.1 
32 0.749 32.7 0.683 33.0 
37 0.466 28.9 0.410 29.4 

Drama 
set 

(day) 

22 0.525 43.0 0.399 43.8 

-35.32 27 0.244 40.3 0.189 41.2 
32 0.132 37.7 0.105 38.5 
37 0.084 35.0 0.068 35.8 

Basket
ball 

22 0.740 42.5 0.658 42.9 

-20.61 27 0.417 39.1 0.365 39.6 
32 0.242 35.9 0.211 36.5 
37 0.150 32.7 0.129 33.5 

Horse 
racing 
(dirt) 

22 0.592 42.9 0.535 43.2 

-22.51 27 0.306 39.7 0.269 40.2 
32 0.168 36.5 0.146 37.3 
37 0.103 33.6 0.089 34.5 

 
transformation matrix by deep learning and apply it to the 
interframe prediction. From experimental results we 
confirmed that the proposed method can obtain excellent 
predictive performance for images with complicated 
movement. In addition, by introducing a method of 
adaptively switching the deep learning-based prediction 
and HEVC-based prediction for each local region, it is 
clarified that the bit rate reduction of 10% to 35% is 
achieved by BD-rate compared with HEVC. 
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 はじめに

先進諸国では不活動や過栄養などの生活習慣の変

化に伴い肥満患者が急増している．肥満はエネルギー

摂取とエネルギー消費のバランスの慢性的な破綻が

発症基盤となることから，栄養を中心としたエネルギ

ー摂取の減少と運動を中心としたエネルギー消費量

の増大が治療法として有効と考えられている．運動は

実施時にエネルギー消費を高めること以外に、骨格筋

の肥大や代謝的適応により安静時のエネルギー消費

量を増大させる効果を有するが，脂肪組織も骨格筋同

様に安静時のエネルギー消費の増大に寄与する．これ

らのように運動は肥満の予防あるいは改善の効果が

期待されているが，適切な運動療法を実施する上でも

分子機序を解明することが重要である．

肩甲骨周辺の褐色脂肪組織に局在する褐色脂肪細

胞は熱産生を介してエネルギー消費を高めることが

知られている．興味深いことに、鼠径部皮下脂肪など

の白色脂肪組織にも熱産生を介してエネルギー消費

を増大させる作用を持つベージュ脂肪細胞と呼ばれ

る脂肪細胞が存在する．一方で，これらの脂肪細胞の

熱産生機能は加齢や肥満に伴い低下することから，脂

肪組織の熱産生機能の向上を標的とした治療法の開

発が重要視されている．

近年，持久的運動に伴い骨格筋から分泌される液性

因子が，ベージュ脂肪前駆細胞の増殖や分化の亢進、

熱産生の増大に関与することが示唆されている．しか

しながら，骨格筋由来の液性因子分泌の制御機能は不

明瞭な点が数多く残されており，これらの課題を解明

する研究が必要不可欠である．

重要なことに，持久的運動に伴い骨格筋には好中球

などの免疫細胞の浸潤が増大することが知られてい

る ．これらの免疫細胞から分泌されるサイトカイ

ンや活性酸素種，ホルモンなどの液性因子は細胞内シ

グナル伝達経路を活性化することが知られている．し

たがって，運動時に浸潤が増大する好中球は脂肪組織

の熱産生機能を制御する液性因子の分泌調節に関与

することが想定される．そこで，好中球が持久的運動

後の骨格筋由来の液性因子分泌に及ぼす影響につい

て，好中球の浸潤阻害の実験動物モデルを用いて検証

した．

 研究の内容

研究の方法

実験動物

実験には オスマウスを使用した．マウス

はコントロール抗体投与群（ ）と好中球中和抗体

投与群（ ）の 群に分けた．コントロール抗体投

与群には 抗体（ ），好中球中和抗体投

与群には 抗体（ ）各 μ を で

希釈した溶液 μ を腹腔内に投与した．投与 時

間後に，トレッドミル装置を用いて速度 の条

件で走行運動を 分間負荷した．運動前，運動直後，

運動の 時間後， 時間後， 時間後． 時間後に

麻酔下で解剖を行い，骨格筋組織を採取した．

遺伝子発現解析

マウス腓腹筋から を抽出し，逆転写反応

により を作製した． は 法で の増

幅を行った．各標的遺伝子の 発現量は検量線法

により定量した．尚，ハウスキーピング遺伝子

の 発現量で補正した．

統計処理

全ての統計処理は を使用した． 発現量に

関して，運動要因と抗体投与要因による二元配置分散

分析を行い，ダネット（ ）検定を用いた多重

比較により運動前群との有意差を比較した．有意水準

はいずれも ％未満とした．

研究の結果

サイトカインの一種であるインターロイキン

（ ） βおよび の骨格筋の

発現は運動前と比較して持久的運動の直後に高値を

示した（ 、 ）．一方で，運動直後の βの

発現はコントロール抗体 を投与した群と比

較して好中球中和抗体 を投与した群では有意に

低値を示した（ ）．

ベージュ細胞の増殖・分化を誘導することで脂肪組

織の熱産生を制御するメテオリン様タンパク質

の骨格筋 発現

は運動前と比較して持久的運動の 時間後に高値を

示した．しかしながら， の 発現は好中球

KAWANISHI Noriaki
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図1 持久的運動および抗好中球抗体投与によ
る骨格筋のサイトカインmRNA発現の影響

中和抗体による影響は認められなかった（ ）．

また， の発現を制御する転写因子である

（ ） αの骨格筋 発現は運動前

と比較して持久的運動の 時間後および 時間後に高

値を示した．しかしながら， αの 発現は好

中球中和抗体による影響は認められなかった（

）． 

 まとめ

運動は骨格筋の肥大や代謝機能の向上を生じさせ

るのみならず，脂肪組織の熱産生機能や脳機能の向上

などを生じさせることが知られており，これらの運動

適応現象の一部は骨格筋由来の液性因子により制御

されることが示唆されている．実際に，持久的運動に

より などの遺伝子発現が骨格筋で増強するこ

とが報告されている．しかしながら，これらのマイオ

カインの発現がどのような機序で制御されるのかに

ついては未だ不明瞭な点が数多く残されている．

本研究により，好中球中和抗体を投与することで，

持久的運動により骨格筋で増強する βの遺伝子

発現が顕著に減弱することが明らかになった．したが

って，持久的運動により骨格筋で分泌される β

の一部は好中球由来であることが示唆される．近年，

好中球由来の βが骨格筋の細胞内シグナル伝達

経路を制御することが報告されている ． は

細胞内のエネルギー代謝環境の変化、ホルモンやサイ

トカインなどの刺激により発現が誘導され，骨格筋の
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図2 持久的運動および抗好中球抗体投与に
よる骨格筋のMetrnlおよびPGC-1 mRNA発
現の影響

様々な細胞内シグナル伝達経路を活性化することで

骨格筋由来の液性因子分泌の制御に関与することが

知られている ．本研究において持久的運動により

増強される骨格筋での の遺伝子発現は薬剤投

与による骨格筋の好中球浸潤を阻害の影響は観察さ

れなかった．また，持久的運動誘導性の の発

現は により制御されることが知られているが，

と同様に好中球浸潤の阻害の影響は観察されな

かった．したがって．持久的運動による の活性

化を介した の生成に好中球は関与しない可能

性が示唆された．

参考文献

1α, myokines and exercise. 

462019　千葉工業大学附属研究所　プロジェクト研究年報　　　　　                      Project Report of Research Institute of C.I.T 2019



 

研究項目 ： 科研費採択者助成金 

研究期間 ： ２０１８／６／１５ ～ ２０１９／３／３１ 

研究課題名（和文） ：  運動学習効率の向上に高圧酸素曝露は貢献するか？ 

 

 

研究課題名（英文） ：   Hyperbaric oxygen exposure contributes to the enhancement of motor learning efficiency? 

 

 

研究者 ：  

 

佐藤 和    千葉工業大学 

 

SATO Yamato   創造工学部 教育センター 准教授 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

競技スポーツにおいて，競技力向上のために様々なト

レーニングを実施しなければ「夢」の実現は望めない．

しかし，練習時間には限りがあり，競技成績に直結する

ようトレーニング効率を向上させることは極めて重要

である．体力的要素（筋力や持久力）の向上を目指した

トレーニングについては，体力学や栄養学等に基づく数

多くの知見からトレーニング効率の向上が図られてい

る．しかしながら，新たな運動スキルの獲得（運動学習）

が競技力向上にとって必要不可欠にも関わらず，運動学

習の効率を高めるためのエビデンスは乏しい．運動学習

の獲得には中枢神経系が重要な役割を果たしており，特

に小脳長期抑圧は運動学習の神経基盤であると考えら

れている(Ito, 2002)．運動学習効率の向上を探究する

ためには，運動学習に対する中枢神経系（特に小脳）か

らの理解が不可欠である． 

 ところで，近年，環境条件が海馬依存型学習に影響す

ることがわかってきた．常圧・常酸素よりも気圧や酸素

濃度の高い条件に曝露することで，中枢神経系にポジテ

ィブな影響を与えることが報告された(Efrati et al., 

2013)．また，外傷性脳損傷モデル動物を対象とした報

告では，低下していた空間学習および記憶能力が高圧高

酸素環境への曝露によって改善された（Harch et al., 

2007）．アルツハイマーモデル動物を対象とした報告で

も，モリス迷路のエスケープ潜時が改善し，海馬CA3領

域のアポトーシス率が減少した(Tian et al., 2013)．

つまり，潤沢な酸素供給は，細胞レベルに影響を与え，

学習・記憶能力を改善させたのである．また，最近，高

圧高酸素環境は運動課題の成績も有意に向上させるこ

とが健常者を対象とした研究で報告された(Vadas et 

al., 2017)．したがって，高圧高酸素環境への曝露が細

胞レベルでポジティブな影響を与え，効果的に運動学習

を促進させる可能性は十分に考えられる．しかしながら，

現在まで高圧高酸素の曝露が運動学習に与える影響は

明らかにされていない． 

 本研究の目的は，脳卒中やスポーツ障害などの疾患

に対する治療促進やアスリートのコンディショニン

グが主な使用方法である高圧高酸素曝露が，競技者の

競技力向上に必要不可欠である運動学習の効率性へ

の効果を調査することであった． 

 

２．研究内容 

本研究は高圧高酸素環境への曝露が運動学習に与え

る影響を検討するために，以下の2つの実験を行う予定

であった． 

【実験①】基本的課題として，運動学習に対して高圧酸

素曝露は効果があるのか？について検討する．本実験で

は，単独飼育中に高圧酸素曝露の処置期間を変化させ運

図1. 本研究の概要 
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動学習への効果を検討する．実験動物は，高圧高酸素群，

常圧常酸素群（対照群）を設定する．先行研究から曝露

期間は，それぞれ7日間・14日間・21日間・28日間と

し，1回あたり90分の曝露とする(Harch et al., 2007, 

Tian et al., 2013, kawada et al., 2013, Wei et al, 

2017)． 

【実験②】高圧高酸素曝露が運動学習に影響するのであ

れば，どのタイミングでの曝露が効果的か？について検

討する．これまでの学習・記憶に関する研究において，

1)学習課題前に高圧高酸素曝露を実施し空間学習・記憶

能力が改善および向上した（Harch et al., 2007, Tian 

et al., 2013），2)ヒトを対象とした運動課題中の曝露

で運動課題の成績を向上させた(Vadas et al., 2017)，

3)運動学習後の睡眠や反復経頭蓋磁気刺激は運動学習

を促進させることが報告されている(Morita et al., 

2016, Robertson et al., 2005)．現在まで，高圧高酸

素曝露のタイミングに言及した報告はない．それゆえ本

実験では高圧高酸素曝露のタイミングも重要な要因と

注目し，「運動学習前」「運動学習中」「運動学習後」で

運動学習への効果を比較・検討する．各条件において，

1回あたりの曝露は実験①と同様に90分とする． 

【高圧高酸素環境】気圧の制御に関して，医療機関で

実施されている高気圧酸素治療は 2 絶対気圧で実施

されており，2気圧以上は医療行為に分類される．ま

た，外傷性脳損傷への高圧酸素曝露研究では，本研究

と同様に実験動物を対象とし，1.5気圧の条件設定で

空間学習・記憶能力が有意に改善した（Harch et al., 

2007）．以上の理由から，本研究では1.5から1.9気

圧の範囲で実施する．酸素濃度は，先行研究から100％

酸素を酸素カプセル内に送り込むことで酸素濃度

30-35%の環境を実現する(Harch et al., 2007, Kawada 

et al., 2013)． 

【運動学習の評価】運動学習評価は，全身の協調運動

能力が必要となるロータロッドテスト(回転棒課題)

とする．また，本研究は正常野生型動物を対象として

効果を検証するため，運動学習難易度の高い加速度式

（加速率毎分10回転）ロータロッドテストを実施し，

ロッド上での歩行継続時間をもって運動学習の指標

とする． 

 

３．結果 

【現状】 
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図2. 予想される結果 

使用を予定していた動物飼育室および実験室の環

境が整わず，研究課題を遂行できずに研究期間が終了

した．

【予想される結果】

図2は，本研究の予想される結果を示す．横軸はロ

ータロッドテストの施行数，縦軸はロッド上での歩行

継続時間を示す．高圧高酸素曝露群は（実線），対照

群である常圧常酸素環境条件の動物にくらべ，少ない

試行数でもロッド上歩行時間の増加が確認できるの

ではないかと予想している．
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1. 緒   言 

 
イオンビームを小径化する簡単な方法として，絞り

（開口部を有する遮蔽板）の利用があるが，これはイ

オンビームの利用効率が低く，イオン電流密度も高く

できない．そのほかの方法として，静電レンズや電磁

石による磁気レンズを用いる方法が考えられるが，装

置が大がかりになる．ここで，磁気レンズを永久磁石

で構成できれば，小型で単純なイオンガンとなるので

工業的に有用と考えられる． 
そこで我々はイオンビームの小径化および高イオ

ン電流密度化をめざして，永久磁石を用いた小型磁界

型 4 極子磁石によるイオンビーム収束技術の開発を

進めている．本報では，小型磁界型4極子磁石の基本

構造を検討し，収束特性を数値シミュレーションで調

べたので報告する． 

 

2. イオンビームによる光学面の精密創成技術 

 我々が検討を進めている光学面形状創成用イオン

ビーム加工装置は，主にイオンガン，真空チャンバ，

ステージ，および各種制御装置から構成されている．

イオンビームは，イオンガン内部で発生させたプラズ

マから引き出される．イオンビームの照射位置は固定

されていて，このイオンビームに対してステージ上に

ジに取り付けられたファラデーカップでイオン電流

密度を測定することもできる． 
本装置では，イオンガンのイオンビーム出口に磁気

レンズを配置する．これにより，磁気レンズの中心を

通過するイオンビームを収束させて，被加工面の所定

の領域を除去加工する． 
 

3. 磁気レンズによるイオンビーム収束の原理 

図1に4極子磁石からなる磁気レンズの模式図を示

す．同図に示すように，1つの4極子磁石には，4個
の磁石がN 極と S 極とが互い違いになるように円周

上に配置してある．4極子磁石は，イオンビームの上

流から下流に向かって2組配置してある．下流の4極
子磁石は，磁極を90°回転させてある． 

4極子磁石の磁束密度は，イオンビーム通過経路の

中心から半径方向に変化する．そこで， 1 段目 4 極

子磁石に入射した正の電荷を持ったイオンビームは，

y 方向に中心に向かう力を受けて収束する．つぎに，

2段目4極子磁石に入射すると，同じようにして z方
向に収束する．こうして，原理的にはイオンビーム径

Development of etching technique using small diameter ion beam for optical fabrication

搭載した被加工物を走査して加工する．また，ステー

　近年，先端的な光学機器に用いられる光学素子に

はナノメートルまたはそれ以下の極めて高い精度が

求められるようになってきた．このような要求から，

精密加工技術としてイオンビーム加工に注目が集まっ

ている(1),(2)．イオンビームによる光学面の精密加工

は，光学面の口径よりも小径に絞ったイオンビーム

を用いて，光学面を局所的に修正加工するものであ

る．これまで，イオンビーム加工の適用例は大口径

光学素子がほとんどであって，小～中口径の光学素

子の加工に適用した例は少ない．これは，小径で高

イオン電流密度のイオンビームの生成が容易ではな

いためと考えられる．このようなイオンビームが簡

素な装置で生成できれば，小～中口径の高精度光学

素子の製造に有効と考えられる．
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を小径化することが可能になる． 

                                                     
4. 磁気レンズの基本設計とイオンビームの軌道シ

ミュレーション 

本研究では，次のように磁気レンズを基本設計した．

まず，ネオジウム磁石（残留磁束密度12,000 gauss，保磁

力10,900 Oe）を用いて磁気レンズを構成した場合につい

て，磁石やイオンビーム通過領域近傍の磁界をシミュレ

ーションした．これにより得られた磁束密度の値を用い

て磁気レンズのモデルを作成し，イオンビームの軌道シ

ミュレーションと，仮想の被加工面へ入射するイオンビ

ーム分布をシミュレーションした．シミュレーションに

は，市販の荷電粒子の軌道計算ソフトウエア

（SIMIONTM）を用いた．シミュレーションは，磁気レ

ンズに入射するイオンのエミッタンス εrmsが異なる場合

について実施した．エミッタンス εrmsは，磁気レンズに

入射するイオンの入射角度分布に対応する．すなわち，

入射するイオンの入射角度分布が広い場合にエミッタ

ンス εrmsは大きく，反対に入射角度分布が狭い場合にエ

ミッタンス εrmsは小さくなる．本研究では，エミッタン

スεrms= 8.6，17.2 πmm-mradについて検討した． 
磁気レンズを使用せずにイオンガンを直接真空チャ

ンバに接続した場合に，エミッタンス εrmsが 8.6 または

17.2 πmm-mrad の条件で被加工面に入射するイオンビー

ム分布を計算したところ，どちらのエミッタンス εrmsの

場合でもイオンビームは 30×30mm 程度の領域に広がっ

ていた．図 2(a)に，計算結果の一例としてエミッタンス

εrms=17.2 πmm-mradの場合のイオンビーム分布を示す．  
まず，図1 のように2段の4極子レンズから構成され

る磁気レンズを用いた場合のイオンビーム軌道と，被加

工面に入射するイオンビーム分布をシミュレーション

した．その結果，イオンビームは収束する傾向にあるこ

とがわかった．具体的には，エミッタンスεrms = 8.6，17.2 
πmm-mrad の場合，被加工面上のイオンビーム分布は，

それぞれ長辺方向（z方向）に9.7mmと22.5mmとなっ

た． 
 前記の2段磁気レンズでのシミュレーションの結果か

ら，長辺方向の収束させることができれば，イオンビー

ムはさらに小径化が可能と考えられる．そこで，4 極子

磁石を 1 段追加して，3 段とした場合の収束特性を調べ

た．エミッタンスεrms = 8.6，17.2 πmm-mradについて，

被加工面に入射するイオンビーム分布をシミュレーシ

ョンした結果，それぞれで長辺（z 方向）2.2mm，長辺

（y 方向）5.0mm に収束できることがわかった．図 2(b)
に，計算結果の一例としてエミッタンス εrms=17.2 
πmm-mradの場合のイオンビーム分布を示す．                           

                           
5. 結   言 

イオンビームの小径化および高イオン電流密度化

を目的に，ネオジウム磁石を用いた小型磁界型4極子

磁石を基本設計し，収束特性を数値シミュレーション

で検討した．その結果，2段または3段の磁気レンズ

を用いることにより，イオンビームを収束させること

ができる見通しを得た．磁気レンズに入射するイオン

ビームのエミッタンス εrms を 8.6 または 17.2 
πmm-mradに仮定した場合，たとえば3段磁気レンズ

を用いることにより，約 30mm からそれぞれ 2.2mm
または5.0mmに収束できると期待される．  
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図1.  4極子磁石により構成された磁気レンズの

模式図．(a) 磁気レンズの断面図．(b) 磁気レンズ

の断面図とイオンビーム径の変化． 

図 2.  磁気レンズによるイオンビームの収束効果．

被加工面上のイオンビーム分布．エミッタンス

εrms=17.2 πmm-mrad. (a) 磁気レンズのない場合，(b) 3
段磁気レンズを用いた場合． 
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１． はじめに 

教育品質向上や内容豊富化のために，学習コンテンツ

や学習方略記述の流通再利用促進が不可欠である．しか

し，学習者適応型コンテンツや協調学習方略記述の流通

再利用性と学習支援機能の拡張性の両立は困難である． 

この課題を解決するため，報告者は「教材オブジェク

ト」と呼ぶ概念を導入した学習支援システムアーキテク

チャ ELECOA （Extensible Learning Environment with 

Courseware Object Architecture を提案した[1]．流通

再利用性と機能拡張性の両立のために，教材オブジェク

トという概念を導入し，機能追加の際には新規の教材オ

ブジェクトを追加する．既存コンテンツは既存教材オブ

ジェクトを使用して動作するため機能追加の影響を受

けず，機能拡張性を向上できる．この機能拡張性を活用

し，SCORM 規格準拠の独習環境，グループ型作問学習環

境などを実装した．さらに，各種学習制御に共通する教

材オブジェクト間の基本通信パターンを見出し，この通

信パターンを遵守するためのデザインパターンを導い

た．これによって，個別に開発された独習用コンテンツ

をグループ学習で再利用できること，グループ型作問学

習など実用的な学習環境が実現できることを示した[2]．  

以上の研究成果を踏まえ，本研究では，再利用可能な

教材オブジェクトが，Web サーバやスマートフォンなど

の複数プラットフォームに分散・連携するマルチプラッ

トフォーム学習環境の検討・開発を行う[3]． 

２． 教材オブジェクトのデザインパターン 

対象とする学習制御構造は木構造型で，各ノードに教

材オブジェクトを配置する．サブツリーの再利用を可能

とするため，教材オブジェクトの通信は，親子間に限定

する[1]．親子間通信を組み合わせて，「シーケンシング

処理」，「ロールアップ処理」，「ポストコンディションル

ール処理」，「学習コマンドリスト生成処理」に対応する

４つの共通的な通信パターンを定義する[2]．これらの

通信パターンを実装している教材オブジェクトは自由

に組み合わせることが可能となり，新たな学習制御機能

を容易に追加できる．4 つの通信パターンは，もともと

独習型学習環境[1]で規定されたものであるが，グルー

プ学習で必要となる基本機能についても実現できる[2]． 

この通信パターンを満たすための教材オブジェクト

のデザインパターンを図 1 に示す [2]．Leaf, Block, 

Rootは木構造の各ノードの教材オブジェクトである．各

ノードは，親子間通信を行う隣接通信層， 4つの通信パ

ターンを実装する基本通信層，教材オブジェクト固有の

学習制御機能を実装するアプリケーション層からなり，

全体としてレイヤ型のデザインパターンを構成する．隣

接通信層のインスタンスは通信の内容には関知しない．

学習者のコマンドを左端の Command Entry が受け取り，

4 つの通信パターンを起動する．学習制御処理は，4 つ

の通信パターンに対応した基本通信層から起動される

アプリケーション層のメソッドで実行される． 
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図1 レイヤーデザインパターンによる 

教材オブジェクト間通信 

３． 分散マルチプラットフォーム学習環境 

図1のデザインパターンでは，隣接通信層と各教材オ

ブジェクトの学習制御を実装する基本通信層，アプリケ

ーション層が明確に分かれている．従って，物理的な通

信手段を上位層から隠ぺいすれば，教材オブジェクトの

学習制御機能がサーバ，スマートフォン，電子教科書な

ど，複数プラットフォームで再利用可能な分散マルチプ

ラットフォーム学習環境を実現できる[3]．この学習環

境の構成イメージを図 2 に示す．コンテンツツリーは，

サーバとスマートフォンなどにまたがって配置される．

通常は，端末がサーバと通信してグループ学習のための

学習制御が行われ，端末がオフラインになった場合も，

端末上の教材オブジェクトによって独習が可能である． 

このような分散マルチプラットフォーム学習環境を

実現するうえで検討すべき課題を挙げる． 

(1) 分散プラットフォームアーキテクチャ 

(2) 教材オブジェクト間通信方式 

(3) 教材オブジェクト動的再配置方式 

(4) 実用的学習支援環境への適用 

2018 年度の時点で，(1)の分散プラットフォームアーキ

テクチャの検討は完了し，プラットフォーム間の通信は

WebSocket，教材オブジェクトはJavaScriptを用いる方

式で，サーバ・端末にまたがった動作を確認した． 

また，（2）の教材オブジェクト間通信方式について，

検討・実装を進めた．教材オブジェクトは複数プラット

フォームに分散配置されるため，その間の通信オーバヘ

ッドが問題となる．例えば，サーバ上のノードにポスト

コンディションルールが設定されていると，端末上の独

習教材のページを移動するごとに，サーバ・端末間の通

信が発生する．そこで，教材オブジェクト間の通信パタ

ーンが定型化されていることを活用して通信オーバヘ

ッドを抑制できる通信方式を検討した．具体的には，以

下の組合せによる方式の検討を進めた． 

方式1）シーケンシング処理やポストコンディション

ルール処理など，学習状態に依存する処理は，ロー

ルアップ処理での学習状態変化に影響を受けるが，

ルートに近いノードほど学習状態変化は起きにく

いことを利用して，キャッシュにより通信を省略す

る方式． 

方式2）学習状態を上位に伝搬させるロールアップル

ールやポストコンディションルールを学習実行前

に評価して，ルール実行の条件を洗い出しておくル

ールプリコンパイル方式 

方式3）他学習者の学習状態変化や，作問学習での新

たな問題教材オブジェクトの追加などの状態変化

を，学習コマンド入力前に先行伝搬させてコマンド

入力時の応答を改善する方式 

方式1については実装を終え，2019年度に効果測定を行

う．他については，2019年度に順次実装する． 

また，2018年度は，独習型学習環境の新たな標準規格

であるcmi5のELECOAによる実装を行った[4]．cmi5は，

ブラウザを用いていないスマートフォンアプリなどと

の親和性が高いため，これらのアプリを連動させた学習

環境構築への適用が期待できる． 

 

 
図2  分散マルチプラットフォーム学習環境 
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研究項目 ： 科学研究費助成事業（基盤（Ｃ））

研究期間 ： ２０１８／４／１ ～ ２０１９／３／３１

研究課題名（和文） ： 軽量 パーティ秘匿関数計算の一般化に基づくセキュアな モデルの提案

研究課題名（英文） ：

研究者 ：〇藤田 茂 千葉工業大学

情報科学部 情報工学科 教授

１．はじめに

は，物のインターネットとも

呼ばれる仕組みであり，今後の普及が期待されている．

は，日本では 内閣府 にも含まれ経済産

業省を中心に様々な企業で研究開発が行われている．

を実現する個別の機器は多種多様な場所に設置ある

いは移動する車や機器に搭載される．このため，全ての

機器の保守管理を人手により実施することは多額の費用を

要し， の普及の阻害要因となる．

一方で，数多くの 機器から収集されるデータをビッ

クデータとして取り扱うことで， 機器単体から取得さ

れるデータからは予想しないデータが取り出される．例え

ば電力メーターの人手による検針を不要とするスマートメ

ーターのデータから，ある家屋の不在状況が容易に発見で

きる．このため， 機器そのもの，および 機器から

得られたデータの秘密を維持することが必要である．

データの秘密を維持するために，データの暗号化を行う

ことが考えられるが，一般に，データ処理を行うためには

データを復号化する必要があり，この箇所を攻撃されると

データの漏洩を引き起こす．このため，暗号化したまま処

理を行う準同型暗号が注目されている．しかし，準同型暗

号は計算負荷が大きく 能力に制限のあることが多い

機器では，採用が難しいと考えられる．

はデータを複数の主体（サーバ， 機器に相当）

に分散し保存する秘密分散を示した ．また，

この分散されたままの状態で計算を行う秘密計算が提案さ

れている ．これら秘密計算，秘密計

算は計算負荷が準同型暗号に比べると小さく 菊池 ，

機器向けであると言える．

軽量Ｎパーティ秘匿関数計算 滝 は，千田らによっ

て提案された，エラー検出可能な軽量 パーティ秘匿関数

計算 千田 を へ拡張するための条件を明らかにした

秘密分散・秘密計算の一部を実行する方式である．本稿で

は，セキュアな モデルを構築する本研究の概要を述べ

る．

２．概要

を実現する個別の機器をすべてセキュアな環境に設

置することは現実的ではない．これは物理的なセキュリテ

ィを確保することが条件となっているデータセンターに置

かれるクラウドコンピューティングとは対象的である．ま

た， 機器は無線を通じてインターネットへ接続される

ことも多く，通信路の盗聴に対応する必要がある．

本研究の結果を適用した複数の 機器からなるシステ

ムでは，たとえ幾つかの 機器がクラック，あるいは盗

難にあったとしても，データを復元できず，データの安全

性が維持される．

図 に本研究提案の概念図を示す． 機器の例として，

例えばセンサーから取得されたデータ（ ， ）

は，乱数（ ）を含んだ形で分散される（図 では

つの主体）．

図 本研究提案の概念図（主体数を とした場合）

正当な利用者は，主体に対して， ， の計

算を指示する．軽量秘匿関数計算では，加算，減算，乗算，

白鳥 則郎 中央大学

研究開発機構 機構教授SHIRATORI Norio
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呼ばれる仕組みであり，今後の普及が期待されている．

は，日本では 内閣府 にも含まれ経済産

業省を中心に様々な企業で研究開発が行われている．

を実現する個別の機器は多種多様な場所に設置ある

いは移動する車や機器に搭載される．このため，全ての

機器の保守管理を人手により実施することは多額の費用を

要し， の普及の阻害要因となる．

一方で，数多くの 機器から収集されるデータをビッ

クデータとして取り扱うことで， 機器単体から取得さ

れるデータからは予想しないデータが取り出される．例え

ば電力メーターの人手による検針を不要とするスマートメ

ーターのデータから，ある家屋の不在状況が容易に発見で

きる．このため， 機器そのもの，および 機器から

得られたデータの秘密を維持することが必要である．

データの秘密を維持するために，データの暗号化を行う

ことが考えられるが，一般に，データ処理を行うためには

データを復号化する必要があり，この箇所を攻撃されると

データの漏洩を引き起こす．このため，暗号化したまま処

理を行う準同型暗号が注目されている．しかし，準同型暗

号は計算負荷が大きく 能力に制限のあることが多い

機器では，採用が難しいと考えられる．

はデータを複数の主体（サーバ， 機器に相当）

に分散し保存する秘密分散を示した ．また，

この分散されたままの状態で計算を行う秘密計算が提案さ

れている ．これら秘密計算，秘密計

算は計算負荷が準同型暗号に比べると小さく 菊池 ，

機器向けであると言える．

軽量Ｎパーティ秘匿関数計算 滝 は，千田らによっ

て提案された，エラー検出可能な軽量 パーティ秘匿関数

計算 千田 を へ拡張するための条件を明らかにした

秘密分散・秘密計算の一部を実行する方式である．本稿で

は，セキュアな モデルを構築する本研究の概要を述べ

る．

２．概要

を実現する個別の機器をすべてセキュアな環境に設

置することは現実的ではない．これは物理的なセキュリテ

ィを確保することが条件となっているデータセンターに置

かれるクラウドコンピューティングとは対象的である．ま

た， 機器は無線を通じてインターネットへ接続される

ことも多く，通信路の盗聴に対応する必要がある．

本研究の結果を適用した複数の 機器からなるシステ

ムでは，たとえ幾つかの 機器がクラック，あるいは盗

難にあったとしても，データを復元できず，データの安全

性が維持される．

図 に本研究提案の概念図を示す． 機器の例として，

例えばセンサーから取得されたデータ（ ， ）

は，乱数（ ）を含んだ形で分散される（図 では

つの主体）．

図 本研究提案の概念図（主体数を とした場合）

正当な利用者は，主体に対して， ， の計

算を指示する．軽量秘匿関数計算では，加算，減算，乗算，

白鳥 則郎 中央大学

研究開発機構 機構教授SHIRATORI Norio

定数倍，論理回路演算（否定，論理積，論理和，排他論理

和）を実行できる．一方，乱数を含んだ形でデータが分散

しているために，攻撃者が一つの主体からデータ片を入手

したとしても元のデータを復元することが出来ない．主体

による計算手順（ ），全体の主体数 とデータの復

元に必要な主体の数 の関係の証明は文献 滝 に示

した．ここでは結果のみを示す．

{𝑛𝑛 ≥ 2𝑘𝑘  (𝑛𝑛は偶数)
𝑛𝑛 ≥ 2𝑘𝑘 − 1 (𝑛𝑛は奇数)

３．応用例

軽量 パーティ秘匿関数計算は， 機器に限定される

ものではなく，クラウドやその他のシステムの根幹として

利用可能である．現在， や

な

ど，いわゆるクラウドサービスに業務の基幹システムを構

築する企業・行政機関は多い．一方で，クラウドシステム

の管理が他社になるために，オンプレミス環境に比べてセ

キュリティ面で懸念がある．このため，たとえ一か所のデ

ータが流出しても，元のデータを復元できない秘密分散・

秘密計算は，自治体の住民データ保存，保険点数計算シス

テムに応用できる 樋地 ．研究代表者のグループは，

このために現在整数の計算に限定されている提案手法を，

文字列検索へ拡張する研究を進めている 滝 ．

角田らは文献 角田 で，デジタル・アイデンティテ

ィ が，機器の廃棄や更新，また利用者の死亡や組織か

らの離脱によって失われ，必要な情報へアクセスできなく

なることを指摘している．現在研究代表者と角田らの研究

グループでは，この の危殆化に対して，“デジタル寺院”

と呼ぶ， の保管庫を作成し，永続的に と の関係を

維持するモデル 藤田 を提案している．“デジタル寺

院”を実現するシステムでは，攻撃に対する耐性と永続性

を両立する必要があり，一つの集中型のシステムとして構

築するのではなく，分散システムの集合として構築するこ

とが必要であり，本研究の成果が活用できる．

図 デジタル寺院概念図

５．おわりに

本稿では，軽量 パーティ秘匿関数計算を使い，データ

の漏洩に対して耐性のあるセキュアな システムを構築

する基盤となるモデルの概要を述べた．

本研究に関する主な発表論文

滝雄太郎 藤田茂 宮西洋太郎 白鳥則郎 “軽量

パーティ秘匿関数計算の一般化” 情報処理学会論文誌

—

藤田茂 “軽量 パーティ秘匿関数計算を用いたセキ

ュアな システムの考察” 情報処理学会シンポジウム

シリーズ ポスター

藤田茂 “途絶遅延ネットワーク上での秘密分散に

よるセキュアな システムの検討” 合同エージェント

ワークショップ シンポジウム ポスター
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〔科学研究費助成事業一覧〕



科学研究費助成事業一覧 
No. 種目 氏名 研究課題名 

1 基盤研究(A) 水津 光司 周波数シフトテラヘルツ波による建築物非破壊診断 
2 基盤研究(A) 仲林  清 拡張可能な学習支援システムのための分散マルチプラットフォームアーキテクチャの研究

3 基盤研究(B) 小澤 俊平 Al 合金のフラックスフリーロウ付に対する雰囲気酸素分圧と添加元素の影響 
4 基盤研究(B) 國宗 永佳 教育実践研究と教授・学習支援システム研究とのマッチングプラットフォームの開発

5 基盤研究(B) 原 祥太郎 固体酸化物形燃料電池の電極電解質一体焼成プロセスの解明と制御 
6 基盤研究(B) 枚田 明彦 機能性誘電体層集積導波管スロットアレーアンテナとその近接テラヘルツ無線応用の研究

7 基盤研究(C) 青木 岳史 災害救助活動の支援を目的とした柔軟変形ロボットの開発 
8 基盤研究(C) 秋葉 知昭 多様な多目的ネットワークの最適解導出方法の研究 
9 基盤研究(C) 熱海 武憲 可視化されたロバスト機構・制御系統合化設計法の確立と次世代ＨＤＤへの応用 

10 基盤研究(C) 上田 隆一 実世界を行動するエージェントの空間認識能力と行動決定則の同時学習 
11 基盤研究(C) 王  志東 生物の群逃避行動を模倣する群ロボットの反射的振る舞いの高速伝播メカニズムの実現 
12 基盤研究(C) 亀田  豊 河川、内湾水中マイクロプラスチック挙動解明と代替物質利用による将来濃度予測 
13 基盤研究(C) 久保 裕史 高効率水耕型ソーラーシェアリングシステムの基礎研究 
14 基盤研究(C) 熊本 忠彦 個々の書き手・読み手を意識した統合的な感性情報マイニング技術に関する研究 
15 基盤研究(C) 五明美智男 地域環境リテラシーと社会人基礎力を高める環境調査手法の開発・活用に関する実践研究

16 基盤研究(C) 齋藤 哲治 新しいＳｍ－Ｆｅ系磁性相の探求 
17 基盤研究(C) 佐波 孝彦 移動体通信における通信路情報に基づくポーラ符号化法とその応用 
18 基盤研究(C) 清水 邦康 振動モード間の共鳴を基礎とした結合振動子系にみられる波動解析への新たな展開 
19 基盤研究(C) 菅原 真司 複数ユーザによる multi-cloud 型コンテンツストレージシステムの設計と実装 
20 基盤研究(C) 鈴木比呂子 間隙水圧の変動を考慮した直接基礎構造物の液状化被害予測手法の提案 
21 基盤研究(C) 関  弘和 電動アシスト車いすのユーザ特性適応型制御法と操作訓練システムの開発 
22 基盤研究(C) 瀧野日出雄 光学面精密創成用小径イオンビーム加工技術の開発 
23 基盤研究(C) 長  敬三 平面型周波数分散性移相器構成法の研究 
24 基盤研究(C) 中川 泰宏 物理模型と仮想環境をマッピングしたネットワーク教育プラットフォームの作成 
25 基盤研究(C) 林原 靖男 頑健な自律ヒューマノイドロボットプラットフォームの開発 
26 基盤研究(C) 東山 幸司 二重ベータ崩壊の半減期評価のための原子核構造の精密計算 
27 基盤研究(C) 引原 有輝 子どもの外遊びを促進するための公園環境の提案 
28 基盤研究(C) 藤田  茂 軽量 N パーティ秘匿関数計算の一般化に基づくセキュアな IoT モデルの提案 
29 基盤研究(C) 藤原 明広 長期近接遭遇特性を反映する標準移動モデルの開発と遅延耐性通信の安定性評価 
30 基盤研究(C) 前川 仁孝 戦略的な投票行動による合議アルゴリズムを用いた囲碁プログラムの効率化 
31 基盤研究(C) 望月 悦子 建築ストックの健康寿命延命のための照明レトロフィットに関する指針提案 
32 基盤研究(C) 八島 由幸 画像圧縮符号化への機械学習応用に関する研究 
33 基盤研究(C) 安川 雪子 厳密制御した局在表面プラズモン共鳴型磁気プラズモニック材料：磁気センサへの展開 
34 基盤研究(C) 山本 典史 凝集誘起発光イメージングで「観る」プリオンタンパク質オリゴマーの形成・伝播機構 
35 基盤研究(C) 吉村 晶子 災害応急期の捜索救助医療活動に関するデータベース構築と災害救助訓練学の確立 
36 基盤研究(C) 米田  完 慣性アシスト付き２足ロボットおよび人の歩行のスムーズな補助 
37 基盤研究(C) 脇田 和樹 タリウム系化合物の構造相転移によるナノドメインの直接観察 
38 若手研究 石原 沙織 ムーブメント発生時の応力状態を踏まえたシーリング材の耐久性設計法の検討 
39 若手研究 蛭子 彰仁 超幾何級数の値 
40 若手研究(B) 大貫 俊彦 明治期の近代文体成立過程における批評家内田不知庵の翻訳言語と文学概念に関する研究

41 若手研究(B) 亀谷 雄樹 触媒粒子層の表面反応機能高度化を実現するナノ粒子マイクロプリンティング法の開発 
42 若手研究 川西 範明 免疫系に着目した運動トレーニングによる熱産生機能向上のメカニズムの解明 
43 若手研究(B) 木島  愛 フランス語の知覚動詞に関する凝結表現の研究 
44 若手研究(B) 魏  秀欽 世界最高水準の超高周波小型電源における理論の体系化とその開発 
45 若手研究(B) 小林  学 イギリス土木・機械技術の展開と工学理論との相互関係について 
46 若手研究 佐藤  和 運動学習効率の向上に高圧酸素曝露は貢献するか 
47 若手研究(B) 島崎 俊明 パーフルオロアルキル基を有する C3 対称低分子量ゲル化剤の創製と機能開拓 
48 若手研究(B) 菅  洋志 ナノギャップ NEMS を利用した高耐久エレクトロニクス素子基盤技術の開発 
49 若手研究 高木  彩 萌芽技術に対するリスクの認知機構の解明 
50 若手研究(B) 田隈 広紀 事業に適した業績評価指標を抽出するデータ分析手法及び格納形式の研究 
51 若手研究 信川  創 神経ネットワークダイナミクスに着目した認知症の早期診断システムの構築 
52 若手研究(B) 福嶋 尚子 学校財務評価制度・実践モデルの構築 
53 若手研究 藤井 浩光 緊急災害対応における無人化施工のためのオペレータ支援システム 
54 若手研究(B) 藤木 竜也 政府高官官舎・地方高官官舎に見る「和洋館並列型住宅」の成立と展開に関する研究

55 若手研究(B) 渡邉  努 変分モンテカルロ法を用いた励起子凝縮状態の研究 
56 挑戦的萌芽 市川 洋子 教育実習日誌を利用した教員志望学生の主体的実践省察の熟達化の解明と支援開発 
57 挑戦的萌芽 小澤 俊平 無容器溶融凝固法によるマルチフェロイックコンポジットの創製 
＊各センターを除く 
＊プロジェクト研究年報への掲載は任意である 
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